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はしがき
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　本書は、OECD Journal に記載されたコンセッションと競争入札に関するOECD競争委員会
の公式見解とその基礎をなすバックグランド・ノートの全訳に、私の解題を添付したものである。
当委員会は、加盟国にとどまらず、発展途上国を含め、国際規模で普及しつつあるコンセッショ
ンに関し総合的な評価を行い、豊富な成功・失敗事例を取り上げ、コンセッションで成果を得る
ためには、競争政策と規制改革が不可欠であることを明確にしている。また、３G、４G世代の
周波数の公売でいまやポピュラーとなったオークションについて、その競争政策上の注意点を喚
起している。
　コンセッションとオークションは前者が後者をその手続きに包括している場合が多く、いわば
セットで捉えるべき関係にある。それが、コンセッションを主に扱う本書で、あえて競争入札の
問題を取り上げる理由である。
　わが国でも、今後、コンセッションの推進、オークションの活用は不可避であると考えられる。
中央・地方政府の財政逼迫、全国規模での民活とそれによる経済活性化、規制改革の徹底の必要
性（公企業に関わる官僚裁量の限界）を見れば、これは一目瞭然である。コンセッションや入札
の企画、設計、実施に関わる官民の関係者が、本書から多くを学び、コンセッションを通して財
政改革と経済活性化を推し進めることを願ってやまない。
はしがき
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１．コンセッションとは何か
A．コンセッションの定義　
　コンセッションとは、一般に政府（中央・地方）およびその他の公共主体が、自らが保有する
資産の管理・運営権を民間の手に移すことを指している。いわば民間企業に特定のインフラ・
サービスを管理・運営させ、かつそれにより生まれる収入を受け取る権利を与えるものであって、
これが「もう一つの民営化」と呼ばれる由縁もここにある。したがって、通常は空港の運営や自
治体の水道水の供給といった、市場競争が困難であるか、不可能であるような自然独占やインフ
ラ設備の管理・運営で採用されている。
　コンセッションのもう一つの特徴は、それが官民パートナーシップ（PPPs）の代表的な手法
として位置づけられている点にある。ここでは、政府等の公共主体と民間事業者は、資金調達の
確保、リノベーション、インフラの建設、維持、管理・運営、および事業ないしサービスの供給
で、両者の協力・協調を約した契約を締結することになるからである。
　コンセッションには、料金、投資水準、サービスの水準、および政府に支払う運営権料など、
多くのパラメータがある。また、コンセッションの契約には典型的には５年から30年の期限が設
けられている。そこで、通常、コンセッション事業者は政府に対し運営権料を支払い、場合によっ
ては投資を行いながら、消費者ないし利用者から利用料金を徴収するのである。
　コンセッションには、さまざまな長所があるが、主たるメリットとして、（ア）政府の収入増加、
（イ）公的資産（施設・設備）の管理・運営を民間の手に置くことによる当該事業の効率性の上昇、
および（ウ）民間へのビジネス機会の提供とそれによる民間経済の活性化などを挙げることがで
きよう。とくに（ア）は、財政が逼迫している政府（中央・地方）にとって魅力的であり、
PPPs（Public-Private Partnerships、 官 民 連 携 ） の な か で も、PFIs（Private Finance 
Initiatives、民間資金等活用事業）と並び、コンセッションは抜きんでて利用度が高い。むしろ、
歴史的経緯からいえば、PFIs などは、コンセッションの一分枝といってもよいのである。
　もちろん、コンセッションには、いくつかの短所もある。官民癒着の問題、オークションでの
共謀ないし談合の問題、有料化やサービスの品質の劣化の問題、および契約の不完備性に起因す
るホールド・アップ問題、超過利潤問題等さまざまな問題が、それである。
　コンセッションは、その背景に、市場環境の変化、技術進歩に伴う公共部門と民間部門の役割
分担の見直しという大きな時代潮流を有している。すなわち、これまで民間にはできなかった事
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業ないしサービスが、上の諸変化を経て可能となり、公共部門が担当するよりも一層効率的に民
間が運営できるようになったことが、その背景にある。しかし、これは公共部門のすべての事業
ないしサービスに当てはまるわけではない。コンセッションに頼らず、公共部門が引き続きサー
ビスを供給するほうが好ましい場合もあるのである。競争が作用しにくい、生命・健康に直結す
る一部の自然独占型ネットワーク事業、品質の向上が優先されるサービス分野（コンセッション
によるコストカットが質の低下によってなされる機会が多い）などが、これに該当しよう。
　コンセッションは、その第一ステップで、いかにそれをデザインするかが重要な問題になる。
コンセッションの設計は、高度に複雑な作業であり、多くの検討されるべき事柄がある。第一に、
それがより広範な市場制度改革の文脈で実施される場合には、コンセッションは、事業・ビジネ
スのリスクないし不確実性を緩和するために、規制改革ないし新規規制当局の創設を伴うもので
なければならないであろう。第二に、その目的に沿ったかたちで、コンセッションの方法を考え
るべきであろう。例えば、諸目標のなかで事業ないしビジネスの効率化を優先するならば、競争
機会が最大化されるような方法で行われるべきである。管理・運営権を授与するプロセス（「市
場に向けた競争」）で、また授与後に可能な限り市場競争（「市場の中での競争」）を確保するよ
うに努めるべきである。例えば、自然独占型ネットワーク産業に対しては、垂直分離、水平分離、
アクセス義務などが必要となろう。すなわち、市場の競争的なセグメントに対しては複数の運営
事業者を創設するよう努めるべきである。これに対し、その主たる目標が政府の収入最大化に置
かれる場合には、競争政策とは緊張関係が生じるかもしれないが、自然独占の容認と報酬率規制
のような投資促進的な措置が、また消費者利益の増進が主たる目標とされる場合には、規制緩和
やインセンティブ規制の利用が、優先されるべきであろう。第三に、コンセッション契約におけ
る不完備性の考慮、契約期間の長さも、重要な問題になる。これらは、コンセッション事業者の
投資行動やリスク態度に大きな影響を及ぼす。一般に、契約期間が終わりに近づくと投資インセ
ンティブは減少する。このことからインフラ投資を事業者側に負担させるようなコンセッション
は、概して短期より長期の契約期間が望ましいことになる。
　続く第二ステップでは、管理・運営権の賦与の仕方が重要な問題となる。後述するように、管
理・運営権の授与手段には、（ア）交渉（negotiation、複数応募者と同時に行う交渉、もしくは
順番に行う交渉）、（イ）美人コンテスト（beauty contest）、（ウ）多基準評価法（multi-crireria、
技術的な専門性、財務上の実行可能性、ネットワーク・サービスの対象範囲および普及率など事
前に定められた基準をベース行う事業者の総合評価法）、および（エ）オークション（auction）
ないし入札（tender）などがある。経済学の文献は、このなかでもっとも効果的な手法は、オー
クションであることを指摘している。資源配分の効率性を重視するかぎり、コンセッション・プ
ロセスのどこかで競争の導入・促進が望まれるわけだが、オークション等は、事業者選択の段階
で「市場に向けた競争」を惹起するからである。
　それはともかく、コンセッションの設計、その手法に欠陥があると、その潜在的な利益は大き
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く失われることになる。そして、ここで問題になるのが、政府（交渉者）は民間セクター（交渉
者）よりも情報劣位な、かつ不利な立場に立つことが多いことである。政府交渉者は産業や市場
の専門知識を欠いている。またその目的も、利潤最大化にしか関心を寄せない民間交渉者のそれ
に比べはるかに複雑である。さらに、オークション以外の手法を用いた場合には、腐敗（汚職・
賄賂、天下りなど）が構造化するおそれがある。
　第三のステップは、コンセッション事業者のモニタリングの問題である。厳しいモニタリング
とそれに基づく契約の微調整は、事後の再交渉の機会を減じ、政府の側のホールドアップを避け
るためにも重要である。
　再交渉は契約段階における政府の利益を減少させるおそれがある。コンセッション契約は、当
事者が予め将来発生する出来事をすべてその条項のなかで取り決めておくことはできないので、
不完備な契約になる。したがって、政府の側に専門知識やスキルがないと、不測の事態が発生し
たとき、交渉で事業者に対し不利な立場に追いやられる可能性があるのである。それを防ぐ重要
な手段が、管理・運営権の授与プロセスでの、また事業者を選択した後での競争の最大化である。
前者では、とりわけ共謀の阻止が、後者では競争法の適用と規制改革（ないし新規規制の創設）
が、重要な課題となる。とくに事業者が独占体である場合には、排他的な行動に対しドミナンス
条項（dominance provision）を適用する必要があろう。
B．種類とタイプ
　コンセッションは、欧州委員会の公共調達指令（Directive 2004/17/EC）では、民間が管理・
運営権を得て公共事業ないし公共サービスを代行した時に支給される財政的ないし金銭的な支払
い（consideration）を取り決めた契約として定義されている。また、この権利は、公共部門の事
業・サービスを単に代行する場合と利用者（消費者）の支払いを伴う場合に細分されている。そ
のうえで、指令は、コンセッションを、事業コンセッション（works concession）、サービス・
コンセッション（service concession）、および両者の混合型に分けている。
・事業コンセッション（works concession）
　道路、橋梁、およびトンネルの建設と運営といった重要な社会経済インフラに関わるプロジェ
クトを提供する場合に用いられているものである。事業者が、利用者に課される料金から直接的
にその報酬のすべてを受け取る場合、コンシダレーションは、その事業の開発・利用によるもの
であって、契約を交わした当局から支払われるものではない。ここで民間事業者が事業の建設・
運営で資金調達をする場合、もし契約にその投資分を埋め合わせ、期間中の利潤を補償すると
いった条項がなければ、彼が資金上かつ運営上の事業リスクを取ることになる。
　利用者料金からの所得だけでは事業者が投資を回収できないということで、契約当局が最終的
に支払いに合意する場合には、事業リスクは一部当局に移転されることになる。こちらのほうが、
事業コンセッションとして分類される場合の一般的なパターンといってよい。
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・サービス・コンセッション（service concession）
　社会経済インフラや公共施設などの開発・建設に関わらず、その管理・運営や維持・保全を要
求するプロジェクトに用いられるもので、既存の鉄道や港湾の運営などで典型的に見られるもの
である。ここでは民間事業者が、そうした施設の利用に関し、第三者に利用料金を課すことで、
その管理・運営費を賄うことになる。もう一つは、政府ないし公共施設のキャンティーン（can-
teen，レクリエーション・センターや食堂等）の管理・運営権の授与であり、事業者はその直接
の利用者から販売代金を受け取ることになる。
　ここでは、契約当局は、事業者に利用施設を提供し、彼が基本的な運営費を回収できるように
支払いを保証し、彼が提供するサービスの一部を補助するような合意を結ぶのが一般的である。
・混合型（mixed concession）
　両コンセッションの混合型であり、例としては、図書館、美術館などの公共施設などのコンセッ
ションが挙げられる。ここでは単に施設の管理・運営だけではなく、老朽化した施設の改修、新
規サービスを提供するための新たな施設の建設（レストラン、バリアフリー設備、障害者向け設
備、トイレの改修、エレベータ・エスカレータの設置など）など、固定設備投資が必要とされる
場合が多く、コンセッションは先の二つの混合型の性質を帯びることになる。EUは、この場合、
コンセッションの主たる要素は、事業なのか、サービスなのか、契約当局はそれを明確にする必
要があると述べている。
　因みに、欧州委員会の指令は、このうちの事業コンセッションに適用されるが、サービス・コ
ンセッションには直接適用されない。ただし、そこでも EU法の一般原理（General Treaty 
Principles）は適用されるものと見なされている。
　これとは別に、本書は、コンセッションの要素を分解し、ベーシックな形態として、以下の４
つを挙げている。
・リースおよび管理・運営権の授与（アファマージュ，aﬀ ermage）
　ここでは、民間事業者は、リースや公共施設等の管理・運営権の移転を通して、利用者が支払
う料金を自らの収入として収受する事業を行う権利を得ることになる。その代償として民間事業
者は、インフラ設備の維持、管理・運営を含めて、自らリスク事業を負い、サービスの提供に責
任を持つことになる。
・厳密な意味でのコンセッション
　ここでは民間の契約事業者はインフラの建設や新規投資のための資金調達にも責任を負うこと
になる。契約期間は一般的に長期となり、その末期にはインフラ資産は国（もしくは地方自治体）
に返還されることになる。
・PFIs（民間資金等活用事業）
　公共施設等の建設、管理・運用を民間の資金、経営スキル、技術力を活用して行うもので、事
業者は通常民間から自ら資金調達を行い、施設を建設し、その所有権を建設後に、もしくは事業
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終了時に政府・地方公共団体に返還することになる。公共施設等の建設の投資財源を公債ではな
く民間資金に求めるところに特徴があり、そのため契約期間も通常10年以上と長いが、これは上
述の事業コンセッションの一つの主要な形態とみることができる。ただし、事業者の選定を優先
交渉権者との交渉に委ねる点で、またVFM（Value For Money、支払いに対しもっとも価値の
あるサービスを提供する、という）の向上を目指している点で、コンセッションとやや異なる点
を有している。もっとも普及している PFI の手法は、BTO方式（Build：建設、Transfer：移転、
Operate：管理・運営）とBOT方式である。前者は、民間事業者が、公共施設等を建設した後、
その所有権を公共に移転し、そのうえで自らが一定期間、事業を管理・運営するのに対し、後者
は、公共施設等の建設後、一定期間管理・運営を行い、事業終了後にその所有権を無償で公共に
移転することになる。いずれもグリーンフィールドのコンセッションでは、広く用いられている
手法である。また投資が建設というよりも主に修繕（リハビリテーションのR）を伴うコンセッ
ションでは、ROT方式が用いられている。
・分割払下げ（Divestment）など
　既存の資産の所有権や将来の設備拡張・更新の責任を民間部門に移転する手法である。所有権
と事業リスクが全面的に民間に移転することを考えれば、コンセッションの定義にそぐわない
が、民業化という点で概念的に包括される場合もある。これは PFIs 手法における BOO方式
（Build-Own-Operate）も同様であり、そこでも公共施設等を建設した民間事業者がそのまま所
有権を保持し続けることになる。
C．仕組み
　公共主体の側からみると、コンセッションの対象となる事業、サービスにはそれなりの特徴が
あることがわかる。コンセッションは、次の三つの動機によって実施されているように思える。
第一は、公共主体による管理・運営がうまくいかず、その非効率が当該事業ないしサービス部門
の財政赤字を累積させているような場合である。それでもなお住民の福利厚生にその事業ないし
サービスが欠かせない場合、コンセッションがなされるわけだが、ここでは担当当局は最初の段
階（＝民間の事業者探し）から困難に直面する可能性がある。このように、財政的な要因がその
主たる動機になるケースにあっては、補助金ないしコンセッション使用料の多寡を基準にした
オークションが、事業者選択の有力な基準になるであろう。
　第二は、その事業ないしサービス部門は財政的には中立的だが、市場環境や技術の変化により、
民間部門に代行させた方がより効率的に事業を運営できると期待される場合である。また、地域
の民間事業者にビジネス機会を与え、地域経済を活性化するために、コンセッションが計画され
ることもあろう。ここでの民間事業者の選択は、事業者との交渉を通して、また（料金水準と品
質などをめぐる）オークションのプロセスで行われ、そうして選定された事業者に対しては、基
本的に独立採算制に基づく事業・サービス供給が求められることになる。
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　第三は、時代の変化（例えば、バリア・フリー）、消費者厚生の増進（例えば、新しい公共交
通や文化・厚生施設への需要）、人口動態の変化（例えば、過密・過疎問題）、および産業構造の
変化（例えば、IT 化）などを受けて、新たな公共事業、政府・公共サービスが必要とされる場
合である。このとき、財政によほど余裕があればともかく、そうでない場合には、コンセッショ
ンがその有力な選択肢となりうる。とくに、財政の逼迫度、新規公共プロジェクトの魅力度（将
来性、採算性）、民間事業者の関心度、および金融機関の融資残高などの状況次第で、PFIs が用
いられることになる。
　ここでは、もっともその仕組みがもっともシンプルな第二のケースに即して、その構図＝イ
メージ図を説明しておこう（図１）。
政府・地方公共団体等 金融機関等 
利用者
管理・運営権設定 
管理・運営権使用料 
返済
融資（抵当権の設定） 
サービス提供 利用料 
民間事業者 
（公共施設等
の運営） 
特別目的会社 
（SPC）・コンソーシアム 
他の民間事業者
出資 
関連下請け業者
委託 
委託料 
サービス提供
利用料 
出典：筆者作成
図１
　まず、公共主体が、公共施設等の所有権を保有しながら、そこから管理・運営権を分離・設定
し、コンセッション契約を通してその権利を一定期限付きで、民間事業者に授与する。民間事業
者はコンソーシアムを組む場合もあれば（ここでは他の民間事業者からも出資を募る）、単体で
授与される場合もあるが、いずれにせよ公共主体に管理・運営権の行使に伴う、コンセッション
使用料を支払うことになる。こうして、民間事業者は当該公共施設等を使用して公共サービスを
提供することになるが、すべてを自己資金で賄えない場合には金融機関等からの融資（借入）を
得て供給を行うことになる。また、融資の返済の可能性が低いと疑われる場合には、公的主体の
了解の下で、当該資産に抵当権が設定される。民間事業者は、サービス供給義務を課され、締結
した契約条件にしたがい、公衆に公共サービスを提供し、彼らから徴収した利用料金を自らの収
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入とし、契約期間中、事業を継続することになる。
　これに新規公共施設の建設が絡むと、投資問題、所有権問題など新たな要素が加わり、仕組み
も複雑になるが、上の基本構図に大きな差はない。要するに、公共主体、民間事業者、金融機関
等の三者がプレイするなかで、コンセッションの具体的形態が定まるのである。
D．適用分野
　コンセッションは、きわめて適用範囲が広い政策である。わが国では、コンセッションをめぐ
る法整備が遅れている。だが、それは、PFI 法の下位概念というより、むしろその上位概念とし
て整備されるべきである。また、それは、「特例」などで各事業法、公物管理法等の既存関連法
との関係を調整されているが（例えば、関空伊丹一体化法では、航空法、空港法の制約を「特例」
を設けて回避する、といった）、それらに制約されない一般法としての整備が必要となる。一旦、
コンセッションの法的な枠組みができれば、あとは政府・地方公共団体等にその意思と覚悟があ
れば、コンセッションは、政府の物的資産を持つほとんどの商業的な事業、サービスで実行可能
である。
　公共事業を含めた社会経済インフラの整備は、今後も、いずれの政府にとっても、重要な課題
で有り続けるが、民間に資金、能力、および技術力があるかぎり、公共交通（鉄道、地下鉄、バ
ス等）、道路、空港、港湾、上下水道など、ほとんどのインフラ分野でコンセッションは可能で
ある。そして、これは病院、図書館、美術館等の厚生・文化施設でも同様である。
　最後に、公益事業もコンセッションの対象になるが、このことは、わが国では、今後、従来、
地方公営企業が行ってきた水道事業、ガス事業、バス事業などの多くが、コンセッションンの対
象となりうることを示唆している。ただし、ここでも、一定の法整備が必要となろう。実際、欧
州では、公益事業に関する EU指令（Utilities Directive）が適用される四大公益事業（エネル
ギー、情報通信、公共交通、水道）でコンセッションが授与される場合、事業コンセッション指
令、もしくはEU法の原理が、適用されることになっている。これは、コンセッションを円滑に
進行させるために欠かせない措置であり、事業法等関連法規の早期改正が望まれるところである。
２．コンセッションの手法
　コンセッションを授与する仕方には、大きく見て、交渉、美人コンテスト、およびオークショ
ン（入札）の三つがある。以下、順次、そのメリット・デメリットを見ておこう。
A．交渉
　交渉には単一事業者との交渉と複数事業者との同時交渉という二つのタイプがある。政府等
が、一度に一人の潜在的な民間事業者としか交渉しないというのは、複数の民間事業者と同時に
交渉するよりも悪い結果を招くため、この方式にはコンセッションを早期に実現できるというこ
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とを除いて、ほとんどメリットはない。政府が、彼のオファーを受け入れるかどうか決定しなけ
ればならないとき、その選択は諾否しかなく、他に比較可能な選択肢はない。交渉立場が弱くな
るため、悪い結果がもたらされるのである。
　これを避けるためには、魅力のあるコンセッションの設計、募集する民間事業者の広域化、情
報開示の推進などによって交渉相手の増員が図られなければならないが、それは財政力、行政の
能力、スキルに依存しよう。
　これに対し、複数事業者との同時交渉は、競争的な要素を多分に持っている。ここでは、政府
等は何人かの潜在的な民間事業者に接触し、交渉の席へと案内する。その席で彼らにコンセッ
ションの要件を提示し、その要件を満たすソリューションを携えて応募するように要望する。そ
のうえで、複数のオファーのソリューションを比較検討し、最終的に選択肢と事業者を決定する
のである。政府は、事業者を選んだ後もさらに交渉を続行し、契約条項を詰めることになる。
　このやり方は、プロジェクトの設計が複雑で、契約当事者が、交渉期間中、そのプロジェクト
について上手に遂行できるように経営スキル、技術を情報交換ができる場合には、良い結果をも
たらすことが知られている。また、オークションの前段階に導入されると、利用料金の値下げな
ど思わぬ効果が発生することが、フランスの水道コンセッションで報告されている（本書第一章
のBOX12を参照）。
　だが他面、政府等に最初の事業者指名の段階で恣意性が働くおそれがある。競争的な交渉は、
公的な調査に付されることがないため、選考基準を含め評価プロセスが情報開示され、透明化さ
れないと、担当機関や政府の腐敗・収賄につながる可能性があるのである。また、指名され、招
集された民間事業者が少数であると、そしてそこで事業者間に互恵の思惑が働くと、共謀が発生
するおそれもある。同時交渉は、民間事業者を一堂に会して行う場合には、公開オークションと
類似したものになる。だが、この公開オークションには、特に入札者が少数で、かつ他の入札者
の戦略行動がわかるとき、共謀に陥る傾向があるのである。
B．美人コンテスト
　美人コンテスト方式とは、関心を持つ民間事業者にコンセッションの対象事業ないしサービス
の使用法等について企画書を提出させ、財務基盤、技術力、ビジネス化の速度、提供するサービ
スの種類・範囲などいくつかの基準を設けた上で、応募事業者の提案書を比較審査することで、
事業者を選択するやり方を指す。もとは、J.M. ケインズが「一般理論」のなかで金融市場におけ
る投資家行動を説明するために用いた概念であり、投票は企業のファンダメンタルズをよく反映
するとの考え方に基づいている。
　そのメリットは、サービスの価格、品質、サービス提供の範囲、普及率といった重要なパフォー
マンス特性に焦点を置くことを可能にし、そうした基準ごとに計測可能な指標を設けることで、
そのエリアで「より優れた事業者」を選定できる点にある。また、これが用いられるコンセッショ
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ンには事業者が政府等に支払うコンセッション使用料がゼロか、低額の場合が多いので、事業者
の経営に財務的な余裕を与え、サービス品質の向上や料金の抑制を促すこともできる。美人コン
テストは、低額ないしゼロのコンセッション使用料（免許料）である場合、それが最終顧客の低
料金となって跳ね返り、当該サービスの普及に貢献しよう。評価基準の中で事業者の技術力、財
務能力を重視する場合には、ヒアリング等煩わしい手続きを伴うものの、適正な事業者を選定で
きるのである。
　デメリットは、（多）基準の設定から選考結果まで、この比較審査のプロセスには透明性がな
く、時に担当官の思惑や恣意に、時に熱心なロビー活動や政治介入に影響され易い点にある。だ
が、こうした問題は、審査結果に不審・不満を抱く事業者に不服申し立て（行政訴訟を含む）を
容易にする制度を築いたり、選考プロセスの情報公開を徹底することで、一部解決できよう。もっ
と大きな問題は、目にみえない経営力（経営者の資質・能力や従業員の勤労意欲など）にあり、
それは容易に比較できない点にある。経営に実体が備わらない段階では、それを指数化する基準
も設定しにくいのである。加えて、この方式は、その手続きが遅く、また不要なヒアリングに時
を浪費するなど非効率でもある。米国の FCCは、かってこの方式で30件のセルラー免許を与え
るのに二年もかかったことを反省し、「くじ」に切り替えた経験（これも失敗）を有している。
　わが国では、この方式は、とくに周波数の割り当てなどで、主流になっている。だが、NTT
の長距離通信に三社が新規参入したとき、成長性という点ではもっとも評価が高かった日本高速
通信がいち早く経営に行き詰った事例もある。現在も、その歴史的経緯から潜在的な民間事業者
の数が比較的少ない情報通信関連のコンセッションでは、いくつかの国でこの方式が採用されて
いるが、意外と成功事例は少ない。フランスやスペインでは、オークションによるライセンス料
金の高騰を抑制するのにこの方式を用いているが、政府当局が、不確実性に満ち、市場・技術変
化の激しいこの業界の10年後、20年後の姿を正しく見通せるとは到底思えない。
C．オークションないし入札
　コンセッションの配分でもっとも頻繁に利用されている手法は、オークション（ないし入札）
である。経済学の文献は、オークションがもっとも効率的な資源配分であることを証明している。
経済学の考え方を適用すると、最も高い入札額を入れたものが、そのコンセッションにもっとも
高い価値を置いている人物／企業であり、それゆえ最も効率的に事業が運営できる人物／企業で
あろうということになる。
　一般的に用いられているオークションには、次の四つの標準タイプがある。
1）　競り上げオークション（ascending-bid auction）（公開ないしイングリッシュオークション
とも呼ばれている）。ここでは、入札者が一人になるまで価格が吊りあげられ、勝者は最終価
格で落札する。
2）　競り下げオークション（descending-bid auction）。ここでは、オークション主催者が非常
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に高い価格から入札を始め、入札者側から受容シグナルを受けるまで価格を下げていく。受容
者が現われれば、その価格が落札価格となる。
3）　１位価格封印オークション（first-price sealed-bid auction）。各入札者は単一ないし複数物
件で入札を行うが、誰れも他の入札者の入札額を知っていない。物件は最も高い入札額を入れ
た者に落札される。
4）　２位価格封印オークション（second-price sealed-bid auction）。（考案者にちなんでヴィッ
カリー（Vickrey, W）・オークションとも呼ばれる）。１位価格オークションと同様に行われ
るが、最も高い入札額を入れた者（＝勝者）は自身の入札額を支払うのではなく、二番目に高
い入札額を支払う。
　経済理論は、オークションを物件の価値を当該入札者の私的情報（評価値）にのみ依存する世
界（これは、私的価値オークション private value auction のモデルと呼ばれている）と財の価値
はすべての人にとって共通であるのに、正しい価値が不明で、異なる買手がこの共通価値に対し
て異なる推定値を持っているような世界（共通価値オークション common value auction と呼ば
れている、典型例は鉱山採掘権）に分け、リーズナブルの仮定の下、その配分効率性、収入に及
ぼす効果などを研究してきた。
　その過程で、オークションは、その他の配分手法より、数段優れていることが理論的に論証さ
れた。そして、それがコンセッション政策でもオークションが一般的に用いられる根拠となって
いるのである。例えば、クレンペラー（Klemperer, P）は、オークションと同時交渉を比較し、
リーゾナブルな仮定の下で、N＋１人が参加するオークションは、常にN人とのいかなる交渉
よりも、高い入札価格をもたらすことを示している。いわば同一の対象物件に関し、交渉に魅せ
られるよりもオークションに惹きつけられる入札者が一人でも多くいれば、そのときオークショ
ンのほうがより競争的であり、良い結果（＝財政基金の増加）をもたらすというのである。また、
これは自明といってよいが、オークションの利用は、複数の潜在的な供給者との同時交渉よりも、
腐敗・差別の防止という点で優れている。
　オークション理論はオークションの設計に多くの視点を提供しているが、現実世界の問題、例
えば、入札への参加状況、入札での競争状況、およびオークションの結果に重大な影響を与える
共謀や入札費用といった問題の検討はいまだ不十分である。コンセッションとの関連でいえば、
最善のオークション形式を、コンセッションの案件ごとに具体的に検討しなければならないこと
になる。すでに、最適なオークションは特定の市場環境に依存することが明らかにされている。
したがって、入札者はリスク回避的であるか、中立的であるか、私的価値オークションのモデル
を適用できるのか、共通価値オークションのモデルが適当なのか、はたまた両者の混合型モデル
になるのか、オークション主催者と入札者の間の、また入札者同士の情報の非対称性はどのよう
な状態にあるのか、さらには入札者はリスク回避的なのか、中立的なのかといったことが、重要
な問題になる。加えて、複数財オークション（第三世代モバイル通信）に対してどのようにオー
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クションを設計するかも、重要な課題となる。単一財の理論モデルからの推測では、失敗も多々
あることが、この間の経験で示されているからである。
　要するに、オークションの利用には、その設計段階で理論の応用を含む、創意工夫が必要であっ
て、そのためには政府等の能力、スキル、経験知が欠かせないのである。しかし、こうした問題
は最終的には政府の努力次第で解決可能であって、それ自体オークションのデメリットをなすわ
けではない。デメリットは、オークションのプロセスにおける共謀・（官製）談合の可能性にある。
そこではもっとも効率的な事業者が選択されないおそれもあるし、時にはオークション主催者が
効率的な事業者を望まない場合もある。もう一つのデメリットは、オークションにも残る裁量性
の問題である。コンセッションの目的が、財政健全化、サービス価格の低廉化、品質の改善など
多目的のベスト・ミックスの提供にある場合には、どの入札が最も良いオファーなのか明確に確
認するのは難しい。すなわち、多次元の変数を評価に組み入れるため、多様なウェイトづけを与
えたシステムの中から、一つを選択するというのは、裁量的にならざるをえないのである。
　前者については、政府等は、さまざまなオークション・タイプのなかから、市場環境に応じて
入札者間の共謀機会の最小化するようなタイプを選択することが、重要となる。入札者間でのシ
グナル発信機会を減じ、共謀からの離脱を仕向け、競争の利益を高める工夫を施すべきである。
そのためには、できるだけ多くの潜在的な入札者を参加させることが肝要だが、それには宣伝活
動、入札準備費用の軽減、および既存事業者の情報的な優位の削減などの競争促進措置が欠かせ
ない。オークションを成功させる鍵は、潜在的な入札者を惹きつける魅力のある設計にあるが、
ミルグロムのいうように、実際には入札準備費用を軽減し、入札者の参加増員をはかり、手続き
の誠実さを確保し、落札者が約束通りに決められたサービスを提供するように心がけることの方
が数段重要であるかもしれない。
　後者については、諸目的のなかから、もっとも重要な項目を抜き出し、それをオークションに
かけるやり方がもっとも無難なやり方であろう。どうしても、目的を一つに絞れない場合には、
多基準オークションを行うしかないが、その場合には重要項目の列記とそれへのウェイトづけを
予め潜在的な入札者を念頭に、情報公開しておく必要があろう。
３．オークションの理論と政策適用
A．収入同値定理（Revenue Equivalence Principle）
　オークションの理論は、1960年代にW.ヴィッカレーによって創造された。彼は、２位価格オー
クションの開発で知られているが、それだけではなく独立・私的価値（independent private 
value）モデルを開発した先駆的な理論家でもあった。このモデルでは、いくつかの仮定（ア．売
り手と入札者全員がリスク中立的である、イ．独立・私的価値の条件を満たす、ウ．入札者と彼の
戦略行動は対称的である、エ．落札者から売り手への支払いは、入札価格のみに依存する、など）
が置かれた上で、先の四つの標準的なオークション・タイプにおける売り手の期待収入、入札者
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の期待支払額および期待利得が厳密かつ精密に論及された。確率論、順序統計論、線形代数（微
分・積分）、などが多彩に駆使され、数学的な証明を伴うかたちで、研究が進行したのである。
そこでは、イギリス式オークションと２位価格オークション、オランダ式オークションと１位価
格オークションは戦略的に同値であることが解明された。また、それと関連して四つの標準タイ
プのオークションは同額の期待収入を帰結するという収入同値定理が導き出された。ベイジア
ン・ナッシュ均衡が存在すれば、均衡点での収入の期待値が四つのプロトコルで等しくなること
が証明されたわけだが、これは、四つのオークション・タイプのいずれにあっても、買い手の側
が売り手の期待収入が同額になるように行動を調整するということでもある。
　この重要な理論的結論についての証明は、1980年代初頭に、ライリー・サミュエルソンによっ
てなされた。彼らは、上の仮定にさらにいくつかの追加仮定（オ．売り手は留保価格を公示する、
カ．n 人の入札者がおり、その評価値は互いに独立で、同一の累積確率分布に従う、キ．確率分布
関数は［0,1］の範囲で分布する厳密な増加関数であり、微分可能である＝確率密度関数は正、ク．
厳密な増加関数である入札関数に対応して対称的なナッシュ・ベイジアン均衡が存在する、ケ．
匿名性が保たれた支払いルールである）を加えた、より広い集合のオークションを問題にし、そ
こで、売り手の期待収入を最適留保価格という新たな視点を入れて検討し、ほぼ完璧に同定理を
証明した。
　加えて、彼らは、一般的な買い手にリスク回避性の仮定を導入し（リスク中立性の仮定の緩和）、
１位価格オークションと２位価格オークションの期待収入は乖離することを明らかにした。現実
世界の買い手は、通常、余剰に非線形の効用を割り当てる。換言すれば、１ドル獲得するときの
効用増大より、１ドル失うときの効用損失のほうを大きく評価するのである。この場合、買い手
は上に凸の効用関数でリスク回避性を表現することになる。買い手がリスク回避的である場合の
主要結果は、１位価格オークションの方が２位価格オークションよりも概して期待収入が高くな
る、というものであった。
　1980年代以降は、この基本モデルの拡張が、オークション理論の重要な課題になった。この拡
張は、現実への適用を念頭に置いている以上、当然のことながら上述の諸仮定の緩和から始まっ
たが、それには大きく見て次の二つの方向があった。
　一つは、オークションのいわゆるメカニズム・デザインの追及であり、ここでは、買い手の対
称性の仮定を緩和し、非対称性を考慮にいれたモデルが構築された。販売メカニズム、配分ルー
ル、および支払いルールを定め、落札確率と期待支払額からなる直接メカニズムを想定し、顕示
原理（＝真実告示メカニズム）、インセンティブ両立性、個人的合理性を満たす最適メカニズム
を考察したのである。この流れのなかで、オークションのほうが交渉よりも販売メカニズムとし
ては優れていること、最適メカニズムは買い手の評価値の特定の分布に依存していること、また
上の条件を満たす２位価格オークションは効率的であり、汎用性のあるものとして一般化できる
ことなどが解明された。この流れの研究成果は、いわゆるヴィッカリー・クラーク・グローブズ
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（VCG）メカニズムとして結晶している。
　もう一つは、誰もが自分の評価は知っているが、他人の評価値は知らないという独立・私的価
値モデルから離れ、相互依存的な評価値を問題にする研究であり、この流れはマイヤーソンに
よって代表された。彼は、入札者の置かれた現実を直視し、彼らは対象物件の本当の価値を知ら
ず、確実には自分の評価値を決定できないというところから出発する。彼は、入札者たちの評価
値を不確実な情報の詰まったシグナル関数で表現し、この複数のシグナル要素が統計的に相互依
存していると仮定することで、入札者たちの評価値もまたシグナル関数を通して相互依存的なも
のになると見なすのである。
　このシグナルの関連を、アフィリエーティドな関連にあるものとして発展させたのが、ミルグ
ロム・ウェーバーである。その定義と関連ランダム変数（affiliated random variable）の数学理
論は、本書の付録にあるように技術的であり、わかり易いものではないが、アフィリエーティド
な関連とは、大雑把にいえば、ある買い手のシグナルが高い評価値を示すときには、他の買い手
のシグナルもまた高い評価値を示す可能性が高いことを意味する。ミルグロムなどのモデルの優
れている点は、それが独立・私的価値モデルをその特殊ケースとして含んでいること、共通価値
モデルもそのヴァリエーションとして展開できることを証明し、評価値が自明でないときの期待
収入を、
イギリス式＞２位価格＞１位価格＝オランダ式
のように、ランク付けした点にある。
　現在も、このように、厳しい仮定を緩和し、理論をより現実のオークションに近づける努力は
続いているが、いまだ複数財のオークションについては目立った理論的成果は出ていない。とは
いうものの、オークション理論の抽象性、非現実性を挙げ、政策への適用を回避してはならない
であろう。この点、今年に入り、わが国で初の適用になると考えられていた４G周波数オークショ
ンが明確な理由も説明されないまま美人コンテスト方式に変えられたのは、族議員のロビーイン
グ、もしくは官僚裁量を窺わせるもので、先進国としては首を傾げる事態といえよう。
B．コンセッションとオークション
　コンセッションでオークションを用いるとき、最初に直面する問題は、オークションの具体的
な設計の問題である。管理・運営権を授与するに際し、何をオークションに付すべきなのか。管
理・運営権の使用料を入札の対象とすべきなのか、それとも最終ユーザーのサービス料金を入札
の対象とすべきなのか。因みに、本書は、第一章で、前者を推奨している。後者は、デムゼッツ
により提案されたが、その後の経験でサービス料金は政府と事業者の双方にとってコミットメン
トが難しいことがわかったからである。サービス料金は環境の変化に応じて変える必要があり、
オークション時の決定は効率性の効果を減退させるおそれがあるのである。
　社会インフラや公共施設といった一般のコンセッションでは、通常の慣行に則り、コンセッ
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ション使用料を基礎にオークションがなされて然るべきであろう。だが、公益事業となると、コ
ンセッションは直接もっとも重要視されるべき消費者厚生に関係するため、最終ユーザーの利用
料金やサービスの種類・品質を基礎になされても良いように思える。ただし、サービス料金、そ
の供給範囲、および品質のベスト・ミックスを提供するために多基準（multiple criteria）を設
ける場合、どれが「最適な」入札か判断するのは難しくなる。したがって、予めすべての入札変
数を入力した公式を発表し、単一の数値を出すスコアリング（順位付け）方式や基本的な要件を
フィルターにかける方法などを工夫しなければならない。また、契約そのものにも、社会経済動
向に合わせるために、短期の見直し条項を加えたりする工夫が必要になろう。これは、すでにわ
が国でも「総合評価方式」として実施されている手法であるが、問題はオークションないし入札
が実質的に美人コンテスト方式と変わらないものになり、オークションの有する競争インパクト
を弱めてしまう点にある。またこの場合、入札変数を評価値に変換するいかなるやり方にも、裁
量性が残る点に留意する必要がある。
　第二の問題は、コンセッションでは、通常、契約期間終了後、いわゆる繰り返しオークション
が実施されることになるが、それに関連して発生する問題である。繰り返しオークションは、政
府が不確実性を一部負担する巧妙なやり方であり、またそうすることでより高いコンセッション
使用料を受け取る可能性もある（近年のオランダの鉄道コンセッション）。だが他面、これは、
既存事業者が他の入札者よりも有利な立場に立つという、いわゆる既存事業者優位の問題を発生
させる。潜在的な入札者は、既存事業者のほうが自分より優れた情報を持っていることを知って
いれば、あえて入札を行わないかもしれない。情報の非対称性の問題はそう容易には解決しそう
にない。それ以外にも、既存事業者は評判という優位性を持つ可能性があり、その場合にも、新
規入札者は積極的な入札をためらうかもしれない。これは、米国の航空便路線を運営権のコン
セッションが、経験的に明らかにしているところである。1930年代始まったこのコンセッション
で、四つのキャリアのうち今日でも三つのキャリアが大都市のハブ空港を持ち、そこでサービス
を提供しているのである。
　既存事業者の優位を軽減し、新規事業者による入札競争を促進するためには、契約期間の短期
化による情報優位の解消（＝情報ストック量の削減）、もしくはオークションの細分化などの措
置が有効である。短期間の契約は、偶発性の予測を可能にし、そのための支出を回避させると同
時に、契約更新時点で実際に起こった出来事に対し契約内容の改修を可能にする（本書のオラン
ダの事例）。だが他面、契約期間の短期化は、取引費用の増大、経営の不安定化、および投資の
減少などとトレード・オフ関係を有することにもなる。
　第三の問題は、もっとも深刻な問題、いわゆる共謀（collusion）ないし入札談合（bid rig-
ging）の問題である。ここでの共謀には、二種類ある。一つは、オークション主催者と入札者の
間の共謀であり、もう一つは、文字通り入札者たちの間での談合である。
　オークション主催者と入札者の間の共謀は、わが国では官製談合とも呼ばれているもので、政
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府等が特定の入札者ないしそのグループに便宜を謀るものである。ここでは、政府等が、一部入
札者に特別の入札情報（留保＝予定価格、）を事前に漏らしたり、談合承認の合図を送ったりす
る見返りに、賄賂を受け取ったり（収賄）、再就職先の世話を受ける（天下り）といった関係が
結ばれる。
　これに対しては、法律で厳しく対処するのも一つの方法であるが（官製談合防止法）、それ以
外にも入札結果の情報開示（受理したすべての入札の金額、事業者名の公表）がある。だが、い
ずれもその効力には問題がある。とくに情報開示は、すでに談合が蔓延している場合、逆に共謀
離脱を促すリーニエンシー制度を弱体化するおそれもある。
　入札者間の談合については、それを防止するいくつかの手法が開発されている。第一は、入札
者間のシグナリングの遮断である。シグナリングは自分の仲間に勝つために何が必要かを確認さ
せ、邪魔が入れば脅しをかけ、離脱者が出ないように配慮することで、その目的を達成する。シ
グナルは新聞やメディアを用いたり、口コミであったり、また入札用紙の書き込みであったり、
多くの方法で発せられる。オークション主催者は、そうした行動を注意深く監視する必要がある。
また、シグナリイグの防止という点では、オークションの設計も重要である。この点では一般に
公開オークションより封印入札オークションのほうが優れている。公開オークションでは参加意
欲の弱い入札者は参加しない可能性もあるが、封印入札では勝つチャンスがあると期待するので
より積極的に参加すると考えられるのである。
　第二は、リーニエンシー制度の活用による共謀からの離脱の促進と制裁から逃れるための離脱
者の特定の防止である。ここでは、情報公開とは背反するが、入札者たちの身元（identitities）
を伏す手段も考えられる。身元がわからなければ、共謀者による報復行為を避けられるからであ
る。第三は、コンセッションではしばしばコンソーシアムが組まれ、いわゆる共同入札（joint 
bidding）が実施されるが、入札日直前の共同入札については、これを禁じることである。入札
日直前の共同入札は、潜在的な参入者に協調入札者に対抗する時間を与えないからである。第四
は、柔軟な留保価格（reserve price）の設定である。高い留保価格は、潜在的な共謀者の目算を
狂わせる。留保価格が低い場合には、勝者は、早期に低い価格で入札の終了を謀る共謀側とそう
でない一般入札者との間で決まるが、留保価格が高い場合には、共謀側は低い共謀価格を留保価
格に合わせて引き上げざるをえないため、共謀には相対的に魅力がなくなるのである。
　最後は、法規で厳しい罰則を科し、「信頼できる脅し」で共謀を防ぐことである。まず考えら
れるのは、競争法の積極的な活用である。入札市場の談合にも、通常の市場と同様に重罰を科す
ことは十分に可能である。また、共謀した企業を将来のコンセッション入札から締め出すという
措置も脅威を与える有効な抑止手段になろう。
C．事例に学ぶ─成功と失敗
　コンセッションの成功は、事業者選択の仕方に決定的に依存している。交渉と美人コンテスト
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方式については、反事実的な推論が不可能なので、それらがどの程度成功に寄与しているか判然
としないが、経済学の文献だけでなく、米国の経験もそれらの効果はオークションに劣ることを
示唆している。連邦通信委員会（FCC）は1993年の法改正前には、ライセンス申請者のプール
から一人の獲得者を選ぶために主に美人コンテスト方式（ヒヤリングによる多基準比較）やくじ
に頼っていたが、ルール変更により競争入札の権限が与えられると、周波数オークションに切り
替えた。オークションのほうが、「効果的にライセンスを割り当てるという結論」に達したので
ある。
　したがって、以下では、オークションに議論を絞って、成功・失敗の条件を検討する。ここで
は、少数のオークションの実例が、成功への手がかりを与えてくれる。
　まず、１位価格オークションと２位価格オークションのいずれを使うかという問題だが、最近
の周波数オークションでは、情報公開を伴う公開競り上げ方式（≑２位価格オークション）と１
位価格オークションの成功率が高いことが報告されている。
　２位価格封印オークションでは、入札者は自分の評価値を正直に入札することが合理的であ
り、それが彼の弱支配戦略になる。ここでの入札者の行動は、１位価格封印オークションと比べ、
単純な計算で遂行できる長所を持っている。他の入札者の数や彼らの評価値を推定する必要がな
いからからである。しかし、２位価格封印オークションにも失敗事例はある。特に、問題は最も
高い入札額と二番目の入札額の差が大きいときに発生する。極端な結果は、ニュージーランドの
無線周波数のオークションで起こった。そこでは１位価格入札は100,000ニュージーランド・ド
ル（NZ ドル）であったのに対し、２位価格はたったの６ドルであった。100,000NZ ドルの支払
意志を持つものが、6NZ ドルしか支払わなかったのである。
　経験は、最適オークション・タイプは市場環境に応じて異なるため、入札市場の環境、構造を
よく見極め、分析したうえで、オークションの設計に十分配慮する必要があることを示唆してい
る。
　ところで、オークションの使用に際し何よりも重要なのは入札者の増員である。これは、参加
準備費用の軽減、優れた情報の提供による情報の非対称性を緩和（＝既存事業者の情報優位の解
消）、契約の一定割合を特定の資格者に予約しておく留保条項（set aside）の設定（小規模企業
にのみある種のライセンスに関する入札を認め、その転売を制限する手法）、支払いの分割払い
（bidding credit）（小規模企業に入札額の一部を分割で支払うように求める手法）、成果基準（per-
formance criteria）の設定（特定の技術的ソリューションを指定することにより、様々な手段で
供給条件を満たせるようにする手法）、および複数財オークションの設計（オークション手続き
を契約期間や管区の全域（across time and jurisdictions）を含めるかたちで標準化し、パッケー
ジ化する手法）などで、促進できよう。
　このうち、保留条項は既存事業者の入札を禁じる手法としてよく使われている。また、情報通
信分野（無線周波数）、電力事業、短期国債市場などでは、その市場が競争的であることから複
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数財オークションが盛んに用いられた。ここでは、欧米の３G周波数のオークションでも、いく
つか失敗事例が報告されている。とくに複数財が代替性ないし補完性のいずれかを持つ場合に
は、オークションはうまくいかないとの報告もある。オークション理論の文献は、複数財オーク
ション、もしくは同一プレイヤーが単一財のケースから複数財のケースを外挿法で推論している
が、そうした推論はむずかしく、ときに間違うことが知られている。複数単位オークションでは、
より高い収入とより効率的な事業者への配分がなかなか両立しがたいのである。管理・運営権が
補完性や代替性を有する場合、こうしたトレードオフを考慮したオークションとしては、公開競
り上げオークションが適当と考えられている。別々になされる封印入札では、一旦入札がなされ
ると、入札者は補完財や代替財のオークションで勝敗が判明した時、もはやそれを訂正できず、
非効率な運営に陥る可能性があるというのである。また、複数財オークションの具体的なルール
として、「入札がなされないラウンドが出たら、その時すべてのライセンスの入札は終了する」
といった終了ルールや入札者に高値の入札を誘う入札期間全体の短期化ルールなどが有効に働い
たことが確認されている。
４．コンセッションの問題点
A．再契約問題
　機会主義的な再交渉はコンセッションの利益を消してしまう。再交渉の主要な結果は、サービ
ス料金の上昇、投資義務の遂行遅延や投資額の後退、サービス料金に転嫁される費用項目数の増
加、年間コンセッション使用料金の減少などである。もし管理・運営権が授与された後すぐに再
交渉がなされるようなことがあれば、たとえ最初はオークション方式をとろうと、再び政府等と
事業者との間の二者間交渉となってしまう。政府は、再交渉でオークションがもたらす利益を失
うが、それだけではなく費用取引も発生する。コンセッションを再設計し、新たなオークション
を開催することも考えられるが、他面それは一段と追加取引費用が増大する可能性があるため、
再交渉を拒否しづらいのである。
　本書は、ラテン・アメリカとカリブ諸国（計17カ国）で1980年代中頃から2000年の間に四つの
インフラ部門（情報通信、エネルギー、運輸、および上下水道）で実施された約1000のコンセッ
ション契約に関する L. ゴーシュ（Guasch）の研究を紹介している。
　そこでは、（１）すべてのコンセッションのうちの30%で再交渉が起きたこと、（２）運営期
間が15年から30年のコンセッションでは管理・運営権の授与から再交渉に至るまでの平均期間は
2.2年であったこと、（３）再交渉の６割以上は事業者によって持ちかけられており、政府から持
ちかけたものは２割台にとどまったこと、（４）規制方式が再交渉にも重要な影響を及ぼしてい
たこと、（５）再交渉は、情報通信のケースを除き、コンセッションが非競争的な方法で授与さ
れた場合より、競争的入札で授与された場合のほうが多かったこと、そして、（６）再交渉は、（ⅰ）
コンセッション契約が管理・運営権の移転料金というよりサービス料金を基礎になされる場合
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に、（ⅱ）投資要件を契約に含んでいる場合に、（ⅲ）公正報酬率規制よりもプライスキャップ規
制が実施された場合に、（ⅳ）規制当局が設置されているより設置されていない場合に、および
（ⅴ）規制のフレームワークが法規よりも契約の中に定められている場合に、より頻繁に発生し
たことが明らかにされている。
　（５）と（６）の（iii）にはやや違和感があるが、先進国の法規や慣例をそのまま新興国・途
上国に適用したことによるものと思われる。これは、IMF や世界銀行が唱道した民営化や規制
緩和の失敗とよく似ている。競争的な市場とその枠組みをなす法制度が十分に確立されていない
国々に、先進国の手法を押し付けてもうまくいくはずはないのである。
　彼はまた、いかなる要因がどの程度再交渉に影響を与えたのかをプロビット分析で推定してい
る。それによると、「規制機関の存在」、「コンセッションの授与基準」、「規制のタイプ」などが
重要な要因になっている。
　事業者の側は、財務上の不均衡（補助金不足、内部相互補所の必要性、および費用に対する収
入不足など）や投資報酬の問題で、政府の側は、当該セクターへの政府の優先順位の変更や発展
のスピードの遅滞、および事業者による合意条項の不遵守などを理由に、再交渉をもとめている。
情報通信とエネルギーの分野で再交渉の事例が少ないのは、これらの分野はより競争的な市場を
形成しており、代替的なサービス供給者を発見しやすいからである。そのことが、事業者の交渉
力を低下させているのである。また、　運営権を非競争的な手法で与えたとき再交渉の発生が少
ないのは、始めの交渉で事業者は既に余剰を引き出しているからであろう。
　機会主義的な再交渉を防ぐため手段としては、繰り返しのオークション、契約履行保証制度
（performance bond）、およびステップイン権利（step-in rights）、供給義務違反への罰則などが
ある。契約履行保証制度とは、民間事業者が供給義務を果たせなくなったとき、連携銀行が公共
主体に損害賠償を保証する制度であり、民間事業者が契約から逸脱するのを防ぎ、彼らの交渉オ
プションを制限する。これに対し、ステップイン権利とは、事業者が定められた基準に沿って活
動できない場合、政府が介入し、その事業者を替え、他の事業者に継承させることができる権利
である。この場合、政府は民間事業者に契約違反の警告を発し、是正期間を設け、それが実行さ
れない場合には、介入する期間と措置を特定し、事業者が対応しない場合には契約を破棄するこ
とになる。
　ただし、再交渉がいつも機会主義的に行われているわけではない。コンセッション契約には不
完備性が付き纏うのであって、再交渉が本当に必要であることもある。したがって、それを見分
けるのが、政府等の重要な課題となるのである。
B．腐敗問題
　腐敗問題は、大きく分けて、事業者選択の時に生じるもの、契約期間内に生じるもの、契約終
了後に生じるものの三つがある。第一は、いわゆる官製談合であり、第二は、事業者に対するモ
解題
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ニタリングの緩和ないし必要以上の便宜供与であり、第三は雇用（天下り）ないし金銭での謝礼
（賄賂）である。この問題には政治家（議員）が関与する場合も多く、また発見が遅れるとしば
しば構造問題化する。
　官製談合については、政治圧力の排除、ロビー活動の禁止などいくつか考えられるが、何より
も求められるのは官僚・役人の倫理観、遵法精神である。コンセッションの主体には、公共の利
益をはかるために十分な独立性が求められる。また、そのインセンティブは、財政（国庫など）
の目的に沿って調整されたものでなければならない。しかし、単なる精神論でこの問題が解決さ
れるとは思えない。
　官製談合を防止する措置としてまず考えられるのは、入札の客観的な要件や入札の評価基準に
関する情報公開の徹底である。告知が行き渡れば、より多くの入札者が惹きつけられることで、
官民癒着のリスクは減少しよう。ついで、入札プロセスの透明性を高めることが考えられる。だ
が、これは他面で、共謀を阻止するという目的と衝突する場合もある。透明性の向上は、入札談
合を謀っている共謀集団に離脱者の発見と制裁を容易にするからである。この二律背反を克服す
る解法として有望視されているのが、オンブズマン制度である。オンブズマンは、コンセッショ
ン主催者を監視できるし、入札者の不満や苦情を調査することもできる。さらに、リーニエンシー
制度の活用も、この段階での官民癒着を摘発するのに有効である。リークによる腐敗の告発は、
現在でも腐敗摘発の重要なツールになっているのである。幸い、わが国では独占禁止法がこの制
度を採用しており、また独自に官製談合防止法も施行されている。所管官庁である公正取引委員
会によるその積極的な適用（罰則の強化を含む）が望まれるところである。
　事業者のモニタリングについては、二つの次元で、事業者の監督・監視が考えられる。まず、
コンセッション主催者は、契約条項のなかから運営に欠かせない重要な項目を絞り、それを定期
的にモニタリングしなければならない。そのためには、十分なる独立性と独自な知識、また事業
への信頼性を維持できるだけの管理能力が必要となる。契約期間中に官民癒着が発生する契機
は、二つある。一つはこのモニタリングの緩和ないし形骸化であり、もう一つは再交渉の場にお
ける協議においてである。コンセッション主催者は、再交渉を避けようと要らぬ譲歩を行うかも
しれないし、また再交渉の際中、事業者に要らぬ便宜を供与するかもしれない。このプロセスは、
通常、不透明であり、行政内部で解決できる問題ではない。ここでも有効と思われるのは、一般
市民によるオンブズマン制度である。オンブズマンは、最終ユーザーや政府等の内部から情報を
収集・分析することで、コンセッション当局のモニタリング活動を補佐するばかりか、事業者に
よる当局の捕囚（capture）を抑止することもできよう。
　契約終了後の問題は、いわば前二段階での腐敗の産物であり、汚職防止法の法整備とその厳格
な適用をもって対処すべきである。
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C．競争問題
　競争法の適用範囲を広げることで、政府等がコンセッションのある側面について再交渉しない
よう誘導することができるかもしれない。例えば、不可欠設備（essential facility）に関し、既
存事業者が第三者のアクセスを認めない場合にも、そこで競争当局が積極的に介入すれば、コン
セッション契約が事業者が課すアクセス料金に言及していない場合にも、アクセスを義務づけ、
アクセス料金の規制も可能になろう。例えば、コンセッションで発電を請け負った事業者は、高
額の託送料金（transmission fees）によって「ホールドアップ（hold up）」状態になるかもしれ
ない。これについては、競争法における市場支配力濫用の条項が、ホールドアップ状態になるの
を制限できよう。また、ある会社がコンセッションで港湾を運営しながら、同時に海運市場でラ
イバルたちと港湾の使用で競うようなケースも、これと同様である。こうした会社は、競争を損
なうようなやり方で、ライバルたちを差別しようとするインセンティブを持っている。その結果、
消費者厚生は減じ、当該市場の発展も妨げられることになる。
　もう一つは、市場集合レベルのもので、同一企業が既にコンセッションの代替財を所有ないし
運営し、両者を支配して反競争的な行動ができるようになっている場合である。ここでは事業者
は、市場支配力を強化するようなやり方でコンセッションを集積できる。例えば、同じ海岸線に
わずかな港しかない場合、いくつかの港の管理・運営権を勝ちとるといった場合が、それである。
ここではコンセッション企業は港湾使用料を引き上げたり、産出水準に影響を及ぼすことができ
る。
　最後の問題は、競争法とよりコンセッションに特化した法律やコンセッション契約との連関で
ある。コンセッションによる法的な独占権の配分は、法的な参入障壁を築き、反競争的行動を促
進しかねない。例えば、コンセッション当事者が競争法からの適用除外を想定しているような
ケースが、それである。事業者は、政府が当事者であるため、すべての事柄を競争法から適用除
外できると考えてしまうのである。だが、競争政策当局は安易にこの適用除外を認めるべきでは
ないし、判決もこれを支持している。
おわりに
　コンセッションは、財政に、また事業の効率化、当該分野の産業活性化にインパクトをもたら
す有力な政策選択肢だが、プラス効果を確実なものにするためには、オークションを含むその優
れた設計が欠かせない。オークションは、他の条件が等しければ、もっとも効率的な供給者を選
定し、もっとも大きな財源を生み出す可能性がある。ただし、オークションを配分メカニズムと
して用いる場合、再交渉の余地を極力なくすように努めなければならない。そのためには、非競
争部門を含め、運営に関わるすべての次元を検討し、契約に曖昧さが残るのを極力避けるべきで
ある。最低限、資産の取り扱い、投資評価、成果指標、料金調整の仕方、および見直し手続きな
どを規定しておく必要がある。契約にはまた、当事者による早期の一方的なコンセッション終了
解題
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に対する賠償・罰則、紛争が発生した場合の解決手続きなども含めるべきである。さらに、再交
渉に至った場合には、再交渉プロセスの透明化を図るべきである。競争が実行可能なところでは、
多くの潜在的な入札者が参加を望むような設計に心がけるべきである。入札者の増加により、コ
ンセッション使用料の低廉化ないし補助金の最小化が実現されても、その契約が即座に低額の
サービス料金に反映され、納税者に便益を与えるわけではない。だが、競争の効果は大きいので
あって、参入しそうな入札者の数が通常よりも少ないと思われる場合には、オークションのルー
ルやコンセッションの設計の再点検を行うことが適切である。
　契約では、コンセッション期間を定めなければならないが、ここにはトレードオフが存在する。
長期契約には、事業者に設備維持のための投資を含め、長期投資のインセンティブを与えるとい
う長所もあるが、将来のリスク、不確実性に対応できないという短所もある。これに対し、短期
契約には、より頻繁に競争入札で参入を容易にし、競争の利益を享受し、また再交渉のリスクを
軽減するという長所があるが、既存事業者に情報優位を与え、投資インセンティブが十分には働
かないという短所もある。いずれにも長所・短所があるわけだが、粗末な設計だけは避けるべき
である。それは効率性を損ない、いらざる再交渉を導きかねない。したがって、事業特性に照ら
し合わせて慎重に契約期間を定める必要があるのである。
　ただし、運営権が移転される事業領域が、自然独占的な性質を持っている場合には、別の厄介
な問題が生じる。ユニークな事業者を競合者の参入から保護する必要が生じるかもしれないから
である。こうした場合には、参入者からの競争圧力を認めず（排他性）、交渉ないし美人コンテ
スト方式で特定の事業者を指名することになるが、技術的な変化によって既に自然独占性がなく
なっているのに誤って自然独占性のラベルを貼っているケースやアンバンドリング（構造分離）
で競争的な市場を形成できるのに従来の自然独占性に固執するケースもあるのであって（いずれ
の場合もオークションは可能）、政府等は注意を要する。しかし、公共サービス義務が内部相互
補助によって支えられている場合や再交渉や資本コストの増大が予見されるような場合には、規
模の経済性や範囲の経済性の効果を、また既存事業者の経営実績（イノベーションや効率性の改
善など）を考慮したうえで、排他性を認める必要があるかもしれない。
　コンセッションではできるだけ再交渉を避けるべきである。コンセッション契約は、何十年に
もわたる費用と収入は事前には完全には分からないという不確実性のため、必ずや不完備なもの
とならざるをえない。長期にわたり埋没投資が回収されなければならない一方で、政府等もサー
ビスの維持・改善の圧力にさらされるからである。だが、再交渉は、それが契約の不完備性によ
るものであれ、機会主義によるものであれ、競争入札の便益を相殺しかねない。再交渉では、オー
クションの勝者はもはや最高の運営者ではないかもしれないのである。これに関連して重要とな
るのが、適正な規制構造の整備と規制改革である。それは潜在的な事業者が直面する不確実性を
減少させる。ユニバーサル・サービスの供給義務、利用者料金の規制方式、およびそれを推定す
るためのモデル・計算式など、企業の収益性に影響を与える諸要素は前もって規定されているべ
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きである。それによって潜在的な事業者も正しく入札戦略を練れるからである。またそのために
は、規制当局も政治的な介入を排除できるだけの十分な自律性と執行能力を持っていなければな
らない。
　わが国は現在規制改革を推進しており、コンセッションに連動させて規制改革の新たな方向を
切開するのは十分に可能であろう。また、近年、中央政府も、自治体も、ビジネス・グローバル
化の流れに乗って、途上国や新興国を中心に国際コンセッション市場に参入しつつある。そこで
は国内とは逆に事業者になるのであって、ODAではないかぎり、進出先の国民の消費者厚生と
利潤をどのように両立させるのか、金融機関や総合商社の力を借りて、真剣に検討しなければな
らないであろう。
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　OECD 競争委員会のラウンドテーブルでの議論、加盟国代表者によって提出されたコンセッ
ションの関連資料、および当委員会のバックグランド・ペーパーによって、コンセッションに関
するいくつかの重要なポイントが明らかになった。それは
（1）　コンセッションは国が保有する（state-owned）資産を運営する（operate）責任を民間の
手に移すという手段をとる民営化のオルタネイティブである。これは「市場の中での競争
（competition in the market）」が困難であるか、もしくは不可能であるような自然独占やイ
ンフラ設備の場面で頻繁に採用されている。コンセッションは消費者にとって、市場内の競
争と同様の便益を提供する「市場に向けた競争（competition for the markets）」を提供する
形式の一つなのである。
　認められているコンセッションの定義は、民間企業に特定のインフラ・サービスを運営し、
かつそれにより生まれる収入を受け取る権利を与えることである。コンセッションは、例え
ば、空港の運営や自治体の水道水の供給で、実施されている。コンセッションに関しては、
具体的な料金、投資水準、サービスの水準、および政府に支払う管理・運営権料など、多く
のパラメータがありうる。コンセッションにおける合意には契約期限が設けられており、典
型的には５年から30年がその期間になる。通常、コンセッション事業者は管理・運営権料を
支払い、そして投資を実施し、契約期間を通して利用者から利用料を徴収する。
　政府は収入の増加や資産の運営を民間の手に置くことによる効率性の上昇など様々な理由
で、コンセッション協定に至る。コンセッションは規制の代替手段ではない。しかしながら、
コンセッションは適正な規制制度（regulatory regime）の創設を伴うことになるかもしれ
ない。最後に、ある状況では、民営化もしくはコンセッションより、公的部門が引き続きサー
ビスを供給するほうが好ましいかもしれない。これは当該資産が自然独占である場合や費用
の削減が質の低下によってなされる機会が多いときや品質向上に対する見返りの措置がない
ときに当てはまろう。
（2）　コンセッションの設計は、そのプロセスの重要な第一段階である。その設計は競争の機会
が最大化されるような方法で行われるべきである。
　コンセッションを設計するのは高度に複雑な作業であり、ここには考慮されるべき多くの
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事柄がある。もっとも重要なことの一つは、管理・運営権が与えられた後で可能な限り「市
場の中での競争」が確保されるようにすることである。これは例えば、垂直分離が必要とさ
れるかもしれない。すなわち、自然独占的な要素をなす運営を競争が可能であるような他の
部分と分割することである。また、水平分離が必要になるかもしれない。すなわち、市場の
競争的なセグメントに対しては複数の運営事業者を創設することである。コンセッション後
に競争を提供する目的とコンセッションによる収入を最大化するという政府の目的との間に
は、緊張関係が存在するかもしれないが、そのような状況にあっても競争を優先するべきで
あろう。
　コンセッションの設計で重要なもうひとつの要素は契約期間の長さである。より長い契約
期間（例えば30年）は、事業者に契約期間の初期にインフラ投資を奨励するが、投資インセ
ンティブは契約期間が終わりに近づくと減少する。短い契約期間での実験もいくつか見られ
る。特に、将来の市場の発展について大きな不確実性が存在するような状況下で、こうした
実験がなされている。短期契約は政府に、短期間は、不確実性の負担を強いることになるが、
引き続きなされるコンセッションに向けた競争の中では、確実性が増すことになるであろう。
　コンセッションは、新規セクターでの規制当局の創設を含め、より広範な市場制度改革の
文脈で実施されるかもしれない。もし規制当局が一つは必要というのであれば、管理・運営
権を与える前に、それを創設することは重要であり、それはまた不確実性の減少にも役立と
う。
（3）　プロセスの第二段階は管理・運営権の賦与である。これもまた重要な段階をなす。「市場
に向けた競争」が生まれるのは、この段階である。
　経済学の文献は、管理・運営権を授与するためのもっとも効果的な手法としてオークショ
ンを強く勧めている。しかし、そうなると、オークションの設計が決定的に重要となる。オー
クションの設計に欠陥があると、そのプロセスの潜在的な利益が失われることになる。この
点で重要な要素をなすのは、入札者間の共謀機会の最小化である。入札者間でのシグナル発
信機会は減ずるべきであり、そしてカルテルを裏切るように仕向け、競争の利益を高めるべ
きである。競争を奨励するような措置をとるべきである。つまり、できるだけ多くの入札者
を参加させるべきである。これにはオークションの広範な宣伝、入札準備にかかる費用のを
軽減、および既存事業者の情報的な優位の削減も含まれる。
　管理・運営権を授与する他の手段には、複数の応募者と同時に、もしくは順番に行う交渉
（negotiation）、また「美人コンテスト（beauty contest）」、もしくは技術的な専門性、財務
上の実行可能性、ネットワークの普及率といった事前に定められた基準をベース行う競合事
業者の評価である。コンセッションの経験は、いくつかの国で政府の交渉者は時に民間セク
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ターの交渉者よりも不利な立場にあることを示している。これはおそらく政府交渉者が重要
な産業の専門知識を欠いているからであり、また彼らの目的が、利潤最大化にしか焦点を当
てない民間セクターの目的より、複雑だからである。さらに、汚職の可能性が際立って高い
国もある。例えば、公式に透明性のある授与手続きを用いることで、また汚職防止法（anti-
corruption laws）を積極的に執行することで、可能な限りこうした事態が起こらないように
すべきである。
　管理・運営権の授与においては、落札者による事後の再交渉の機会を可能な限り減らすべ
きである。かかる再交渉は管理・運営権授与の段階での利益を減少させることになる。ここ
でもし、授与プロセスの再開が実行不可能ならば、事業者は再交渉において政府をホールド
アップさせる立場に立つかもしれない。もちろん、コンセッション契約は不完備であるから、
すなわち管理・運営権の授与時点で契約で取り決めておくべき条項のすべてを知ることはな
いので、再交渉はある程度避けられないかもしれない。
（4）　競争当局は、コンセッションの設計と管理・運営権授与の段階において、「競争に向けた
唱導（competition advocacy）」を通して、できるだけ早期にコンセッション・プロセスに
関与するべきである。
　競争当局はコンセッション・プロセスについて、すぐに適用できる重要な専門知識を持っ
ている。競争当局はコンセッションの仕組みの設計において、事後の競争を最大化するよう
にコンセッションを行う当局に助言をすることができる。競争当局は管理・運営権の授与プ
ロセスで、とりわけもっとも効率的な管理・運営権の授与方法の選択に関し、また共謀機会
の減少に関し助言をすることができる。もし、このプロセスに規制制度の創設まで含めるの
であれば、競争当局は、同様に、例えば価格規制に関する最も効率的なタイプついて判断材
料（input）も提供することもできる。ここでは専門的なミクロ経済学者の集団が、他の場
所よりもずっと役に立とう。しかしながら、競争当局が単に「良好な競争環境にある」と述
べるだけでは十分でない。コンセッションを行う当局に信頼を与えること、またそのアドバ
イスの有用性を高めることが必要であり、そのために競争当局は関連分野における技術的な
専門知識を獲得するよう努めなければならない。
（5）　最後に、競争当局はコンセッションのプロセスを通して競争法の積極的に執行に努めなけ
ればならない。
　コンセッションが実施されているセクターにおいて、競争法の例外や適用除外があっては
ならない。すなわち、競争法はそれらに対して完全に適用されるべきである。もちろん競争
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当局は競争が存在する分野でも、管理・運営権の授与後と同様、授与段階で共謀の可能性に
警戒すべきである。事業者が独占体である場合、特にその行動が排他的であるような場合に
は、競争当局はその行動に対して競争法のドミナンス条項（dominance provision）を適用
する機会を持つかもしれない。最後に、合併規制法（merger control law）が競合事業者間
の水平合併、もしくは競争的市場に悪影響を与えるような独占的な事業者による垂直買収に
対して適用できるかもしれない。
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第１章　付録
バックグランド・ノート
１．イントロダクション
　過去数10年を経て、財政基金を増やす手段として、またインフラ投資やその運営に対する民間
部門の専門知識を活用することでサービスの向上を図る手段として、政府は徐々にコンセッショ
ンに目を向けるようになった。コンセッションは、水道、交通、情報通信、および電力等の社会
的に重要なサービスを提供するために、先進国でも発展途上国でもその使用範囲が広がっている。
　市民である消費者がいつもコンセッションから利益を得るとはかぎらない。特に、補助金の削
減や過少投資の是正に伴いサービスの提供に変化が生ずるならば、コンセッションの導入後、
サービス料金が上昇することもなる。そうした料金の上昇に対する不満は管理・運営権を授与さ
れた事業者が多国籍企業であるときにより激しくなる。
　コンセッションはいつも政府の政策目的を達成するわけではないが、競争状況に焦点を当てる
ことで、そのプロセスの成果を向上させることはできる。このノートの目的は、コンセッション
の配分プロセスの設計に関しその主要な要素を議論することであり、また契約期間において発生
する競争に関わる問題点を明確にすることである⑴。競争により関心を払うのは、よりよい設計
に向けた第一歩なのである。
　コンセッション契約の設計と監視は非常に複雑である。その原因に以下のようなものがある。
・コンセッション契約は必ずしもすべての偶発性（contingencies）をカバーするものではな
い。これは経済学の用語では不完備性と呼ばれている。費用と収入に関する不確実性
（uncertainty）は事前にすべて解決できるわけではない。この不確実性は , 負の成果を伴う
ため、契約の再交渉への道を開くことになる。
・事業者と政府の双方とも、契約期間のすべてを通して、契約を尊重することは難しいことを
理解している。コンセッションは標準的には長期にわたり回収されなければならない巨額の
埋没投資に関連しているが、他方で政府のほうはサービスを維持・改善しなければならない
という圧力にさらされている。それゆえ、事業者の費用が埋没した後、政府には機会主義的
に振舞うリスクがつきまとう。これに対し、事業者のほうにも、政府が即効的な代替策を持
たない場合には、機会主義的に振舞うリスクが存在する。
─　　─30
・コンセッション契約は、しばしば民間の独占企業の創設に関係しており、それはそれ自体競
争上の問題を引き起こすかもしれない。こうした競争上の問題は、コンセッションの仕組み
を変えることで、もしくは価格規制を継続することで減じることができるかもしれない。
オークションを行う前に、規制制度を導入することで入札者間の不確実性を減じることがで
きよう。
・もっとも効率的な事業者に管理・運営権を与えるような競争的なオークションが成功するか
否かは、オークションの設計における微細なヴァリエーションに依存している。欠陥のある
オークションが管理・運営権を非効率な事業者に与えた後では、取引費用（transaction 
cost）の存在が、より効率的な事業者への管理・運営権の売却を妨げることになる。取引費
用の問題は、レモン市場の問題（lemon problem）でもあり、そこでは買い手は、市場が存
在しないために、競売に出されている対象物件の価値の評価ができず、取引費用がかさむの
である。
　コンセッションの授与は、当該事業分野における広範囲にわたる規制改革のなかで実施される
べきである。そうした規制改革は、サービス提供の目的および収入源を明確すべきであって、コ
ンセッションの設計のなかで扱われる内部相互補助（cross-subsidies）の問題を明らかにすべき
である。規制改革は、コンセッションが実施された後の長期間にわたり当該分野がいかに統治さ
れるかをその視野に含んでいなければならない。規制改革はまた、競争はどこで実行可能であり、
かつ望ましいのか、いかなる分野特殊な法律や規制制度が確立される必要があるのか、またどの
ように競争法は適用されるのか、といった事柄を視野に含んでいなければならない。
　競争当局はコンセッションに関心を抱いている。なぜならば唱導を通して、コンセッションを
行う当局はより競争的な配分プロセスを利用できるようになり、またそれによって競争当局の基
本目標の一つである経済効率を高めるかもしれないからである。競争当局は共謀の可能性を減ず
るかたちで、オークションの設計に影響を与えることができるかもしれない。競争当局はまたよ
り良いコンセッションの設計を促し、それによって不可欠設備（essential facilities）へのアクセ
ス拒否などに見られる競争プロセスに対する弊害を減じることができる。さらに、コンセッショ
ンは、市場参入が自由ではなく、制限があるところでも用いられる。それゆえ、コンセッション
が用いられている市場は、競争当局の関心を惹きつける重要なスクリーニングを、すでに通過し
ていることになる。
　多くの重要なポイントがある。それらは以下の通り。
・コンセッションの設計は、それに関連する規制制度により、次のような制約を受ける。契約
の再交渉の可能性、管理・運営権授与の実行可能な方法、がそれである。
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・オークションを設計する重要な目的は、入札者を惹きつけること、共謀を防止すること、お
よびオークションの信頼性を確保することである。オークションの理論によれば、オーク
ションは追加的に入札者を惹きつけることでより競争的になることを示している。また、理
論は N ＋１人の入札者がいるオークションは、つねにいかなる交渉や N 人が参加している
実行可能なオークションよりも高い落札額を提示することを明らかにしている。言い換えれ
ば、同じ対象物件に関して、交渉で事業者を惹きつけるというより、オークションに複数の
入札者を引き入れることができれば、そのオークションはより競争的ということになる。そ
れゆえ、オークションは概して交渉や美人コンテストよりも好まれるのである。
・もっとも効率的な事業者を確認できるようなうまいオークションを設計するのはむずかし
く、またそのためには専門知識が必要となる。オークションの成功と失敗の事例はいくつか
の警告を提供するものだが、実際の状況分析の代替物にはならない。
・再交渉は、不完備契約⑵、もしくは機会主義のいずれにより起きるにせよ、競争的な配分メ
カニズムの利益を駆逐してしまう。実際、オークションの勝者は最も優れた交渉者であるが、
必ずしも最も優れたインフラ設備の管理・運営者ではない。とりわけ、再交渉は、競争的な
授与によってなされた合意を、事業者と政府の間の非公開の二者間交渉の合意事項で取って
変えてしまうことを意味する。再交渉が機会主義的でなされないような状況に、すなわち関
係者の手におえない予期せぬ出来事が起きる状況にのみ再交渉を制限するように、高い努力
を支払うべきである。
・要約すると、上手に設計されたオークションに見られるような効率的な配分メカニズムと結
果に対する信頼できるコミットメントの両方が必要なのである。
・コンセッションは規制を代替するものではない。事業者が実質的な市場支配力を持つことに
なる場合には、規制制度が準備されてよいであろう。いずれにせよ、競争法は今セッション
を授与するオークションに対してだけではなく、同様に事業者に対しても適用されるべきで
ある。
　このノートは重要な経済学文献のレビューとその実際の経験のレビューで始まっている。この
ノートの残りの部分では、コンセッションを実施する際の主要なステップを扱うことになる。
・コンセッションの授与－管理・運営権が授与されるメカニズム・デザイン、とりわけ競争的
な授与メカニズムの必要性が強調される。
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・コンセッションの成果－コンセッションが実施されるセクターで発生するかもしれない再交
渉の問題と標準的な競争上の問題が検討される。
・コンセッションの設計－管理・運営権の授与とその成果によって制約される主要な契約要素
が検討される。
２ ．コンセッション：コンセッションとは何か、またどのよ
うになされているのか
２．１　経済学文献
　コンセッション（文献では「フランチャイズ」とも呼ばれている）のクラシックな理論は二つ
の論文に代表される。H. デムゼッツ（Harold Demsetz）（1968）と O. E. ウィリアムソン（Oliver 
E. Williamson）（1976）の論文が、それである。デムゼッツは、自然独占のように「市場の中で
の競争」が実行不可能な場合、市場を提供するための権利の獲得に向けた競争を行うことが実行
可能であるかもしれないと指摘している。（この背景には、競争に代わり規制が導入されること
で生じる非効率性を取り除きたいという願望がある。）もし、市場を供給するための投入物が、
競争的な価格で入札者に利用可能であり、かつ共謀もなく、競争の結果が実際の競争市場と同様
なものであれば、そのような競争的な市場を構築できるかもしれない。単一生産物、一律の価格
設定、すべての入札者による同一の生産技術へのアクセス、効率的な生産の可能性、および十分
な数の入札者が確保されれば、その時には入札者は超過利潤を排除するほど競争を行い、落札価
格は企業に収支均衡を、すなわち正常な利潤を稼がせるだけの最低価格に行きつくであろう。こ
れは、平均費用で供給を行うであろう効率的な供給者を選択するという意味で、良い結果を導く
といってよい。しかし、限界費用で価格形成を行わないことで、実質的に厚生損失が生じるかも
しれない。ここでもし複数財が問題になれば、そのとき落札者を選択する最善の方法は存在しな
い。そして、このノートの後半で説明するように、競争入札の勝者は供給する財の品質を欺き、
契約の再交渉を企むかもしれない。
　1976年のウィリアムソンの論文は、デムゼッツの主張に応えたものであった。彼はコンセッ
ションやフランチャイズに対する入札は規制を代替する可能性があるという考え方を一層鮮明に
した⑶。彼は、デムゼッツによって誤って解釈された難点、すなわち設備の耐用期間および不確
実性といった問題をフランチャイズ入札のコアをなす問題として確認している。そのうえで、
ウィリアムソンは、不完備な長期契約に関して（コンセッションでも最大な関心が寄せられてい
る問題）、次の重要な三点を指摘している。彼は、第一に、最初の管理・運営権を与える入札基
準（criterion）は人為的か、さもなければ曖昧であると感じていた。例えば、価格やサービスの
品質、もしくはピーク・オフピーク料金とそのサービス品質といった複数の次元で入札が問題に
なると、落札者を選ぶ基準は裁量的なものになる。第二に、彼は契約履行問題を克服するために
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必要とされる措置（例えば、変動する費用を反映するような価格の調整、サービスの品質の特定、
モニタリング条項、会計手続など）は、フランチャイズ入札を規制に収斂させてしまうと感じて
いた。他の契約履行上の懸念は、フランチャイズ入札を行う当局が落札者の認定に失敗しがちで
あるということである。Eckstein を引用すると、「公的に説明責任を有する政策決定者は、彼自
身の決定に政治的、心理的な賭けを行うことになるので、そうした決定に批判的態度は取らず、
むしろその正当性を高めようとするのである」（1956 p.223）。第三に、契約が再び競りにかけら
れるとき、有意な競争が存在するためには、既存事業者（一回目の落札者）は実質的な優位性を
持っていてはならない。しかしこれは CATV 事例研究が示しているように、実際には起こらな
いかもしれない。こうして、ウィリアムソンはこの問題を次のように要約している。「結論は、
不完備な長期契約を伴うフランチャイズ入札は、デムゼッツの議論が示唆しているよりずっと疑
わしい試みだ、ということである」。
　リオディアン＝サッピングトン（Riordian and Sappington, 1987）は、ウィリアムソンが経験
的に見て妥当であると指摘した複雑な問題を取り除いたこともあり、政策立案者に対しあまり直
接的な関心を寄せていない。すなわち、彼らは、消費者選好は知られており、サービスの品質に
問題はなく、入札は繰り返されず、政府と事業者は契約のコミットメントに費用がかかるが、複
雑な契約書と交わすための費用はかからないものと仮定する。そこで彼らは、生産コストについ
て私的な情報を持つリスク中立的な入札者が存在するという条件の下では、最適なフランチャイ
ズ入札のスキームは、政府による契約メニューの提示であることを見出した。ここでは各契約で、
企業が報告する限界生産費用の関数として、上限価格と純移転支払額（生産補助金からフラン
チャイズ料を控除したもの）を定めることになる。そうすれば、もっともランクの高い契約を入
札した者が勝者となる。ここで勝者はもっとも低い期待費用を有することになるが、その価格は
限界費用を超えていよう。入札者の数が増加すれば、フランチャイズ料金は上昇し、落札者の利
潤は減少しよう。
　コンセッションの実務的な伝統は比較的古くから存在する。19世紀初頭の行政改革者エドウィ
ン・チャドウィック（Edwin Chadwick）は、葬儀事業のフランチャイズ入札を提案した。1907
年には、フィッシャーにより、コンセッション契約の不完備性と再交渉に関し、下記のコメント
がなされている。
　「規制は、満足のいく契約書の定型化や採択で終わるものではなく、それ自体大変骨の折
れる仕事である。現代のアメリカの公衆生活のなかでは、憲法であれ、法律であれ、もしく
は憲章であれ、一旦知性のある市民によって適切に仕上げられ、啓蒙された公衆によって採
択されれば自己拘束的なものになるので、良き市民の義務はそのような上手に練られた計画
を実行することで果たせると考えられているが、これは誤った考え方、一般慣行であるとい
わねばならない。繰り返される経験は（いつも明らかになることではあるが）そうした考え
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は無益であり、運営・管理のために書かれた文書を信頼すると酷い結果になることを示して
いる。憲法、法律、憲章にとどまらず、同様なこのことはフランチャイズにも当てはまる。
そのような合意は自己拘束的なものではなく、…さらにたとえ行政当局に管理・運営が委託
された契約書であろうと、契約内容の本質的な部分は無視されるか、もしくは遵守されない
おそれがある。フランチャイズの契約期間が満了するかなり以前に、法的手続きが避けられ
ないようなこともしばしば起こるのである
 （Fisher, 1907, pp.39‒40、1976年ウィリアムソンの引用 p.91）
　政府は現金収入を得ると同時に、投資、経営、管理・運用に民間部門の専門知識を適用するこ
とでインフラ設備の効率性を向上させるために、コンセッションを導入する。コンセッションは、
リスクや不確実性を負う主体─政府、コンセッションの事業者、もしくは利用者─を変え、効率
化に向けインセンティブを提供するかもしれない。しかし、コンセッションは不完備契約であり
（必ずしもすべての偶発条項が契約に織り込まれているわけではない）、政府および民間企業がこ
うした契約にコミットするのはなかなかむずかしい（再交渉が比較的によく散見される）。コン
セッションは、発展途上国では一般的に不満の源泉でもある。というのも、途上国の市民・消費
者は海外の多国籍企業に酷い目にあっていると感じるからである。「（政府系企業と比べ民間企業
から得られる）効率性ゲインの十分な分け前から利用者が利益を享受できていないということ
が、かなりの程度、発展途上国のインフラ設備改革計画に対する彼らの不満の源泉となっている
（ガース p.1）」
２．２　コンセッションとは何か
　「コンセッションとは、民間企業にある特定のインフラ・サービスを運営する権利を、またそ
こから収入を得る権利を与えるものである」というのが、ある専門家の定義である。それは、水
道システムを運営する権利であったり、自治体内でケーブル・テレビを放映する権利であったり、
ある周波数帯を使用する権利であるかもしれない。コンセッションの在り方は、リスク配分の仕
方、インセンティブの有無、投資およびサービスの責任の所在、および利用料金の設定方法など
に従い、さまざまである。通常、事業者は管理・運営権に対してコンセッション使用料を支払い、
投資支出を負担し、契約期間を通して消費者から直接利用料を徴収する。また、契約期間の終り
には十分に原価償却できなかった投資に対する補償も考えられよう。早期の撤退や同意事項の遵
守違反に関する条項もありえよう。
　コンセッションは次の三点で民営化と異なる。第一に、たとえ資産の利用や企業の管理・運営
は事業者に移るにしても、有形な物的資産の所有は国にそのまま残るということである。第二に、
コンセッション契約は期限付きであり、典型的には15年から30年の契約から成っていることであ
る。第三に、政府が一般的に契約の厳密な監視・監査（oversight）を維持することである。
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BOX 1. コンセッションのタイプ
　コンセッションは多くのベーシックな形態をとるが、実際には次のような要素の連続体を
形成している。
─リースと管理・運営（アファマージュ，affermage）
「ここでは、民間の契約事業者がインフラ設備の維持、管理・運営を含めて、自らリスク
を負い、サービスの提供に責任を持つ」
─厳密な意味での（stricto sensu）コンセッション
「ここでは民間の契約事業者はインフラの建設や新規投資の資金調達にも責任を負う。契
約期間の末期には、セクターの資産は国（もしくは地方自治体）に返還される」
　BOT（Build：建設，Operate：管理・運営，Transfer：移転）という言葉はグリーンフィー
ルドのコンセッションとの関連で良く用いられている。また ROT という用語が、投資が建
設というよりも主に修繕（リハビリテーションの R）を伴う場合におけるコンセッションを
表現するために使用されることもある。BOO（Build-own-operate）という用語は同様のス
キームであるが、これは資産の移転を含んでいない。
─分割払下げ（Divestment）
「既存の資産の所有権や将来の設備拡張・更新の責任を民間部門に移転すること」
出所： Pierre Guislain and Michel Kerf (1995), “Concessions-The Way to privatise Infrastructure Sector 
Monopolies,” Note no.59, Public Policy for the Private Sector, World Bank
２．３　なぜコンセッションを用いるのか。その経緯は？
　政治的ないし法的な根拠に照らして民営化が実行不可能である場合、コンセッションはその代
替手段と見なされている。概してコンセッションは規制に従うことになるが、ある状況下では規
制の代替策にもなる。コンセッションを行うことでかなり効率性ゲインを得られるという経験面
からの支持はあるが、そうした経験もゲインを霧散させるような再交渉によってかなりの程度台
無しにされている。
　国による提供に代わりコンセッションを行うべきである議論には以下のようなものがある。①
競争的プロセスを通して管理・運営権が授与されるならば、より効率的な管理・運営者が選択さ
れるであろう。②入札手続きは、潜在的な入札者たちが私的情報を顕示するため、規制当局の監
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視・監督を容易にする。③コンセッションやオークション手続きによって実行可能となる規制は、
長期にわたり費用の効率性を改善する。管理・運営者の効率的な選択に関しては、このノートの
一節のトピックで示したように、適正なコンセッションや競争プロセスを設計するのは困難であ
るという問題がある。情報の顕示に関しては、オークションは入札企業に他のどこかの事業で獲
得した経験を適用し、当該事業からどの程度の利潤を引き出すことができるのかを決定し、それ
に合わせて入札を行うインセンティブを与えるので、入札額がその入札者が考えている実行可能
な額についての情報を顕示することになるのである。さらに、コンセッションの設計プロセスの
一環としてなされるコンサルテーション期間に、情報は、それが交換されることで、それに続く
規制を設計する一助となりうる。三点目は、政府ないし政府系企業に厳しい予算や品質の制約を
課すことの難しさに関連している（これでは効率性は促進されない）。これは、民間企業に厳し
い予算制約を課しながら、例えば、プライスキャップ規制といった効率性促進型の規制を適用す
るのとは対照的であるといってよい。
　引き続き、国によるサービスの提供に賛同する議論には、次の３つがある。①コンセッション
は複雑な設計とモニタリング・システムを必要とする。②契約を履行させ、再交渉を制限するの
はむずかしい（契約されたサービス、利用者料金よりも低品質かつ高料金という感じ方）。③契
約末期に近づくと投資と設備のメンテナンスに十分なインセンティブが働かない。一点目に関し
ては、重大な外部性やユニバーサル・サービスの要件が存在し、それが規制当局によって有効に
モニターされない場合、特別な懸念が生じる。ここでは国による統制が必要となるかもしれない。
こうした場合、事業者は、単に費用がかさまないだけではなく、モニターもされないようなサー
ビスを供給するインセンティブを持つからである。二点目と三点目は、このノートの後半で述べ
る。
　公的供給か、民間による供給かという選択問題に関し、シュライファー（Shleifer, 1998）は次
のような定式化を試みている。公的供給が民間供給に勝るのは次の場合だけである。①品質の劣
化から生じる費用削減機会が非常に高いとき（裁定者［arbitrator］にとって証明が容易でない
ようなやり方で）、②製品ないし生産工程のイノベーションの確率が限られているとき、③効率
的なサービス供給者として評判を得るのが重要でないとき、および④競争が脆弱で、消費者の選
択が制限されているときである。
　コンセッションはまた、規制の代替策にもなりうる。デムゼッツや他の研究者は、コンセッショ
ンは、自然独占に対し長く続いている非効率喚起的でかつ厄介な公正報酬率規制をコンセッショ
ンの競争的なオークションという市場原理に置き替えるという考え方を持っていた。ウィリアム
ソンの批判とその後の経験は、少なくとも多くの状況の下でそうした考え方に疑問を投げかけて
いる。しかしながら、いくつかの短期のコンセッションの利用は、デムゼッツのいう競争に見方
している（ノルウェーの地方航空に関する BOX を参照）。それにもかからず、現在、議論の大
部分は、引き続き規制は必要であるとの認識に立って、公的供給か、コンセッションか、はたま
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た民営化かということに焦点を当てている。
　効率性の向上が、コンセッションの基本的な根拠となっている。例えば、20年近くコンセッショ
ンの経験を持つラテン・アメリカとカリブ諸国において、事例研究⑷がなされてきた。そこでは、
コンセッションを授与された企業の効率性ゲインは毎年かなりのもので、その幅は１－９％に及
んでいる。
　ラテン・アメリカのコンセッションから得られた効率性ゲインの研究は Estache, Guasch and 
Trujillo の論文（2003）に要約されている。電力市場では、12カ国39企業に及ぶ生産性の変化率
は年間１％であった。鉄道については、年平均の全要素生産性（Total Factor Productivity）の
成長率はアルゼンチンで5.3％（貨物輸送）と9.8％（旅客輸送）であった。ブラジルでは年平均
の全要素生産性の成長率は、コンセッションの最初の二年で8.4％となっている（この8.4％は鉄
道改革前の5.4％より大きい）。港湾については、メキシコの港湾事業は1996年から99年にかけて
2.8％から3.3％も効率性が向上している。水道事業については、アルゼンチンが、地方にもよるが、
全要素生産性で見て、年間3.7％から6.1％の効率性ゲインを得ている。ただし残念ながら、コン
セッション後の効率性ゲインを広範かつ長期に追った研究がなされているようには思えない。こ
うした効率性ゲインに対しては、一回限りの取引費用が対置されなければならない。コンセッ
ション・タイプの事業プロジェクトの取引費用（事業の策定、交渉、および諸々の費用）は、コ
ンセッションの取り決めが十分納得がいくかたちで理解されている場合には、プロジェクトの総
価値の３－５％程度であったと推定される。しかし新しい取引費用の概念によれば、それはプロ
ジェクトに要する費用の10％を超えている（Klein, So and Shin, 1996）。
　規制改革とコンセッションが意図しているのは、事業者にそうした効率性ゲインを生み出すた
めのインセンティブを与え、そうしたゲインの幾分かをより料金の低廉化というかたちで利用者
と分かち合うよう求めることである。だが、「そうした効率性ゲインと料金の低廉化との間の相
関関係は微弱か、もしくは欠如しており、また民間事業者が利潤を感知できるのは再交渉により
追加的な利益を得ることを通してでしかないということが、利用者の間で不満が高まることの核
心をなしているのである」。2001年後半になされたラティノロメトロ（Latinobarometro）の調査
では、17のラテン・アメリカとカリブ諸国の国民の63％が国有企業の民営化は国民に便益をもた
らさなかったと信じているとのことである（Guasch pp.11‒12）。また、他面、企業の収益性もそ
う高い水準ではなかった。ある調査では、ラテン・アメリカ９カ国における34のコンセッション
で事業者は平均して損失を生み出している。この著者たちは、その数字は、公式な収入額に誤記
の可能性があり、また企業内取引のバイアスの可能性もあるため、信頼できるものではないかも
しれないとことわっている（Sirtaine, Ponglo, Guasch and Foster, 2005）。
　1980年中期から2000年までの期間のラテン・アメリカ諸国のコンセッションで競争的なオーク
ションで管理・運営権が授与されたのは４分の３超だが、そのうち約30％は再交渉がなされてお
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り（いくつかの分野ではより高い比率で再交渉がなされている）、その時期を見ると、それは管
理・運営権の授与後、平均して二年後である。概して、こうした再交渉では消費者が損失を被り、
事業者が利得を得ている。
BOX 2. ザンビアン鉄道のコンセッションの事例
　ザンビアン鉄道は国営であり、鉄道事業に競争相手はいなかった。鉄道のリストラ計画は
1992年に始まり、1997年に海外の鉄道会社とマネジメント契約を結ぶこととなった。同鉄道
は、2004年に、Spoornet や南アフリカ鉄道を含んだコンソーシアムにその管理・運営権を
委ねることになった。すくなくとも一人のオブザーバーは、そのプロセス大なる成功を収め
たと見ていた。
　「長年に国の誤った経営、怠慢、そして地域紛争があり、それらが鉄道事業を衰退させた。
1975年から1998年にかけて輸送量は年間600万トンから140万トンまで落ち込んでいた。この
期間の終わりには、鉄道会社は年間1200万ドルもの損失を計上しており、推定4500万ドルの
復旧費用［rehabilitation］が必要とされていた。コンセッションのプロセスが開始された
1998年以降、貨物運賃は64％も増加した。近隣諸国での戦争の終結は、当鉄道にアンゴラー
ナミビア間の再連結が無暗にもなされることを意味していた。このラインの貨物輸送量はこ
の年（2003年）、50万トン増加し、今では年間230万トンにも上っている。すべての兆候はこ
のような成長が続いていくことを示している」。
　しかし、2005年11月、議会は満場一致で鉄道事業のコンセッションの合意条項を改訂する
ことを決定した。国会議員は、営業の抜け穴、メンテナンス義務の無視、サービスの遅延、
以前の雇用者の失業問題などに不満を抱いていた。ある人物の言葉を引用すると次のように
なる「私たちがコンセッション契約を終わらせ、この合意について再交渉を行うことは有効
である。」
出所： 2003年10月10日、３巻　SADC Barometer「ザンビア鉄道の民営化」南アフリカ国際事例協会、2005年
11月24日「ザンビアン鉄道コンセッションの改訂」ザンビア・タイム（www.time.co.zm）
　ラテン・アメリカのコンセッション・データから目を移し、タイの注目すべきコンセッション
に対する率直な評価を採り上げよう（Nikomborirak, 2004）。これはコンセッションの貧弱な設
計がもたらす他の問題に光を当てたものである。第一に、国内法をずる賢く回避しようとしたた
め、その設計は広範かつ持続的な政治的支持が得られそうになかった。第二に、事業者と政府の
双方にコンセッション契約へのコミットメントが欠けているように見えた。その報告によると、
事業者は合意条項に沿って利潤を誠実に政府に分割していないし、政府も最初の事業者との契約
を破るかたちで二回目の情報通信の管理・運営権の売却を行っている。第三に、非競争的な配分
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プロセスが、競争なそれと比べ悪い結果をもたらしている。すなわち、交渉による情報通信のコ
ンセッションでは事業者は固定通信分野の収入の16％から21％をその使用料として政府に支払う
ことになるが、然るに入札プロセスを通した結果、そこでの契約によると使用料は固定通信分野
の収入の43.1％から44.5％にも及ぶことになった。最後に、予見可能な規制制度を築く必要がある。
　次の節の導入部では、コンセッションによって発生する主要な競争問題に焦点を当てることに
なる。最初の問題群は、コンセッション契約の配分と合意を中心に扱っている。すなわち、オー
クション、交渉による配分、および再交渉の問題などが議論される。第二の問題群はコンセッショ
ン期間中の競争に焦点を当てている。ここでの問題には事業者が存在するため、その取り扱いに
根本的な違いはない。インフラ設備へのアクセス拒否によるライバルの排除や市場支配力を濫用
した価格設定の問題などを含んでいる。それらは第４節で議論される。
３．コンセッションの配分
３．１　オークション
　オークションは、最も効率的な事業者を決定することになるので、誰が管理・運営権を手に入
れるのか、その事業主体を選択するために使用される。その考えは、最も高い入札をしたものが、
そのコンセッションにもっとも高い価値を置いている人物／企業であり、概して最も効率的に事
業が運営できる人物であろうという仮定に立っている。（このパラグラフ以降、入札者が既に代
替財ないし補完財を持っているかもしれないという複雑性を除外する）。しかし、貧弱なオーク
ションの設計は、こうした筋立てを阻害する可能性があり、時にはオークション主催者がもっと
も効率的な事業者を望まない場合もある。また、その目的がサービスの対象範囲（普及率）と品
質・価格いった他の側面とのベストミックスの提供にある場合には、どの入札が最も高いのか明
確に確認するのは難しいかもしれない。すなわち、普及率、サービスの品質、および価格等の多
次元を組み入れるために、経済的な効率性がオークションの目的となっているところで、多くの
ウェイト付けを与えたシステムの中から一つを選択するのは裁量的だといわざるをえないのであ
る。
　オークション理論の文献は、オークション設計に多くの視点を提供しているが、現実世界にお
けるオークションの特徴に焦点を当てていない。例えば、入札への参加、競争の度合い、および
オークションの結果に重大な影響を与える共謀や入札費用といった問題があまり検討されていな
いのである。オークションの理論は政策立案者に次の二つの重要な教訓を提供している。
・対象物件や管理・運営権を売却するための最善のオークション形式は、案件ごとの特定の環
境に依存する。（例えば、問題になる環境には、入札者はリスク回避的であるか、他の入札
者が対象物件に対して持つ私的情報が当該入札者の価値づけに関連するか否か、極端な場
合、すべての入札者が同一の情報を持つ場合、彼らは皆同一の価値づけをするか、といった
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事柄が重要になる。オークションの重要な特徴の一つは情報の非対称性にある。すなわち、
さまざまな入札者が多様な情報を持ち、その何人かは他者よりもより優れた（より正確な）
情報を持つかも知れないのである）。これについては後に詳述する。
・分析が進んでいる単一財オークションの事例から複数財オークションを推測するのはむずか
しく、誤った証明を導く（ヨーロッパ圏における第三世代モバイル通信のライセンスは、複
数財オークションの事例であった。議論の余地はあるが、同一の参加者で行われた一連の
オークションは、複数財オークションの特徴を有していた）。
　実際、リスク回避状態の詳細、一人の入札者の契約の価値づけが他の入札者の価値づけに及ぼ
す関係、および契約の価値づけに関する入札者間の情報の非対称性などと比べ、共謀と参入者の
規模の持つ影響（すなわち、より多くの独立した入札者を惹きつけつること）は、一段と重要で
ある。共謀と参入については、以下で検討する。
　さまざまなタイプのオークションは、それぞれ利点と欠点を持っている。
　公開オークションでは共謀はより容易でなる。そこでは入札者はカルテル合意の離脱者
（cheater）をすぐに見つけ、制裁を与えることができるからである。他方、オークションが公開
であれ封印入札であれ、同じ入札者が相互に顔見知りならば、入札結果が公開されたときに裏切
りは露見し、それに対する罰は、次のオークションで、仲間が皆入札に遅れることで与えられる
ことになる。他の種の共謀は、オークション主催者が不正行為（収賄）を行い、一部の入札者と
封印入札の情報を共有するような場合には、封印オークションを公開オークションへと転換する
こともある。そうすることで入札者は他人の入札について学習ができ、自身の入札額を変えるこ
とができるからである。
　参加意欲の弱い入札者による参入は、公開オークションよりも封印入札オークションを用いる
ことで促進される。詳細な記述は後に譲り、直観的には公開オークションでは参加意欲の弱い入
札者は結局は脱落することになり、そのため彼らは全く参入しないという事態が実現されるが、
封印入札では彼らにもは勝つチャンスはあるので、参入するのである。
BOX 3. 定義：オークションの４つの標準タイプ
　一般的に用いられ、かつよく研究されているは、次の四つのオークションの標準タイプで
ある。
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１）競り上げオークション（ascending-bid auction）（公開、口頭、もしくはイングリッシュ
オークションとも呼ばれている）。ここでは、入札者が一人になるまで価格が競りあげら
れ、勝者は最終価格で落札する。
２）競り下げオークション（descending-bid auction）。ここでは、オークション主催者（管
理者）が非常に高い価格から始め、入札者が受容するとアナウンスするまで価格を下げて
いく。受容する入札者が現れれば、その価格が落札価格となる。
３）１位価格封印オークション（first-price sealed-bid auction）。各入札者は単一の入札を
行い、他の入札者の入札額は誰にもわからない。対象物件は入札額が最も高い入札者に売
却される。
４）２位価格封印オークション（second-price sealed-bid auction）。（考案者にちなんで
ヴィッカリー・オークションとも呼ばれる）。１位価格オークションと同様に行われるが、
勝者は自身の入札額を支払うのではなく、代わりに二番目に高い入札額を支払う。
　契約を勝ち取ることの価値は、自分自身のコストといった、当該入札者の性格にのみ依存
する。これは、私的価値オークション（private value auction）と呼ばれている。
　これとは別に、契約を勝ち取ることの価値は、消費者の支払意志額や規制当局の将来行動
といったすべての入札者に影響を及ぼすような要因に依存しているかもしれない。これは、
共通価値オークション（common value auction）と呼ばれている。
　四つの標準タイプは、ある特定の状況下では、同一の期待収益をもたらすという驚くべき
特徴を持っている。これは収入同値定理（revenue equivalence theorem）と呼ばれている⑸。
　２位価格封印オークションは、入札者を集合させる費用を除けば、競り上げオークション結
果⑹を複製するという利点を持っている。このオークションは、１位価格封印オークションと比
べ、単純な計算ができるという長所を持っている。というのは、この場合合理的な入札行動は自
分自身の評価額を正直に入札することであり、他の入札者の数や彼らの評価値を推定する必要が
ないからからである。しかしまた、２位価格封印オークションは、政治的にむずかしい問題を生
む。特に、このオークションは入札額の一覧表（table）に、最も高い入札額と二番目の入札額
の差分がいくらであったのかを公表するが、これが問題を生んだのである。極端な結果は、ニュー
ジーランドの無線周波数のオークションで起こった。そこでは１位価格入札は100,000ニュージー
ランド・ドル（NZ ドル）であるのに対し、２位価格は６ドルであった（マクミラン1994）。
100,000NZ ドルの支払意志を持つものがいるときに、国はたった６NZ ドルしか手にいれなかっ
たことを納税者が理解したときに、国民に政治的な不信［fallout］が残った。１位封印入札オー
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クションとイギリス型の公開オークションはこの点で優れている。１位封印入札オークションで
は１位価格が落札するし、公開オークションでは１位価格は未知だからである（二番目に高い価
値を付けた入札者が入札から脱落したとき、競り勝った入札者はその時点の入札額を支払うこと
になる。だから、納税者は、最も高い入札者の評価額でライセンスを売却しなかったことでどれ
ほど収入を逃したのかを理解することはない）。
　重大な疑問は、管理・運営権の授与する際、何についてオークションをなすべきかにある。サー
ビス料金を入札の対象とすべきなのか、管理・運営権料を入札の対象とすべきなのか。（多基準
（multiple criteria）の問題は非オークションの授与手続きを扱う節の後半にゆずる）。デムゼッ
ツは、サービス料金を入札の対象とすることを推奨している。しかしその後、経験からその選択
は良くないことが明らかになっている。サービス料金は、政府と事業者の双方にとってコミット
メントが難しい。サービス料金は環境の変化に応じて変える必要があり、契約期間中の当局との
交渉は競争的なオークションが有する効率性の効果を消滅させてしまうからである。そのため、
通常の慣行では、コンセッション使用料を基礎に管理・運営権が授与されている。
　理論と実務の両方が、オークションではその設計が重要であることを示している。設計は重要
ではない、オークションから生じるいかなる配分非効率性も、オークションの落札者に管理・運
営権のより効率的な事業者への転売を可能にすれば除去できるという議論もある。だが、こうし
た議論は正しくない。なぜならば、ライセンスやコンセッションの授与には、かなり大きい取引
費用が存在するからである。こうした費用の存在は、先の議論が依拠しているコースの定理
（Coase Theorem）の重要な仮定に反している⑺。ましてや（Inter alia）、ライセンスや管理・運
営権の価値は買い手にも、売り手にもわからないので、効率性を改善する販売など起こらないか
もしれないし、取引が起こらなければ、販売は遅延しよう。経験的な証拠もこの理論を支持して
いる。すなわち、米国では全国規模でワイヤレス電話ネットワークへの需要が存在したが、最初
に売却された分割ライセンスはすぐには全国規模のネットワークには統合されなかった（ミルグ
ロム、p.20）。さらに、1930年に米国で航空便の路線を運営していた四つのキャリアのうち三つ
のキャリアが、今日でも大都市のハブ空港を持ち、そこでサービスを提供している（四番目も事
業者は破産した。米国の航空便路線に関する BOX を参照）。ノルウェーでは、既存事業者が、
地方航空サービスのオークションに関し、契約の第四条項で、落札を継続している。（ノルウェー
の航空サービスに関する BOX を参照）。このように、それを最初から正しく取得することが、
重要なのである。
BOX 4. オークション設計の主要素
　「オークションのコンサルティングに関する私自身の経験は、次のことを教えてくれてい
る。新しい、かつ賢明な設計はオークションの成功にとって、重要な要素の中でもほんの一
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時的に作用するものでしかない。多くの場合、成功の鍵は入札費用を低く抑え、入札者の参
加権を奨励し、手続きの誠実さを確保し、落札者が約束通りに支払いを行い、サービスを提
供するよう心がけることである（ミルグロム、2004）
　「実際のオークション設計で本当に重要なことは、（まさに普通の産業の市場と同様）共謀
に対する頑健性と参入への魅力である。（クレンペラー、p.131）
３．１．１　入札者間の共謀の抑止
　入札者間の共謀を防ぐためには、三つの直接的な戦略があり、それらは（入札者の特定を防ぐ
ための）シグナルの遮断、カルテルの逸脱者の特定の防止、およびカルテルの制裁から逃れるた
めの逸脱者への援助、を目的にしている。加えて、参入の促進（次項の主題）も参加者の数を増
加させ、入札者の特定を曖昧にすることで、共謀を妨げる（我々は皆既存事業者を知っているが、
誰が参入するかはわからない）。最後に、厳しい罰則を科すという「信頼できる脅し」によって
共謀を防ぐことができよう。封印入札オークションはこの点で競り上げオークションよりも優れ
ている。そこでは入札者は自分の入札をシグナルとして使えず、カルテル事業者が直ちに逸脱者
を発見できず、彼を罰することもできないからである。
　オークションの設計は、入札者のシグナリングに影響を与える。シグナリングは入札者に、彼
らが勝つために何を望んでいるかを確認させ、邪魔が入れば彼らの行動に脅しをかけ、そうする
ことで誰が何を勝ち取るかを理解できるようにする。シグナルは多くの方法で発せられる。例え
ば、シグナリングは新聞紙面を用いて行うことができる。（「私はオファーされている12の周波数
ブロックのうち二ブロックでライセンスが取得できれば満足だ」、「もし他の五人の入札者が同様
に行動するならば、周波数ライセンスは賢明な条件で獲得できるであろう」。「もしライバルの一
人がそうするなら、私も三番目のブロックに入札を入れよう」。（クランペラー、p.136クロスラ
ンド2000からの引用）。上で引用された事例では、六つの企業が各々二つのライセンスを低コス
トで競り落とした。したがって、封印入札へと移行することは、報復行為が迅速になされること
はなくなることを意味するので、こうしたシグナルの効力を減じるかもしれない。
　シグナリングは入札の期間中にも様々な方法で行われる。シグナルは提出する入札用紙の中に
さえ含めることができる。例えば、入札者は自分が特別に関心を持つロットを相手に確認させる
ため、その入札額の最後の桁を用いるといった手法を駆使できる。これは、米国の情報通信ライ
センスに関わるオークションのいくつかで実際に起こったことである。こうした形式のシグナリ
ングは、ラウンド番号の記載するのを禁じることで、もしくはオークション主催者が入札金額の
刻み（increment）を指定することで、防ぐことができた。連邦通信委員会（FCC）のオークショ
ンで用いられたもう一つ別のシグナリング形式は、既になされた入札をその後で撤回するという
やり方である。すなわち、ここでは企業は高い入札額を入れ、その後それを撤回することになる。
二人の入札者が互いにいくつかの市場で向き合って入札を行う場合、彼らは市場を分かち合うた
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めに撤回戦略を用いることができる。これに対しては、ルールを変更し、入札の撤回を二ラウン
ドに制限した。
　もし入札者たちの身元（identitities）が顕示されなければ、共謀は防げるかもしれない。入札
者たちが他者の身元を知っていれば、彼らは報復行為も、オークションでの協調行為もとること
ができる。さらに、他の入札者に脅しをかけることもできる。ある研究は、1996-1997年の FCC
の DEF オークションにおいて、小規模の入札者が大規模の入札者に対し入札行動を避けたこと
を明らかにし、このような行動に出たのは報復を避けるためだったと推測している。もしそうで
あれば、そうした行動は、大規模な入札者の間での共謀の達成を容易にし、共謀をより効果的な
ものにするといってよい（クランプトン・スチュワート2000）。
　入札日の直前に共同入札（joint bidding）を行うのは、潜在的な参入者に、協調している入札
者に対応し、競合する時間を与えないので、競争を減ずることになる。これは、公開オークショ
ンでの談合（open collusion）と同様の経済的効果を持っている。この問題は、入札日直前の共
同入札を禁止することで対処できる。（個人では入札ができないような共同入札者たちにとって、
共同入札は競争を減ずるものではない。だが、行政が、そうしたケースを反競争的な共同入札か
ら迅速に分離し、見分けるのはむずかしいかもしれない）。
　留保価格（reserve price）も共謀に影響を与えることができる。高い留保価格は、潜在的なカ
ルテル協調者の目算を変更させる。すなわち、留保価格が低いと、選択は、早期に低い価格で入
札の終了を図る共謀とより長期で高い入札行動との間でなされることになる。だが、留保価格が
高いと、最初の選択肢である共謀は相対的に魅力がなくなっている。もっとも低い共謀価格を留
保価格に合わせて上げざるをえないからである。極端な場合、明らかに共謀の疑惑があるときや
入札者が十分に競り上げていない場合には、オークションを中止することが理にかなっているか
もしれない。ただし、そうした政策は、入札者の戦略的行動を制限するために、事前のアナウン
スメントを必要としよう。
　シグナリングの阻止、入札日直前の共同入札の禁止、および留保価格の引き上げといった共謀
をより困難にする直接的な手法に加え、効果的な競争法が共謀を防止するかもしれない。実際、
入札者が政府に対し入札プロセスでいかなる共謀にも参加しないと確約することが入札に参加す
るための要件となっている場合には、コンセッションでより重い罰則を用いることも可能であろ
う。また、同じ企業が将来の政府調達や他のコンセッションに入札を行う可能性があるならば、
将来の政府契約から締め出すという脅威を与えるのも、共謀の有効な抑止手段になるかもしれな
い（OECD 2005）。
３．１．２　入札者の参加の促進
　入札者のより多くの参加はより優れた結果をもたらす。より正確には、私的価値オークション
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では一般的に、また多くの共通価値オークションでも、留保価格を設定せず、N ＋１人の対称的
な入札者が参加している競り上げオークションは、N 人が参加している「現実的に運営可能ない
かなるオークション」よりも、高い収益をもたらす。「だから、売り手は、情報を収集したり、
最善のメカニズムを考案するための計算を行うよりも、市場を拡張することに資源を捧げる方が
一般的に有益である。（クランペラー p.27、バロー＝クランペラー1996より引用。下記の米国航
空便についての BOX も参照）」。
　入札者の参加の増進は、弱気な入札者（すなわち、落札確率の低い入札者）に対し積極的な参
加を働きかけことを目的にしている。（落札できそうだと感じている入札者は奨励される必要は
ないであろう）。封印入札オークションはこの点で競上げオークションよりも優れている。それ
は、次のように直観できる。競り上げオークションを考えて見よう。入札の終わりに近付くと、
強気の入札者たちだけ残ることになるであろう。弱気な入札者はこのことを理解している。もし
オークションの後半で脱落することになるなら、入札準備費用がかからないようにするほうが、
またまったく入札を行わない方がベターということになる。これとは対照的に、封印入札オーク
ションでは、弱気の入札者が、強気の入札者が打ち負かしていたはずの入札価額で勝つかもしれ
ない。しかし、公開オークションでは、それはなかった。彼は、そこで敗北する確率が上昇する
ことと支払がかさむこととの間のトレードオフに直面するからである。封印入札オークションで
は、強気の入札者といえども、いったん弱気の入札者の入札額を観たうえで自分の入札額を変え
るといった、公開オークションでは可能であるような戦略をとることはできない。直観的に推定
できる第二は、公開オークションほど直接的ではない、封印オークションの入札戦略と実際の入
札者は契約の真の価値の分布に関し共通見解を持っていないであろうという推測に基づいてい
る。このことから、弱気なプレイヤーにも封印入札オークションでは勝つ可能性がでてくると結
論できるのである（クランペラー、p.133）。
　より一般的には、入札準備費用が低ければ低い程、オークションはより多くの入札者を惹きつ
ける。このことは、契約期間や管区全域（across time and jurisdictions）を含めるかたちで、オー
クション手続きを標準化できれば、それによって達成できる。オークションのすべての側面では
ないが、ある側面については、標準化は特定の状況に沿ったオークションの設計とある種のト
レードオフを持つかもしれない。また、入札者の増員はオークションをパッケージにすることに
よっても達成できる。例えば、チュニジアの競争当局は入札の障壁や厳しい参加要件を緩和する
役目を果たし、そうすることで入札価格の上昇を防ぎ、入札者の参加を促したのである。（第６
回競争に関する国際フォーラム（チュニジア）を参照）。
BOX 5. 第三世代情報通信オークションにおける参入の事例
オランダにはもともと五つの既存携帯電話事業者がいたが、政府は五つの第三世代ライセン
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スを競り上げオークションで売却した。第三世代市場の競争を促進するという理由で、入札
者には各々せいぜい一つのライセンスの獲得しか認められなかった。「自分たちの弱い立場
を認識している新規かつ強力な潜在的参入者たちは既存事業者と取引を行った。だが、この
とき、オークションの設計と同様、オランダの競争政策もその機能を果たさず、ドイッチェ・
テレコム（Deustshe, Telekom）、ドコモ（DoCoMo）およびハチソン（Hutchinson）といっ
たオランダ以外の市場で強力な市場的地位を築いている事業者が地域の既存企業と連携する
のを認めることになった」。最終的には、潜在的参入者のうち入札を行ったのは一人だけで
あり、彼も既存事業者から脅迫文書を受け取った後、撤退した。結局、五つの既存事業者が
五つのライセンスを勝ち取り、30億を支払ったが、これはイギリスの相当額を大きく下回っ
ている。
　これとは対照的に、デンマークのオークションは、成功に向け工夫が凝らされたもので
あった。デンマークでは四人の既存携帯電話事業者がおり、四つの第三世代ライセンスを
オークションで売却した。政府は、早期になされた第三世代オークションを観察し、弱気の
入札者を惹きつけ、新規参入を促し、既存事業者に高値の入札を迫るため、封印入札を用い
る決定をくだした。政府は、実際の入札者の数を、また同様に四番目に高い入札額以外の入
札額をすべて秘密にした。すべての落札者はサービス料金が四番目に高い、人口当たり約95
ユーロを支払うことになった。落札者の入札額を支払った。落札者の内の一人は新規事業者
であった。（クレンペラー pp.155-5, 163-164）
　また、入札は、サービスの供給費用を削減することでも奨励できる。例えば、特定の技術的な
ソリューションを指定するより、様々な手段で満たすことができる成果基準（performance cri-
teria）を設定することなどが、その実例である（ノルウェーの地方航空サービスに関する
BOX17を参照）。
　弱気の入札者を「強化」することもできるかもしれない。もし対象物件がすべての入札者に
とってほぼ同一の価値を持つならば（文献でいう「共通価値（common value）」）、既存事業者の
ようなより優れた情報を持つ入札者は、他者よりも積極的に入札ができる。他の入札者は対象物
件の価値を通常の価値より過大に見積もる場合にしか勝てないことがわかっているので（勝者の
災い、winner’s curse）、異常に慎重に入札を行うことになる。その結果、既存事業者が低価格で、
しかもより頻繁に勝つことになるのである。ここでは、すべての入札者により優れた情報を提供
することが、情報の非対称性を緩和し、オークションの結果を向上させるかもしれない。経済理
論によって支持されている、参入促進の他の手法として、契約の一定割合を特定の資格者に予約
しておくような留保条項（set aside）（例えば、小規模企業にのみある種のライセンスに関し入
札を認め、当然のことながらその転売を制限するという方法）や支払いの分割払い（bidding 
credit）（例えば、小規模企業に実質的には彼らの入札額の一部のみを支払うように求めるやり方）
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がある。（クランプラー、pp.234‒239）。保留条項の事例は、おそらく後述する市場支配力を制限
することを目的としているのだが、既存事業者が入札するのを禁止している。
BOX 6. 既存事業者を排除した事例：ロサンゼルス vs シカゴ
　1995年に米国で実施された携帯電話のブロードバンド・オークションでは、ライセンスは
特定地域向けのものであった。ライセンスの価値は全ての入札者に対しておおむね同じもの
であった。ライセンスは「イングリッシュ」競り上げオークションで売却された。同地区の
固定ライン事業者はライセンスの既得者として他の入札者より優位な立場にあった。なぜな
ら、彼らは潜在的な消費者のデータ・ベース、よく知れわたったブランド・ネームを持って
おり、地方でのビジネスに精通していたからである。ロサンゼルス（LA）は、家計所得が
より高く、高い成長率、そして低い人口離脱率という特徴を持っていた。ロサンゼルスで、
既存事業者は入札を認めら、オークションは人口一人当たり26ドルというサービス料金をも
たらした。これに対し、シカゴでは既存事業者は入札を禁止されたため、オークションは一
人当たり31ドルのサービス料金になった。人口の特性も、LA のライセンスの方がシカゴの
それよりも価値があると人々に思わせるものではあったが（クランペラー2004 p.107）。
３．１．３　繰り返しオークション
　コンセッションの契約期間の終了後、再びオークションが実施されるといういわゆる繰り返し
オークションは、特別な問題を提起する。ここでは既存事業者が他の入札者よりも有利な立場に
立つからである。各入札者が、自分は他の入札者と同じようにコンセッションを評価するが、自
分たちはまたコンセッションの真の価値について各自さまざまな情報を持っていると考えるよう
であれば、彼らは皆既存事業者のほうがより優れた情報を持っていることを知っており、それゆ
えあえて入札を行わないか、入札するにしても低い価格で入札を行うことになろう。既存事業者
に彼が持っている情報をすべての入札者に提供するよう要求しても、情報の非対称性の問題は解
決しそうにない。いかなる場合にも、既存事業者は評判という優位性を持つ可能性があり、それ
が外部の入札者が積極的な入札をするのを躊躇わせるのである。
　コンセッション契約の継続期間とオークションの繰り返えしの間には明らかにトレードオフ関
係が存在する。
　繰り返しオークションは、不確実性をシフトさせるための巧妙な設計の一部を成している。す
なわちそれは政府が深まる不確実性を負担する一つの方法でありえる。政府は、そうすることで
平均的に見て、より高いコンセッション使用料を受け取るのである。近年のオランダの鉄道コン
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セッションが、この実例である。
BOX 7. オランダのベツウ（Betuwe）路線のコンセッションでの
 不確実性をめぐる設計事例
　オランダ政府は、鉄道市場の発展に関する近年の著しい不確実性を自身で引き受けるた
め、ベツウ路線を長期間というより短期間でコンセッションに付すことを決めた（ここで政
府は次のような意味で不確実性を引き受けている。短期のコンセッションの終了後、次に
オークションに付される長期のコンセッションの入札価額は、先の短期契約の期間中に実際
起きた事柄を反映することになるのである）。
　特に、貨物輸送のために敷設された、ロッテルダム港からドイツ国境までのベツウ路線の
コンセッションは、2007年から2009/2010の期間であるコンソーシアムに授与された。この
期間中に、貨物輸送量に関する不確実性は減少すると期待されている。のちに、より長期の
コンセッションが競争オークションで配分される予定である。オランダ政府がコンセッショ
ンで手に入れる収入は、例えば将来貨物需要や維持費用についての2009/2010年時の期待値
を反映することになるであろう。そして、こうした期待値は2007年から2009年のコンセッ
ションの事業経験により、より正確なものになろう。もしかすると、これはまだオランダの
議論では言及されていないが、コンソーシアムのメンバーは既存事業者であることで情報上
優位の立場に立つため、二回目のオークションでは別々に入札することを求められるかもし
れない。
出所：2006年第６回競争に関する国際フォーラムでのオランダよりの提出資料
　ウィリアムソン（1976）は、繰り返して短期間の契約を結ぶことは、偶発性の予測計算に要す
る支出を回避させると主張していた。実際に起こった出来事に対応して契約更新時点で契約内容
を改修することも可能である。オランダのベツウ路線のコンセッションはウィリアムソンの理論
を実務に適用した一例のように思える。
３．１．４　その他のオークション問題
３．１．４．１　複数財のオークション
　オークション理論の文献は、複数財のオークション、もしくは実質的に同一プレイヤーが関わ
る複数のオークションについては、ほとんどガイダンスを提供していない。実務は優れた分析が
なされている単一財のケースから複数財のケースを外挿法で推論しているが、そうした推論はむ
ずかしく、ときに間違いであることが明らかになっている。複数単位オークションは、無線周波
数、電力事業、短期国債、および他の対象物件の売却で用いられている。だが、対象物件が代替
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性ないし補完性のいずれかを持つ場合には、オークションはうまくいかない。単一財オークショ
ンについては、より高い収入、より効率的な事業者への配分が均等に追及されるが、複数単位オー
クションではこうした目的は間違いなくトレードオフの関係になる。次の二つの事例は複数財
オークションの考察にヒントを与えてくれる。
BOX 8. 米国の無線周波数オークションに関する記述
　PCS⑻周波数ライセンスを売却するための1994年連邦通信委員会のオークション設計は、
後続の多くの複数単位オークションを活気づかせた。この BOX では最初の複数単位オーク
ションについて記述する。
　潜在的に高度の相互依存的価値を持つ複数財のオークションに関しては、画一的なデザイ
ンは存在しない（ここでは、一つのライセンスの価値は、誰かがすでに代替的ないし補完的
なライセンスを持っているか否かに依存する）。とりわけ困難は、何人かの潜在的入札者は
全国規模のライセンスを求めていたが、他の入札者は地方規模のライセンスを欲していたと
いう事実にあった。
　選択された基本的なデザインは同時競り上げオークションであった。国がいくつかの大地
域に分割されるかたちで、全部で10のライセンスがオファーされた。各ライセンスに対して
オークションが実施された。各ラウンドで入札者がそれぞれ入札を行った。入札者はあらゆ
るオークションに入札するわけではなかった。各ラウンドの最後には、全員がそこでの入札
額を見ることができた。入札額の刻みは、ラウンド毎に FCC によって設定された。これは
次のような考えによる。すなわち、入札者は、さまざまなライセンスの費用を考慮して、自
分自身の最適なライセンス・バスケットを組み立てるというものである。それゆえ各ラウン
ドで各々の入札者が、現在の高い入札を調査した後に自身のライセンス・バスケットを再設
計することになる。
　オークションの終了ルールは、どのライセンスであろうと入札がないラウンドが出たら、
その時すべてのライセンスの入札は終了するというものであった。検討されたもう１つの
ルールは、あるライセンスに入札のないラウンドが発生したら、当のライセンスに対する入
札を終了するというものであった。この代替的なルールは採用されなかった。というのも、
ある特定のライセンスを落札したと思っていたが、最後の瞬間にセリ負ける入札者は、もし
そこで自分が入札をクローズしていたら、代替的なライセンスを求めて入札することができ
ないことを意味していたからである。オークションがあまりに長い期間続かないようにする
ため、本気で落札を望む入札者は高い入札を行うか、各ラウンドで既札を変更した新規の入
札をするか、どちらかを行わなければならないというルールがあった。同じ理由で、入札者
は彼らが値をつける資格のあるオークションに関し、最低限のパーセンテージ、積極的
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（active）でなければならないというルールもあった（既存の携帯電話ライセンスを持つ事
業者は同一エリア内で PCS ライセンスを保有するのを禁止されていた）。
　五日にわたる47ラウンドが終わった後、オークションは閉められた。プロセスが延々と続
くので、入札者にとっては複雑すぎるという懸念は杞憂に終わった。
　これに続く複数単位ライセンスは、より大きなものであった。この小規模なオークション
から始め、1998年３月の間に、FCC は総計5,893件のオークションを開催した。入札者と政
府の双方に弱点が見つかったので、ルールが変更された。連邦通信委員会は「同委員会に競
争入札を用いる権限を与えた1993年法の以前にあっては、同委員会は相互排他的な申請者の
プールから一人のライセンス獲得者を選ぶために、主に聴聞比較やくじに頼っていた。同委
員会は周波数オークションがそれらよりも効果果的にライセンスを割り当てるという結論に
至っている」
出所：Milgrom 2004、Crampton and Schwartz 2000、および FCC ウェブサイト fcc.gov/auctions
BOX 9. ニュージーランドのテレビ放送免許の事例
　ニュージーランドは、テレビ放映権のライセンスを同時２位価格封印オークションで売却
した（このオークションでは落札者は最も高い入札を行った者であるが、彼は二番目に高い
価格を支払うことを想起せよ）。この種のオークションは、ライセンスに代替性も補完性も
ないときにのみ有効に機能するといってよい。しかしここでは、ライセンスは代替性、もし
くは補完性を有している可能性があり、そのため入札者はライセンスを過少ないし過多に落
札するリスクを冒さなければならなかった⑼。実際の結果は、このオークションは非効率で
あったことを示している。入札は、入札者が表明した需要と彼らが落札したライセンスの数、
もしくは彼らが支払った価格との間のほとんど関係がないことを示していた。また、入札者
は互いの評価値を推測もできなかった。例えば、スカイ Sky（他よりも最も高い入札を行っ
た事業者）も、トータリセイター Totalisator（六つのライセンスに401000NZ ドルの入札を
行った事業者）も彼らの競争相手の入札戦略を正確に予測していなかったように思える。
表１　全国規模のUHFロットの落札ビッド：８メガヘルツの放映権
入札番号
（免許番号） 落札者
最高入札額
（NZ ドル）
２番目の入札額
（NZ ドル）
１ スカイネットワーク TV 2,371,000 401,000
２ スカイネットワーク TV 2,273,000 401,000
３ スカイネットワーク TV 2,273,000 401,000
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４ BCL 255,124 200,000
５ スカイネットワーク TV 1,121,000 401,000
６ TAB 401,000 100,000
７ UCB 685,200 401,000
出所：Hazlett（1998）、ミルグロム p.12から引用
　このオークションは、いくつからのラウンドを設けることで改善することができた。オー
クションの勝者は、落札額で望んだ放映権を数の取得が認められた（ただし、反トラスト的
な懸念により設けられた制限範囲まで）。そして、第二ラウンドでは次に選択する権利を売
却することになる。さもなければ、オークションは価格と数量から成る入札を行うことにな
ろう。そこではもっとも高い入札額を入れた者は、すべてのライセンスがなくなるまで、そ
の入札、二番目の入札といった具合に、放映権を取得していかなければならない。
　この小さなサンプルが示していように、複数財のオークションはなかなかうまく設計できな
い。トレードオフを見分けるのはむずかしく、設計作業の大部分が洗練されたモデリングを要求
しているからである。
３．１．４．２　多基準の問題
　サービス範囲、サービスの品質、および価格のベスト・ミックスを供給するために、多基準が
設けられている場合、どれが「最高の」入札か判断するのは難しいかもしれない。すべての入札
変数を入力した、予め公表された公式もありえ、その場合には単一の数値を出せるが、そうした
公式は（また、サービスの品質に関する変数を評価値に変換するいかなるスコアリングも）経済
厚生の意味で、裁量性に縛られている。基本的な要件でフィルターを用い、そうした要件を満た
す入札を行った企業の中から、その入札を基礎に勝者を見分けるほうが、より有益であるかもし
れない（オークションでのフィルタリングの一例として、スウェーデンの美人コンテストに関す
る BOX を参照）。他方で、（経済理論ではまだ十分に解明されていないが）入札者がさまざまな
特性を持っているところでは、多次元的な「スコアリング（順位付け）」が入札者の利益と政府
の価値の双方を増加させるといった直観による議論もある（クランペラー p.247）。
　多基準を考慮する必要があるという議論は、しばしば非オークション配分メカニズムを用いる
理由にもされている。例えば、政府はサービス範囲へのコミットメント、料金公式、および支払
われるコンセッション料金の組み合わせを欲しているかもしれない。しかし、こうした多基準は
究極的には単一の順序づけへと変換されなければならず、そのうえで最も順位の高い入札者にコ
ンセッションが授与されることになる。さまざまな特性を単一のランキングに変換する公式があ
るに違いないのである。
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　複雑なコンセッションでは、当然のことながら、コンセッションの設計者は関連する特性、さ
まざまな技術、およびトレードオフ関係について自己学習する必要がある。これは、入札に先駆
けてなされる公開コンサルテーション（＝市中協議）においても可能である。
　問題は、その公式がいつ仕上げられたかということである。もし入札がなされる前であれば、
ある者はなぜ入札の事前に公式を公表できないのか、またなぜオークションはいわゆるコンセッ
ション使用料を基礎に開催されるのかを尋ねるにちがいない。事前のアナウンスメントは参入を
促進にする。このヴァリエーションには、さまざまな局面で最低限の基準を公表し、それを満た
ない入札をすべて拒否したうえで、コンセッション使用料を基礎に最高の入札を選択するという
やり方もある。そうしたオークションは、美人コンテストと同様、実行可能であるように思われ
るし、関連する基準だけが順位づけに入るようになるため、透明性を増すという利点もある。
　入札がなされた後に公式が仕上げられた場合には、裁量性がはたらくのでないか、もしくは特
定の入札者を優遇しないかと思われるようなリスクが生じ、腐敗の傾向が色濃くなろう。
　腐敗に対する懸念を払拭するため、政府は入札の客観的な要件や入札の評価基準を告知すべき
であろう。そうすれば、より多くの入札者を惹きつけることになるので、事業者とオークション
主催者の共謀リスクは緩和されることになるであろう。しかし入札評価者がリークによって共謀
を告発するリスクは、依然として残っている。
　最高の意図をもってさえ、提出された入札の比較が非常に複雑である場合には、多基準を取り
扱う問題は不可避なものになるかもしれない。また、入札が不明確な基準もしくは事前に公表さ
れていない基準に従い評価されるときには、競争的なオークションでさえ、交渉が持つ特性のい
くつか帯びることになろう。
既存事業者からの競争
　既に企業がある部門のなかで現存している場合、そこでのコンセッションによる配分は、競争
を増進することもあるし、弱体化することもある。ここで競争当局は、オークションを通して参
入してくる新規事業者による競争を促進するため、もしくは垂直統合された企業による差別問題
を防ぐために、特定企業の入札を許さないといった助言ができるかもしれない。こうした問題は
のちに入札者の参入促進と競争法範囲を取り扱う個所で議論する。
オークション主催者と入札者の間の共謀
　受理したすべての入札を公表するという一般的な慣行は、オークション主催者と入札者間の共
謀を暴露することを目的としている。この慣行は、入札者に対し、オークション主催者は自分た
ちの入札を不公正に排除することはないと確信させることを意図している。だが残念ながら、こ
れはカルテルのメンバーが裏切り（cheating）を発見する一助にもなる。
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BOX 10. フランスにおける政府調達の透明性の向上に関する事例
　フランスの公共調達コード（Code des Marches Publics）の改正に関する議論で、オーク
ションの透明性を高めるという考えが、前面に押し出された。落札額のみを公表するという
より、各公共入札で受理した入札をすべて公表するというものであった。この考えは、それ
により利害関係者は入札プロセスを十分にモニターできるようになり、公正な入札を確保で
きるというものであった。ほとんどの経済界はこの考えを支持したが、競争当局（Conseil 
de la Concurrence）は強く留保することを望んだ。競争当局は、透明性は、カルテルの逸
脱者の意気を阻喪させ、競争入札を躊躇させるであろうと主張した。後の入札でその身元が
明らかにされ、制裁を受けることを恐れるからだ、というのである。競争当局は、さらに、
同一企業が調達オークションに何度も入札を行うので、当該企業は負けた入札に上手にアク
セスすることで、競争相手の入札方法について知識を積み上げることができると主張した。
そこで獲得された知識は、潜在的な共謀を促進するであろう。
出所：Jenny 2005
　不幸なことに、不公平と腐敗をあばくために、入札プロセスの透明性を高める手法を用いるの
は、共謀を阻止するという目的と衝突する。透明性の向上は、入札談合を諮っている共謀集団に、
逸脱者の発見と制裁を容易にする。両方の狙いを前進させるソリューションが必要となる。例え
ば、一般的な調査官ないしオンブスマンは、コンセッション主催者を監視し、必ずしも誰が何に
ついて不満を持っているかを明らかにしないで、入札に関する苦情を調査することできる。しか
し、そうしたレベルでの捕囚（capture）ないし腐敗への懸念は、どのように払拭されるのだろ
うか。透明性の最適な水準は、カルテルに対する罰則と収賄に対する罰則という両者の相対的な
抑止効果に依存している（収賄がカルテルよりも大きな問題であれば、透明性の向上が優先され
よう）。
　さらに、オークション主催者は公共の利益をはかるために十分に独立的であるべきである。と
りわけ、そのインセンティブは、国庫のそれに沿って調整されたものでなければならず、またオー
クション主催者は十分に独自な知識を持ち、そして入札の信頼性を維持するのに必要な管理能力
を持っていなければならない。
BOX 11. オークションに関する経験則
・シグナルを遮断し、カルテル離脱者の身元の特定を避け、カルテルが離脱者への制裁を見
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送るよう支援せよ。こうした措置には、封印入札の利用、ラウンド・ナンバーでの入札の
禁止、オークション開催日が事前に充分に知らされていない共同入札の取り決めの禁止、
および十分に高い留保価格の設定などが含まれている。これとは別に、競争法を効果的に
執行せよ。
・参加者の増員に心がけよ。こうした措置には、オークションの広範な告知、入札準備に要
する費用の軽減、およびおそらくは既存事業者が持つ情報優位の解消などが含まれる。
・対象物件や管理・運営権が補完性や代替性を有する場合には、そうした相互作用を考慮し
たオークションを設計せよ。一例をあげれば、同時イングリッシュ・オークション（ここ
では入札者たちはさまざまな物件を落札できる蓋然性を引き続き評価し、自分たちの入札
額を調整できる）はこれを実行できるが、別々になされる封印入札では無理である。一旦
封印入札がなされれば、入札者は、補完財や代替財のオークションで勝ったのか、負けた
のかが判明した時、それを訂正できないからである。
・入札者が非常に少ない場合、設計を再評価するという設計ルールを含めておくこと。例え
ば、携帯電話サービスを提供するライセンスが三つオファーされ、三人の入札者しか名乗
りを上げなければ、オークションは四人以上の入札者が現れた時と比べより低い収入しか
もたらさないであろう。もし事前に発表されたルールが、その中でオークションは参加者
が増えるまで延期されるだろうと述べていたら、オークションはより関心を惹きつけ、落
胆するような結果を避けることができよう。
・入札者が対象物件に対して同一の期待評価値を持っている場合、そこでもし一人の入札者
が、対象物件を少しだけ高く評価したり、少しだけ正確な情報をもっているといったかた
ちで、他の入札者にわずかな優位性を持つとき、これは収入に根本的な変化を生む。収入
がオークションによって引き上げられるからである。こうした条件の下では、封印入札
オークションのほうが公開オークションよりも収入を上昇させるであろう（クランペ
ラー、p.12-13 or 236-237）。これは次のような場合、妥当な推論となる。コンセッション
が再オークションにかけられる場合、また既存事業者が、埋没的な投資を行っているとか、
コンセッションの実際の条件について詳細をしっているといった、他者よりも優位性を持
つ場合が、それである。
・オークションが開催される環境を考慮する必要がある。よそでの経験は有益な情報を与え
てくれるが、それらは分析やシミュレーションの代わりになるわけではない。経験豊富な
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オークション設計者のサービスは、成功確率を高め、過ちを回避させよう。
・オークションが開催される環境を考慮する必要がある。よそでの経験は有益な情報を与え
てくれるが、それらは分析やシミュレーションの代わりになるわけではない。経験豊富な
オークション設計者のサービスは、成功確率を高め、過ちを回避させよう。
３．１．５　オークションに関する結論
　少数のオークションの実例が、オークションの設計はどのように改善できるか、その手がかり
を与えてくれる。
・スイスは2000年に四つの第三世代モバイル免許をオークションにかけた。競り上げ入札ルー
ルをとったため、弱気の入札者が、少なくとも一人は脱落した。政府はここで共同入札を認
めた。オークション直前の一週間に、入札者の数は九人から四人へと減った。ライセンスは
留保価格で売却されたが、それは英国とドイツで実施された同様のライセンスに対するオー
クションより、人口一人当たりの収入で30分の１高かった（クレンペラー2004 p.109）。よ
り高い留保価格の設定、直前での共同入札の禁止、そして封印入札への転換が、財政上の成
果の改善につながったといえよう。
・トルコは二つの情報通信ライセンスを立て続けに売却し、二つ目のライセンスの留保価格を
最初のライセンスの売却価格と等しくすると宣言した。そこで、ある企業は、もし二番目の
ライセンスで競争に直面すれば、最初のライセンスの価値よりもっと高い入札していたかも
しれない。だが、留保価格が高過ぎ、二番目のライセンスには誰も入札しなかった（同上
p.110）。
・米国は、1996-7年に、多くのロットに対し同時競り上げオークションを用いて周波数オーク
ションを実施した。ほとんどの入札額は各ラウンドで数千ドルであった。ロット・ナンバー
378で二つの企業がデッド・ヒートを繰り返した。二番目の企業が紛れもなく高い入札を行
うと思われていたロットに対し、一番目の企業は６万2,378ドル、また31万3,378ドルという
かたちで、二番目の企業を上回る入札を行った。二番目の入札者は、378のロットへの入札
を取りやめた（Ibid. p.105クラントンとスチュワート2002の引用）。ここから明確に推察でき
ることは、一方の企業は、もし二番目の企業が378のロットへの入札をドロップアウトしな
いようなら、他のオークションで高値の入札を行うことで、他方の企業に罰則を与えるとい
うシグナリングを出していることである。この種のシグナリングは、しかし、入札額に十分
大きな刻みを入れることで避けることができよう。
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　経験と理論の両方が、当局が予測を立てるための、またオークション設計の仕方で冒すいくつ
かの誤りを避けるための経験則を、少なからず支持している。
３．２　その他の配分メカニズム
　オークションが関連しない三つの配分メカニズムがある。それは、同時交渉（simultaneous 
negotiations）、一つの事業者との交渉（negotiation with a single provider）、および美人コンテ
スト（beauty contests）である。これらについては、多基準に簡単に触れた後で取り扱う。
３．２．１　交渉
　競争的な交渉とも呼ばれる同時交渉手続きでは、何人かの潜在的な入札者が政府から接触を受
け、交渉の席へと案内される。交渉の期間中、彼らはコンセッション要件を満たす選択肢を策定
する。そのうえで、彼らはこの交渉期間中に確認されたソリューションを基礎に自分たちの最終
案を政府に提出する。政府が勝者を選んだ後に、さらに交渉が行われ、契約条項が詰められるこ
とになる。このメカニズムは、例えばルーマニアで認められている。このアプローチは、プロジェ
クトの設計が複雑で、買い手が、交渉期間中、望ましいプロジェクトをより上手に設計できる潜
在的な売り手と情報交換が可能であるような場合には、適正であろう（Bajari, et al 2004）。とり
わけ、このアプローチは、さまざまな入札者が技術的な解法を最後の契約に組み入れることを可
能にする。だが他面、なぜ代替的な技術的な解法についての学習が早期に発生せず、入札の要求
のなかに反映されるかは明確ではない。
　オークション主催者に関し懸念を抱く当局が存在しない場合には、同時交渉は公開ないしイン
グリッシュ・オークションと類似したものになる。公開オークションは、特に入札者がほとんど
おらず、かつそこでの入札者は皆他に誰が入札するか知っているときには、共謀に陥る傾向があ
る。さらに、競争的な交渉は、公的な調査に開かれていないため、また一部政府の判断と関連す
るため、腐敗・収賄に傾く可能性がある。
BOX 12. 交渉前入札の事例：フランス水道事業
　公的オークションに先駆け交渉ステージを設けることで、結果を改善できる事例がある。
1993年以前には、フランスの水道事業のコンセッションで入札結果が公表されるのは、比較
的稀であった。むしろ、ほとんどの場合、同じ事業者が全国規模で、一つの契約から次の契
約へといった具合に、地域水道会社の経営者として留まった。フランスでは三大多国籍企業
であるビベンディ（Vivendi）、スエズ・オンデオ（Suez-Ondeo）、およびソール・ブグー
（SAUR-Bouygues）が大きな市場シェアを持っていた。彼らのシェアは全体の90％に上って
いた。収賄スキャンダルや水道料金への不満もあり、公共調達に関するフランスの法律（Ioi 
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Sapin）は、1993年から、二回目の交渉ステージに入る前に、水道事業のマネジメント契約
に対し公開入札プロセスを要求し、契約期間の長さを制限するようになった。数百の再交渉
契約の研究は、既存事業者が80％から90％の契約案件を勝ち取ったが、契約期間の平均的な
長さは17年から11年へと短縮され、水道料金は10％も下がったことを明らかにしている。
出所： OECD Competition and Regulation in the Water Sector DAFFE/COMP (2004) 20 引用省略　Saussier (2005)
　一度に一人の潜在的な供給者とのみ交渉するのは、複数の事業者と同時に交渉するよりも悪い
結果を招く。政府が、単一交渉者の「最善にしてかつ最後のオファー」を受け入れるかどうか決
定しなければならないとき、その選択は、競争的な交渉に向けた場合のように、このオファーと
他の交渉者のオファーとの間でなさるわけではない。この交渉は、むしろ費用を生み、いまだ知
られていない「最善にしてかつ最後のオファー」を持つ新たなパートナーとの交渉の遅延を招く。
交渉立場が弱くなるため、悪い結果がもたらされるのである。
　オークションは、交渉と比較し、よりうまく機能する。オークションの理論は、比較的当たり
障りのない仮定の下で、N＋１人が参加するオークションは、常にN人とのいかなる交渉よりも、
高い価格を与えることを示している⑽。言い換えれば、同一の対象物件に対し交渉に魅せられる
よりも、まさにオークションに惹きつけられる入札者が一人以上いれば、そのときオークション
のほうがより競争的である⑾。
　要約すると、競争的オークションを用いるよりも、複数の潜在的な供給者と同時に交渉するこ
とのほうが、腐敗・差別防止システム（anti-corruption and anti-discrimination systems）に負
荷をかける。オークション理論は、比較的当たり障りのない条件の下で、オークションのほうが
同時交渉よりも財政基金を増加させることを示している。しかし入札の評価が複雑なところで
は、オークションといえども、競争的交渉のいくつかの特性を帯びることになる。
３．２．２　美人コンテスト
　美人コンテストは、その名前のせいで、定義するのがややむずかしい。ある定義では、美人コ
ンテストは、「評価基準の中に技術的な専門知識、財政的な能力、ネットワークの対象範囲、お
よびロールアウト測度などを含んだ手続きである。こうした手続きには透明性がなく、時に熱心
なロビー活動や政治介入に陥りがちとなる（Jehiel and Moldovanu 2003）」。別の定義によれば、
美人コンテストとは、「候補者の良し悪しが判定されるように設定された計測可能な指標が存在
し」、かつコンセッション使用料が変わらない手続きである（しばしばゼロとされるが、任意の
価値づけができる）。美人コンテストの支持者は、「それは、サービスの普及率やサービス提供の
速度といった重要なパフォーマンス特性に焦点を置くことを可能にし、候補者をそのエリアで
「より優れた事業者」になるよう奨励すると主張している。もちろん、美人コンテストでなされ
るコミットメントは、オークションでなされるそれと同様、フォローアップに同様の困難を伴う。
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　また、美人コンテストの支持者は、低額ないしゼロのコンセッション使用料しか課さないので、
それは後に低料金サービスを促すと主張する。だが、こうした議論は、埋没費用を固定費用と混
同しており、またのちに価格規制がなくなることを仮定している。埋没費用に関しては、一旦コ
ンセッション使用料が支払われると、それはサービス価格に影響を与えない。（もしこの使用料
の支払いが著しく破産の可能性を高めるようであれば、資本コストが上昇するかもしれず、それ
が今度はサービス価格に影響を与える可能性もある）。埋没費用は市場参入の意思決定に影響を
与える。しかし、実際に損失に至ると予想されるコンセッション使用料に入札するのは愚かな企
業であろう。第二に、もし価格が契約の後半に高くなりすぎるとの懸念があるならば、オークショ
ン前に入札者が将来のルールを入札額の算定へと考慮に入れることができるように、オークショ
ンの事前に詳細な告知を行うことで、規制は導入可能であるし、またおそらくライセンスの数を
増やすことができる。
BOX 13. 1969年のオークランドにおけるケーブルテレビ・フランチャイズ
 における多基準と再交渉の事例
　1969年６月、オークランド市とカリフォルニア市（the city of Oakland, California）の市
議会はケーブルテレビのフランチャイズ権を配分するための主要なルールを設定する条例を
制定した。市職員は入札が比較可能になるように「基本サービス」を規定するため、費用、
需要特性そして技術キャパシティに関する情報を集める目的で、有望なフランチャイジーと
コミュニティグループと議論を交わした。
　1970年４月、四社の候補者が入札へと招待された。要約するとフランチャイズの勝者は二
つのシステムを提供すべきとなった。基本システム A は特定されたチャンネルであり、シ
ステム B は不特定の特別な番組と他のサービスである。視聴者は接続料と月額利用料「x」
を支払うことでシステムAにアクセスすることができた。フランチャイズ期間は15年であっ
た。市に支払われる年間フランチャイズ料金は規定されていた。接続料も規定されていた。
最低限の技術的な仕様は指定されており、最低限のサービスの品質も大まかに定まられてい
た。市における最低限の普及率と普及計画も定めされていた（三年後に市の全域で提供され
ることになっていた）。年ごとに加入率を増加させるという提案がなされていたが、市条例
は具体的な指標、もしくは他の基準を規定することはなかった。基本的な入札は上の利用料
金 x をめぐりなされた。それは、基本システム A が受信可能になる第一のアウトレットの
利用に対し、契約者に課される月ごとの料金である。
　受理した入札額は、Focus Cable からの1.7ドル、Cable-General からの3.48ドル、そして
TelePrompTer Corporation からの5.98ドルであった。Focus は入札の段階で市に対し入札
者としての資格に欠かせないパートナーが撤退したことを通知した。Focus は最も低い入札
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額を入れており、唯一の地方入札者であるばかりか、民族的なマイノリティを代表していた
ので、市は入札を拒否することをためらっていた。二週間後、TelePrompter は、80％の資
本比率で、Focus と合弁事業を組む提案をした。市は1970年11月に Focus にフランチャイ
ズ権を授与した。Focus には、同社の要求もあり、システム B に対して月額4.45ドルの料金
を課すことが認められた。
　Focus はその後、契約の修正を求めた。交渉後の主な変更は次の通りである。技術能力の
低下、年間フランチャイズ料金の引き上げ、20以上の要因による設備建設の遅延に対する罰
則の軽減、建設スケジュールのスロー・ダウン、および追加接続に対する加入者料金の五倍
増などである。
　1974年11月には、11,131人の加入者が接続していた。そのうち、10,361人はサービス B に
加入し、770の加入者だけが基本サービス A に留まった。
　オークランドの経験から、次のような観察が導き出される。
─　基本サービス A に関し消費者の訴えがなかったたことは、フランチャイズの授与プロ
セスで基本サービス A に対する月額料金に焦点を当てたことが、緊張した、おそらく偽
りの競争をもたらしたことを意味する。
─　費用と価格の間の実際の関係は明確ではない。第一に、サービス A への入札は経済的
に意味のある競争があるのかどうかという疑問を引き起こす。第二に、サービス B の価
格は交渉で決められており、競争メカニズムによって決定されていない。第三に、垂直統
合（TelePromp が設備の大部分を供給していた）と市職員の監査能力の欠如が真の費用
水準を曖昧にしている。
─　Focus の最初の入札が交渉の窓口に立ったものでしかないという推論は、最初の低い入
札額、Focus の再編成のタイミングと性質、地方入札者の立場が持つ重要性、および契約
再交渉の成功によって支持される。
─　フランチャイズ事業者が撤退した場合、市は事業を引き継ぐ強い立場にはなかったであ
ろう。資産を評価するのに費用のかからない方法などなかったし、サービスの中断を防ぐ
計画もなかった。
出所：Williamson (1976)
BOX 14. UMTS免許に対するスウェーデンの美人コンテストの事例
　スウェーデンは UMTS 免許の配分における美人コンテストの事例を提供してくれる。選
抜プロセスは二段階である。第一段階で候補者は財務能力、技術的能力、商業面の実行可能
性、そして適切な専門知識と経験を基準に調査される。ついで第二段階で最初のスクリーニ
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ングを通過したものは普及率と成長率に関するコミットメント度合いを判断される。
　免許の数は当初五つであったが四つに減らされた。二つのライセンスは新規参入者に与え
られ、彼らにはまた GSM インフラの建設も認められた。
　10の申請書が受理され、四人の候補者が第一段階のスクリーニングで脱落した。そのうち
の一つが Telia であり、Telia はスウェーデンのモバイル事業者としてその地位を確立して
いる最大規模のもっとも歴史のある企業であった。その理由は、選抜を行う当局が彼の提案
は技術的に実行不可能であると判断したからである。
　一人のライセンス保有者（Orange）は、2002年12月に市場を撤退した。2003年末にフル
カバー率の期限があったのだが、三つのエリアが十分に普及しておらず、実質的には各々
67.5％、74％、66％という状況だった。（Bjuggren 2004, 2004年３月の Svenska Dagbladet
のサイトを含む。）明らかに、再交渉は問題を有しており、そのスクリーニングと配分プロ
セスの効果に対する問題が浮き彫りとなった。
３．３　コミットメントと再交渉
　機会主義的な再交渉⑿は競争的なオークションの利益を消してしまう。もし管理・運営権が授
与された後すぐに再交渉がなされるならば、最初のオークションはオークションの勝者と政府と
の間の二者間交渉となってしまう。したがって、オークションから得られる競争的な利益は失わ
れる。政府は、往々にして政治的反発のおそれやコンセッションの再設計、新たなオークション
の開催、および新規事業者の選択に要する追加的な取引費用のために、再交渉を拒否できないの
である。
BOX 15. 再交渉の事例：リマ空港
　2001年の早期にリマ空港の管理・運営権は、フランクフルト空港運営者、ベッチェル
（Bechtel）、および地域パートナーによって導かれたコンソーシアムに授与された。同コン
ソーシアムが最も高い入札額を提示していたのである。選定基準は、事業者が国に納めるこ
とを約束した、総収入に占める比率であった。コンソーシアムの入札は国に総収入の47パー
セントを納めることを提案していた。加えて10億米国ドル以上の投資を約束し、30年のコン
セッション期間の11年目までに第二の発着滑走路を建設することを約束していた。
　「それは政府の観点から見て非常に魅力的な入札であり、称賛に値するものであったが、
また同時に財務上、問題があるようにも思えた。この提案は、総収入の残りの53％で、事業
者が運営費用を賄い、投資を償却し、公正報酬率を稼ぐことができるということを意味して
いた。案の定、管理・運営権が授与された後すぐにコンソーシアムは契約の再交渉を求め始
めた。空港運営者が投資に関する合意を遅延させたこともあり、双方からの口論が絶え間な
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く行われるようになった。コンセッション契約は2003年末に再び交渉され、投資義務と年ご
とに国に納める総収入の割合が修正されることとなった。
出所：L, Guasch（2004）、p.47
　ラテン・アメリカとカリブ諸国で1980年代中頃から2000年の間に授与された約1000のコンセッ
ション契約に関する Guasch（2004）の研究は、コンセッションの再交渉に関する最も優れた実
証研究といってよい。その結果は、再交渉の発生を減ずるために、コンセッションの設計をどの
ように改善するかについて、有益なガイダンスを提供している。その研究所のなかの契約は17カ
国を包含しており、そして四つのインフラ部門（情報通信、エネルギー、運輸、および上下水道）
が公平かつ均等に取り上げられている。もっとも重要な結果は以下の通りである。
・すべてのコンセッションのうちの30％で再交渉が起きている。再交渉は、運輸では55％、上
下水道では74％にも及んでいる。
・管理・運営権が与えられてから15年から30年の運営に対して入札されたコンセッションに関
して再交渉に至るまでの平均的な期間は2.2年であった。
・情報通信のコンセッションを除いて、再交渉は競争的入札により管理・運営権が与えられた
方が非競争的に与えられるよりも一般的であった。（競争的入札では46％、非競争的な方法
では８％であった。）
・再交渉の61％がコンセッション事業者によって持ちかけられた。他方で、26％が政府より持
ちかけられた。しかしながら規制体制のタイプはこの割合に重要な影響を持つ。プライス
キャップ規制の下では、当時の再交渉の83％がコンセッション事業者から持ちかけ、その一
方で公正報酬率規制の下では26％がコンセッション事業者から、34％が政府から持ちかけて
いた。（時に両者が再交渉を持ちこむことがあるので数値は合計で100％にならない）
・再交渉は契約が最も高い移転支払料よりも最も低いサービス料金を基礎として与えられたと
き、より頻繁に見られる。（サービス料金を基礎とした場合60％で、移転支払い料を基礎と
した場合11％で発生した。）
・成果指標よりも投資要件が契約に織り込まれている場合、より頻繁に再交渉が発生した。（成
果指標の場合18％、投資要件の場合70％で再交渉が起きた）。
─　　─62
・交渉報酬率規制よりもプライスキャップ規制の下で再交渉が発生し、そして規制当局が設置
されていない方がされている場合と比べて頻繁に再交渉が発生した。（プライスキャップ規
制の場合42％、公正報酬率規制の場合13％、規制当局が設置されているときは61％そして、
規制当局が設置されていないときは17％で再交渉が発生した。）
・規制フレームワークが契約の中におかれている方が、法令や法律の中におかれているよりも
頻繁に再交渉が発生する。
　Guasch はまた、様々な変数が再交渉の頻度に与える影響を推定するためにプロビット分析⒀
を行っている。そこで「規制機関の存在（the existence of regulatory body）」と類似した特徴
を見出しており、そして「規制機関の存在」は契約が再交渉されるかどうかに大きな影響を与え
ることを明らかにしている。またもし規制機関が存在したのならば、そのとき再交渉の頻度は大
きく減じていることを明らかにしている。そこで、規制機関の存在がコンセッションのより優れ
た実施の代理変数となっており、そしてより優れた実施は再交渉への要求を減じていると推察し
ている。彼は管理・運営権を与える基準が重要であることも明らかにしている。例えば、最も高
い管理・運営権料よりも最も低いサービス料金を基準としてサービス料金を認めることは相当な
再交渉の頻度の上昇につながっている。規制のタイプ（プライスキャップ規制対公正報酬率規制）
は重要であり、プライスキャップ規制では多くの再交渉へとつながっている。規制機関の主体性
はテストされた仕様に対して頑健性を持たなかった。つまり再交渉の頻度は政策立案者に依存し
ていない。国内のコンセッション事業者はより多くの再交渉を行っているように見える。マクロ
経済的なショックは再交渉を選好している。若干ではあるが、政府が変わった後で再交渉はより
一般的に見られる。最後に、競争を利用せずに管理・運営権を与えるプロセス（例えば二者間交
渉）はより少ない再交渉を導く。これらの発見は下に記載されている表6.15で要約されている。
　再交渉の主要な結果は「サービス料金の増加（62％）、投資義務の遅延や軽減（69％）、サービ
ス料金へと自動的に転嫁する費用項目の数の増加（59％）、運営者から政府への年間支払料の減
少。しかしながら、再交渉の回数が少ないことは料金の減少（19％）、運営者から政府への年間
支払料の増加（17％）、そして資産ベースを持つ運営者の望ましくない変更へとつながる（L, 
Guasch, p.18）。
　再交渉の開始を求める事業者の議論は、主にコンセッション契約の財務均衡の中に不均等が存
在していたというものである。すなわち、投資に対する公正報酬率を受け取っていないという主
張である。政府の側の議論は、「政府の当該部門に関する優先順位や政治的関心の変化（しばし
ば選挙サイクルにリンクしている）、当該部門の発展の水準や速度に対する不満、及び合意した
契約期間に対する運営者の不遵守」などである（L, Guasch p.18）。
　これらの諸結果の分析は、将来再交渉を抑制するコンセッションを設計するのに役立とう。
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・情報通信とエネルギーの分野において、比較的再交渉の事例が少ないことは、一部この部門
がより競争的であることに起因している。それゆえ、政府はより優れた代わりのサービス供
給者を見つけ、その結果事業者の交渉力を低下させることができる。また、これは一部この
分野が民営化に比重を置いていることにもよる。
・管理・運営権を非競争的な手法で与えたとき、比較的再交渉の事例が少ないのは、事業者が
初めの交渉で既に余剰を引き出していたからである。
・さまざまな規制制度が再交渉に及ぼす影響は、それらの規制制度が有する多様なリスク特性
に帰属するものであった。プライスキャップ規制の下では、事業者は公正報酬率規制を課せ
られている場合よりも高いリスクを負うことになる⒁。また、再交渉の性質からして一般的
に費用要素の取り扱いを変えることができ、費用の価格への自動的転嫁が条件として認めら
れ、そのことは事業者のリスクを軽減する。
・管理・運営権を授与するために、サービス料金といった即座に修正可能な基準を用いても、
もしくは技術的な提案といった操作可能かつ裁量的な決定を用いても、それらは競争的オー
クションの効果を消失させてしまう。（その論理は以下の通り。修正ないし当局による裁量
は、オークション時点の約束が将来維持されないことを意味している。それため、それが維
持される場合にはコストがかかるであろうが、ここでは約束に何らコストがかからないこと
になる。したがって、こうした約束は、最小費用での供給者の身元を確認するのに用いるこ
表 6.15　重要な変数が再交渉の確率に与える限界効果
再交渉の確率に影響を与える重要な変数 再交渉の確率に対する限界効果
規制主体の存在 20-40パーセント
管理・運営権授与の基準 20-30パーセント
規制のタイプ 20-30パーセント
規制主体の自立性 10-30パーセント
投資義務 10-20パーセント
コンセッション事業者の国籍 10-20パーセント
授与プロセスにおける競争の度合い 10-20パーセント
マクロ経済的なショック（負の影響） 10-15パーセント
選挙サイクル 3-5パーセント
授与プロセス 10-20パーセント
出所：L, Guasch（2004）
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とはできない。こうして、こうした約束を用いる競争的オークションは最小費用での供給者
を特定できないのである）。
BOX 16. 米国航空便路線における再交渉の事例
　1920年代から30年代にかけて、米国で航空便サービスのコンセッションがなされた。そこ
では競争入札が実施されたが、その配分の研究は、より競争的な路線ではより低い運賃が実
現されており、また入札は事業者にサービス需要を拡大するインセンティブを与えていたこ
とを明らかにしている。また、フランチャイズに特殊な投資がない場合であっても、既存事
業者は他の入札者の対し優位な立場に立っていたことも明らかにしている。
　32の路線が1925年から1930年にかけてオークションにかけられた。郵政省（Post Office）
は、留保価格とサービス水準を規定し、入札者は補償が必要とされる金額を入札した。契約
期間は四年であった。少なくとも一つのオークションで共謀の証拠が見つかり、そこでは再
入札が行われた。1928年から始まる一連のルール変更によって、最初のオークションの勝者
は、将来競争に服さなくてもよくなった。また、慣行も、入札対象を拡張するというより、
既存路線の物理的な拡張を目指すものであった。1930年後に二つの路線が入札に付された。
郵政省高官（Post Master General）と四つの主要キャリアの間でなされたいわゆる「戦利
品会議（Spoils Conference）」の後、契約が結ばれた。同会議に対応して、議会は競争入札
手続きの調査を始めた。1934年２月、新しい郵政省高官は全路線の契約を破棄した。1934年
３月、一部地域が異なる路線に対し、三か月間の暫定的な契約が入札に付された。（政府は
同会議に参加したキャリアに対し、二ラウンド目での参加を認めた。その結果、彼らは事業
名を今日よく知られているものへと変更たうえで、これに参加した）。これらの契約は何度
も更新され、1938年に規制制度が変わり、CAB（民間航空委員会）が設立されるまで継続
していた。
　これらのオークションを調査することで、オークションにより多くの入札者の参加がより
低い価格をもたらすことがわかった。一つの測定値によれば、入札者の数が二倍になると、
郵便料金は30パーセント低下した。
　この調査はまた、既存事業者が参入者に対して優位な立場にあることを明らかにした。二
回目のオークションでは11路線が新規事業者によって、また21路線が既存事業者によって担
われた。既存事業者が勝ち取った12路線は、ほとんど競争がなく、またその路線距離は非常
に長かった（おそらく、事前の事業経験が長距離路線の運営に重要であった─当時、ナビゲー
ションは視認に頼っており、契約者は自ら緊急着陸地を築く必要があった─）。既存事業者
はかなり高い価格で入札に勝利していた。他のデータを加え、このことは、既存事業者が新
規事業者に対して優位な立場にあり、この優位性が競争相手に特定オークションへの参加を
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躊躇させていた。
　上の議論は後に逸話により支持されることになる。後のなされる一連の取引は非効率な
オークションによる配分を克服できないであろう。「1930年代の終わりまでには、アメリカ
ン航空（American Airline）はダラスを通る南部横断の郵便ルートを、また TWA はセント
ルイスを通る中央部の航空路線を、さらにユナイテド航空（United）はシカゴを通る北部の
航空路線を飛んでいた。三つの航空会社のすべてが20世紀末の時点でこうした都市にハブを
持っている。（Eastern は「戦利品会議」のメンバーで、名前を変更し第四番目の事業者で
ある）。
出所：Wolfram（2004）
さらなる教訓
・もし勝者が容易にデフォルトできるならば、彼らは事業者になると選択で、効果的に入札す
ることができる（オーストラリアの衛星放送ライセンスのオークションにおいて、落札者が
宣言された後、二人の入札者はもはや取得を望んでいない入札に関し、デフォルトを行った。
政府はこれに対しペナルティを科すことはなかった・クレンペラー p.110での引用事例、参
照削除）。
・破産がコミットメントからの逃げ口上を与えるような場合、オークションでは、デフォルト
などできない資金繰りの良い入札者よりも、資金不足の入札者のほうが有利となる。だが、
その場合には、保証書の請求やペナルティの行使が、それを防ぐ一助となるであろう。
・ 再交渉に圧力をかけるもう一つの要因は、貧困層にも入手可能な手頃なサービス（affordable 
service）を供給していないことである。補助金、内部相互補助、および利用者料金が、費
用を賄うのに足る収入をもたらさない場合には、事業者は約束したサービスを供給できな
かったり、供給を維持できなかったりするであろう。そこでは、政府は、再交渉ないし事業
者の変更といったかたちで、より良いサービスを求める消費者からの圧力にさらされよう。
もしくは、事業者のほうが再交渉か、契約の打ち切りの圧力にさらされよう。
　多基準を用いて事業者を選定する場合、各基準そのものが再交渉の議題となる。おそらく当事
者たちは、交渉で有利な立場に立てるような基準を再交渉で選択するであろう。
　再交渉がいつも機会主義的であるとは限らない。コンセッション契約⒂に固有の不完全性は、
時として再交渉に必要になることを意味する。コンセッション契約が信頼に足るものであるため
には、その再交渉は、契約に参加するすべての事業者が同意するような、明確な、事前に定めら
れた基準に従うものでなくてはならない。「再交渉ルールは、予期せぬ変化を並べてみるべきで
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ある。修正が必要であるかどうかをテストする公共政策上の基準が、事前に定められ、明確に定
義されていなければならない。また、保証された契約のいかなる変更も、簡単に処置可能な問題
に限定されるべきである。すなわち、契約全体は再交渉されるではないのである」（Champes 
and Estache 1996）。
　再交渉を認める条項や緊急支援（bailout）は、機会主義的な再交渉を助長させるかもしれない。
再交渉や緊急支援の使用を公式に制限することは役に立つかもしれないが、こうした制限が信頼
できるかどうかは、政府への信頼に依存している。国際機関や他国の政府が信頼できる程度は、
その国が戦略的にそうした国際機関や他国の政府を再交渉や緊急支援策の実施に巻き込めるかど
うかにかかっている。各国間での通商協定は、外資が関係する契約交渉の決裂に対処できるかも
しれない。また、世界銀行や IMF が関係する融資は、政府保証によって担保されているかも知
れない。
BOX 17. 参入と再交渉の例：ノルウェー地域航空輸送
　この事例は、良く知れわたった技術、比較的低い参入費用、およびかなりストレートな技
術的・経済的な規制を備えた市場でのコンセッションに関わっている。また、これには、誠
実さと有能さで評判が高い政府の行政も関係している。とはいえこれまでコンセッションは
参入を活発にしたり、費用の節減をもたすことはなかった。したがって、再交渉と契約期間
について契約設計をどのように改善するべきかという問題が残った。
　ある特定の地域航空路線サービスは、ノルウェーでは公共サービスになっている。この路
線サービスは、元々、スカンディナビアン航空（SAS）の子会社である Widerøe が独占ラ
イセンスを持って提供していたが、1996年以降、オークションにかけられた。入札は、各路
線に求められる補助金で実施された。そのサービスは、便数、座席数、航空機の種類、およ
び最大料金に関する事前に公表された基準を遵守するものでなければならなかった。地域空
港は短時間の離発着を要求する。すでに商業ベースで地域航空サービスを運営していたもは
や独占ライセンスに基づきサービスを提供していない。ただし、Widerøe はこうした小型航
空機をもつスカンディナビアの唯一の航空会社である。
　EU 規制を遵守するため、三年間の PSO（公共サービス義務：Public Service Obligation）
を有するオークションが導入された（共同体内で航空サービスを提供する共同体航空キャリ
アに関するアクセス。（EEC）No 2408/92、第４条）。オークションは同時封印入札の方式
で行われた。すなわち、入札額は、参加者達が欲する各路線に要求する補助金額を示してい
る。各路線について、勝者は最も低い補助金額を提示したものである。1997年から2000年の
期間を契約対象とした、1996年の最初のオークションでは、Widerøe がすべてのコンセッ
ションを落札した。競争を一層促進するために、サービス基準が修正された。Widerøe の要
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求で、PSO（公共サービス義務：Public Service Obligation）から三つの路線が削除され、
Widerøe は商業的に運営を始めた（Widerøe 2000）。二回目のオークションでも、Coast 航
空によって落札された沿岸路線を除き、Widerøe がほとんどの管理・運営権を落札した。三
回目のオークションでは、他の六社の入札者に対し、Widerøe は15の路線のうち九つを落札
した。四回目のオークションでは、Widerøe が11の路線を落札し、Coast 航空が三つの、そ
して他の二社がそれぞれ一つずつ路線を落札した。最初のオークションは、単一ライセン
ス・システムよりも、かなりの水準で補助金を削減した。だが、二回目のオークションでは、
かなり補助金が増加した。契約期間の補助金の予想を織り込んだ総額は、二回目、三回目、
そして四回目のオークションのそれぞれにおいて、10億クローネ、11億クローネ、9.65億ク
ローネであった。しかし、次に言及される4,000万クローネの増加や座席数の変更要件などの、
オークション間の詳細な比較は制限されている。予約すると、オークションの実施は合う程
度の参入をもたらし、補助金の引き下げを可能にした。
　契約は、リスク・シェアリングと再交渉との間のトレードオフを規定している。キャリア
は一年前の事前通告で契約を解除できる。これは、事業者と政府の間でリスクのシェアを可
能にし、航空サービスの提供に要する一般的な費用を削減した。しかし、これは、次のよう
な戦略を促進することにもなった。すなわち、低い入札額で契約を勝ち取り、ライバルより
もよい情報を得るよう、路線運営の経験を積め、また契約から撤退せよ、そのうえで二回目
のオークションでは、ライバルは特定路線の運営経験も必要な機材も持ち合わせていないの
で、高目に入札せよ、というのが、そうした戦略である。実際、Widerøe は2003年７月に二
路線からの撤退を表明した。そして、次のオークションでは競争相手二社と戦った。2003年
４月１日から2006年３月31日までの最初の契約では、これら二路線への三年間の補助金は２
億４百万クローネであった。より期間が短い2004年７月７日から2007年３月31日までの次の
契約では、補助金は２億４千６百万クローネにまで達した。
　より長期の、互い違いは参入を促進する。三年間は参入者にとって短すぎて埋没費用を回
収できない。この問題は、キャリアが契約をキャンセルしたとき開催される短期の暫定的な
入札で、顕在化する。ノルウェー競争当局はより長期の契約は参入を増加させ、競争を増進
させるかもしれないが、これは議会に関連規制の変更を要求することに注目した。当局はま
た次のことにも注目している。互い違い契約は、小規模事業者に、彼らは入札するすべてて
の路線についてサービス提供のキャパシティがあることを証明しなければならないが、そう
した要件を満たす負担を軽減することで、彼らの参入を促進するかもしれない。
　オークションは同時１位価格封印入札である。オークションのうち約半数は二都市に就航
するものであり、その他は三都市、多いものでは八都市にまで及ぶより規模の大きいもので
あった。入札は、条件付きでなされる可能性もある。例えば、入札者が Rost-Bodø を落札し
た場合、（1）Narvik-Bodø 区間の運賃や（2）Narvik-Bodø 区間の入札額を示すこともあり
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える。コンセッションは、関連都市に航空サービスを提供する価値を何がしか取り込もうと
設計されているようにも思える。一つの疑問は、同時公開オークションは、オークション主
催者に、補完的な路線サービスの価値をより多く取り込むことを可能にするか、どうかであ
る。二つ目は、追加的な路線編成費用がその利得を上回るかどうかである。三つ目は、封印
入札から公開入札への変更は弱気な入札者の参入を思いとどまらせ、共謀を容易にするかど
うかである。全体的な効果は不明確である。
出所：OECD（2003）「ノルウェーにおける規制改革：政府が提供するサービスや公的所有企業の市場化」
　機会主義的な行動を防ぐための基本的な改善策は、コンセッションを繰り返し行うようにする
ことである。その考え方は、関係者が機会主義的な行動をとれば、招来罰せられることがわかれ
ば、今日はそのような行動には出ないだろう、というものである⒃。しかしながら、ラテン・ア
メリカ諸国の調査結果が示すように、コンセッションはいつも繰り返し行われるとはかぎらな
い。また、政権交替が起こりそうなとき、すなわち選挙で敗北しそうなときには、政府の方が機
会主義的な行動にでる可能性もある⒄。
　契約保証（performance bond）やステップイン権利（step-in rights）は再交渉へのインセン
ティブを減少させるかも知れない。契約保証（民間事業者が供給義務を果たせなくなったとき、
連携銀行が公共主体に損害賠償を保証する制度）は、民間事業者が契約から逸脱するのを防ぐ一
つの方法であり、コンセッション授与後の交渉オプションを制限する。ラテン・アメリカ諸国に
おける水道のコンセッションでは、コンソーシアムのなかの幾人かの事業者は、当局との紛糾に
耐えられなくなったとき、コンセッションから退出していった。しかし、重要な事業者はそこに
留まり、コンセッションを維持させようとした。そこには、巨額な契約保証が呼び起こされるリ
スクがすくなからずあったからである。このコンセッションは1999年に放棄された（Gausch 
p.63）。それにもかかわらず、Gauche は、（a）契約の総価値の２％と、（b）最初の年度の年間コ
ンセッションの収入の20％を下回ることのない契約保証を要求した。
　ステップイン権利（step-in rights）は、コンセッションを授与された事業者が、特定の基準に
沿って活動できない場合、政府がコンセッションの運営を引き継ぐことを可能とする。この条項
は、当局に、直接介入を正当化するような契約違反を確認させることになる。すなわち、この条
項は、当局が民間事業者に警告を発すると、事業者が是正措置のとれる期間を設け、それが実行
されない場合には、介入の最大存続期間、また採用措置のタイプを特定しているのである。もし、
介入の最終時期になっても事業者が活動を再開する立場に立っていなければ、その契約は公共主
体の側の理由で破棄されることになる。コートジボワール（Cote d’Ivoire）における Burkina-
Faso 鉄道のコンセッションは、ステップイン権利を有していた。その条項によれば、事業者が
鉄道インフラの維持管理に関し十分に安全基準を満たしていない場合、国有企業が、当該事業者
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に対しヒアリングを行った後で、必要な対策を講じるよう要求できた。そうした対策が講じられ
ない場合には、事業者に警告が与えられることになっていた。15日を経っても事業者が何の行動
も行さない場合には、国有企業は、そのリスクと費用をコンセッション事業者が請け負うかたち
で必要な仕事を遂行できることになっていた。
　コンセッション契約は、次の新たな事業者が選定されるまで、従来の事業者が引き続きサービ
ス供給義務を負うという条項を含んでいる。このことは、政府が、例えば水道供給事業のような
基本的なサービスが止められる懸念があるため、事業者との契約破棄を躊躇するといった事態を
克服するのに役立つ。コロンビアでは、この供給義務が、コンセッションを統括する一般法によっ
てこ課されている（Klein, 1998b）。
３．４　コンセッション配分に関する結論
　結論からすると、コンセッションによる配分はきわめて重要である。配分を誤れば費用が掛か
り、それはいつも管理・運営権の売却で賄えるものではない。競争的なオークションは最も効率
的な事業者の特定を可能にする。それは、入札で最も高い値段でつけた個人／会社は、そのコン
セッションに最も高い価値を見出している者であり、概して最も効率的にそれを運営できる者で
ある、との考え方に立っている。だが、貧弱なオークションの設計は、こうした推論を脅かし、
またオークション主催者のほうがもっとも効率的な事業者を望まないこともある。さらに、多基
準が存在する場合、どの入札が「もっとも価値がある」のか、見分けるのはむずかしいかもしれ
ない。オークションは、共謀を妨げ、より多くの入札を奨励するように設計することができ、そ
れは実際にも重要な問題である。
　オークションの代替策には、同時的な再交渉、逐次的な再交渉、および美人コンテストがある。
経済学の理論によれば、オークションは同時的な再交渉よりも良い結果を生み出す。再交渉や美
人コンテストは、腐敗、裁量的な順位付け、および情実といった見方を生みやすい。とはいえ、
複雑な契約は、必ずいくつの交渉事項を伴うのである。
　契約の再交渉、とくに契約のなかの偶然性条項を超えたところで対処が必要となるような再交
渉は、競争的なオークションの利点を消去してしまう可能性がある。本質的に、その結果は、事
業者と政府の間の二者間交渉である。事業者が多くなると、政府が大きなリスクを負担している
ような契約は、再交渉の開始、ステップイン権利の提供、もしくはサービス供給の継続義務など
に要する費用を上昇させ、オークションの実施をためらわせるが、再交渉は一般的に行われてい
る。
４．コンセッション期間に起こる競争問題への取り組み
　コンセッションを授与される事業者は、通常、大きな市場支配力を持っている。競争法や他の
事業法の適用範囲や執行が、そうした事業者が市場支配力をどの程度行使するかを決定すること
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になる。加えて、コンセッション契約およびより一般的なコンセッションの関連法規も、特殊な
競争条項も持ち合わせているかもしれない。
４．１　競争法の適用範囲
　独立した競争当局によって執行されている競争法の適用範囲は、政府がコンセッションのある
側面については再交渉しないよう誘導することができる。例えば、もし競争法が不可欠設備への
アクセスに関し条項を定めていれば、事業者は、「不可欠（essential）」と認定された設備への第
三者のアクセスを認める必要があり、そこで競争当局が積極的に競争法を執行すれば、それは、
事業者が高額なアクセス料金を課すことで超過利潤を得ることがないよう、政府がコミットメン
トするのを支援することにもなる。また、競争法は、事業者がそれでもそのような行為を行う場
合、競争法はそれに対する救済メカニズムをも提供している。同様に、もしコンセッション契約
が、事業者が課すアクセス料金に言及していない場合にも、競争法を積極的に執行すれば、アク
セス料金に上限価格（cap）を課すことも可能であろう。例えば、コンセッションで発電を請け
負った事業者は、高額の託送料金（transmission fees）によって「ホールドアップ（hold up）」
状態になるかもしれない。これについては、競争法における市場支配力濫用の条項が、ホールド
アップ状態になるのを制限できよう。
　しかし、事後の法律執行だけに頼るというより、事業者が反競争的な行動をとるインセンティ
ブないし能力を減じたほうがより良い手法といえよう
　重要な市場環境セットの一つは、同一の会社が「不可欠設備」を持ちながらも、同時にそれへ
のアクセスを必要とする他のライバルたちと競争しているような市場環境である。例えば、ある
会社が港湾を運営しながら、同時に海運市場でライバルたちと競争するために一緒になって港湾
を使用するようなケースが、これに相当する。こうした会社は、能力を持っており、またつねに、
消費者厚生を減じ、競争を損なうようなやり方で、垂直統合されていないライバル達を差別しよ
うとするインセンティブを持っている。このした市場環境においては、「被規制産業の構造分離
に関する OECD 閣僚理事会の勧告（2001）」（OECD Recommendation of the Council concerning 
the Structural Separation in Regulated Industries（2001）、山本哲三訳「構造分離」日本経済評
論社、2002年）は、「参加国は、構造措置の便益と費用を行為措置のそれと注意深く比較考量せよ」
と勧告している。また、この勧告は進んで、「この比較考量は、とくに民営化、自由化、および
規制改革でなされるべきである」と述べている。コンセッションのケースに適用すると、このこ
とは、コンセッションの設計期間中、このことは、事業者が補完的な競争的活動において反競争
的な活動を起こすのを禁じるのに要する費用とその便益を検討することを意味しよう。
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BOX 18. 競争当局の入札者審査と通信事業への適用：メキシコ
　メキシコでは、コンセッションを授与する当局が、コンセッションを配分し、その管理・
運営を監督する権限を持っている。連邦競争委員会（Commission Federal de Competencia）は、
コンセッションの競争的側面や、オークションに対しても見解を述べる権限を持っている
が、それには法的拘束力はない。
　さらに、コンセッションを授与する前に、もしくはそれに関連した権利の委譲を正式に認
める前に、情報通信と鉄道輸送部門のために制定された規制スキームは、将来有望なコン
セッション保有者に関する CFC からの見解の検討が必要であると考えていた。オークショ
ンの参加者を評価する際、CFC は供給義務の問題と参加者の市場支配力を考慮していた。
　2001年には、Telmax の関連会社が長距離携帯電話サービスの許可を申請した。CFC は、
Telmax は長距離電話サービスの市場で市場支配的な地位にあるとの以前の判断に留意し、
関連会社をその市場参入を許可することは、状況を一段と悪化させると結論づけた。最終的
には、規制当局である COFETEL は、この申請を認める決定を下したが、いくつかの条件
を課した。
出所：メキシコによって提出された第６回世界競争フォーラム2006及び OECD2004への資料
　もう一つの重要な市場環境セットは、同一の企業が既にコンセッションの代替財を所有ないし
運営し、両者を支配して反競争的な行動ができるようになっている場合である。ここでは事業者
は、市場支配力を形成するようなやり方でコンセッションを集積できる。例えば、もし同じ海岸
線にわずかな港しかない場合、いくつかの港の管理・運営権を勝ちとれば、それが隣り合った二、
三の港であろうと、企業は価格を釣り上げたり、産出水準や品質を落とすことができる。こうし
た競争の減退には、設計段階で、一人の事業者が競合するコンセッションを保有することを禁じ
る場合の費用と便益を検討することによって対抗できよう。ただし、競争によるところの便益の
喪失については、見込まれる「規模ないし範囲の経済（economies of scale or scope）の大きさ
がそれと比較検討されるかもしれない。（補完財の開発できるようなコンセッションとオーク
ションを設計する必要があることは先述している。）
　ここで生じる一つの問題は、競争法とよりコンセッションに特化した法律やコンセッション契
約との連関である。例えば、競争法の適用範囲がうっかり狭められることのないように注意が必
要である。経済学の観点からは、例えば政府によるコンセッションのような法的独占権の配分は、
反競争的な行動はそれほど有害ではないということを意味していない。実際、法的な参入障壁は、
そうした反競争的行動が一段と効率的になることを意味している。「規制の品質とパフォーマン
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スの向上に向けた OECD の指導原理（The 2005 OECD Guiding Principles for Regulatory 
Quality and Performance）」によれば、「証拠によって公共の利益は他のもっと良い方法でもた
らされることが示されない限り、競争法の適用範囲における部門ギャップを排すべきである。競
争法の執行、競争を促進する分野別規制、および通商の自由化は、一貫性を保てるように調整さ
れるべきである」。この問題は、以下で述べるザンビアの港湾コンセッションで提起された。そ
こでは、事業者は、競争・公正取引法（Competition and Fair Trading Act）の３条（f）項に基
づき競争法からの適用除外を要求した。それは、政府が当事者になるときは、すべての事柄を競
争法から適用除外できると規定していた。この訴えに対する最高裁の判決は競争法はコンセッ
ションにも適用可能であることを含意したものであった。（出所：競争に関する第５回世界フォー
ラム）
BOX 19. 事業者の合併事例：アルゼンチンの港湾ターミナル
　1994年、Buenos Aires と Puerto Nuevo の港湾の一つで六つのターミナルの長期間（18～
25年）のコンセッションに関し、オークションが開催された。政府は、競争を維持できるよ
うな市場構造を創造するため、オークションに以下のような条件を課した。すなわち、入札
者は一つ以上のターミナルに入札が許可されたが、その選好を示さなければならず、そのう
えで一つのターミナルにのみコンセッションが授与された。しかし、この条件は遵守されな
かった。ターミナル２に対し最も高い入札額を入れ、ターミナル１に二番目に高い入札額を
入れた入札者は、ライバルの入札者に対しターミナル１の授与を求めた。問題が裁判システ
ムで進むことによる遅延を避けるために、政府は当該入札者に合併を許し、ターミナル１と
２のコンセッションに関し共同授与を認めることに合意した。
　2001年には、アルゼンチンの反トラスト委員会は、世界で最も大きい海運会社の一つであ
る Maersk Sea Land によるターミナル４の取得を認可した。反トラスト委員会は、ターミ
ナル４は Puerto Nuevo においてわずかなシェア（８％）しか持っておらず、代替する港も
ないため、Maersk は市場に対する独占権を獲得できないだろうと判断した。
出所： Trujillo, Lourdes and Tomas Serebrisky（2003）「市場支配力を持った港：民営化後の合併のケーススタディ」
Note no. 260民間部門に対する公共政策、世界銀行、３月
　競争法の執行は、コンセッションにより権利を与えられる法的な独占体（あるいは、寡占）が、
便益のために、少なくとも一部は利用者の利益のために効率性を増進させるという、意図された
役割を実際履行するのに、重要な役割を果たすのである。
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４．２　規制
　規制当局は、事業者が市場支配力を開発・強化するのを抑制するため、しばしばその手段とし
て価格規制を行う。この一般的なルールの例外は、すなわちコンセッションで非規制の独占体を
認めるのは、収益の増加、もしくはナショナル・チャンピオンの保護が、経済効率性や消費者厚
生に優先するか、規制が実行不可能であるときに生じる。事業者はまたアクセス規制を課される
かもしれない。すなわち、規制された条件のもとで、非統合的なライバル企業に不可欠設備への
アクセスを提供しなければならないのである。規制条項には、提供されるべきサービス品種、供
給義務、利用者の公平な取り扱い、およびサービスの継続性など、公共サービスの供給義務につ
いての詳細な規定を含むこともある。
　分野別の法律やそれを執行する機関も重要なポジティブないしネガティブな役割を果たす可能
性がある。規制当局は、競争法の下でよりも、より素早く、かつ費用をかけない方法でアクセス
をめぐる紛糾を解決し、アクセス料金を設定することができる。しかし、そのためには当然のこ
とながら、規制当局は専門的な能力、十分な資源、および意思決定の透明性を含むポジティブな
属性を持つ必要があるし、訴訟手続きや被規制産業からの独立性も要求される。（「規制品質とパ
フォーマンスのための2005年 OECD ガイディング・プリンシプル」（上述の「規制の品質とパ
フォーマンスに関する OECD 指導原理［2005年）」を参照）。ある企業が商業的に活動している
分野の規制者である場合がそうであるように、規制当局が商業的に利害関係を有している場合に
は、当局の決断はより広範な公共政策の利益を反映することはないのである。
　通常、二つのタイプの規制、公正報酬率規制とプライスキャップ規制が適用されている。前者
のタイプでは、規制当局は規制がかかったサービスを提供するのに必要な資産に価値を割り振
り、そうした資産に公正報酬率を設定し（同様のリスク特性を持つ資産に対する補欧州率がしば
しば市場ベースで決定されている）、この資本報酬率と規制者が事業者に価格への転嫁を認めた
費用の両方を十分に回収できるような価格を設定するのである。後者のタイプ、プライスキャッ
プ規制では、規制当局はサービスの上限価格を設定する。そこでは規制当局はしばしば事業者が
コントロールできないような費用の変化を、またコントロールができる範囲内での効率性の実行
可能な改善期待値を補償するための自動調整システムを持っている。また、この規制は事前に設
定された見直し時期を伴っている。（同類のものには、個別の価格間に特定の関係を要求するこ
とがある一方で、サービス・バスケットに上限価格を設定するものもある。前者の例を挙げれば、
同一のサービスを提供するのに、設備へのアクセス料金（卸料金）よりも、小売価格のほうが、
少なくともより費用がかかっている分、高額で設定されるべきである。事業者にとっては、プラ
イスキャップ規制よりも、公正報酬率規制の方がよりリスクが少ないように思える。なぜならば、
公正報酬率規制の下では、規制当局は費用の変化を反映して価格を調整することになるが、プラ
イスキャップ規制の下では、そうしことは行われないからである⒅。
　アクセス規制は、事業者が垂直的関連のある市場で供給を行う場合に必要となる。特に、事業
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者は、垂直統合された事業で自分に有利になるような差別化を行ったり、非規制な垂直統合市場
で利潤を確保することによって、自然独占の規制を逃れようとするかもしれない。ここでは、垂
直統合の禁止が解決策になるかもしれないが、それには範囲の経済性を失うことによる潜在的な
コストもかかる。加えて、例えば鉄道に対する鉱山、港湾に対する船荷主がそうであるように、
最も効率的な入札者は垂直的な市場における最も名門の事業者であるかもしれない。彼らは、品
質や効率性の改善に対し特別な洞察力を持っている。したがって、彼らを入札から除外すること
は、一般的に効率性を損なうことにつながるのである。さらに、独占体が引き続き運営する場合
には、それは港湾会社であったり、その港湾にアクセスしている唯一の鉄道会社であったりする
が、二つの独占的な事業を同一のコンセッションに纏めるほうがより効率的である。これは、い
ままでは参入者は同時に両事業が要求する水準で参入すればすんだため、参入障壁の上昇をもた
らすが、これは実際にはインパクトを持たないかもしれない。参入の可能性があるようなら、コ
ンセッションの必要性などないからである。また、垂直統合はホールドアップ問題や、投資やス
ケジュールの未調整などから生じる非効率を減ずることにもなろう。
BOX 20. 港湾アクセスにおける市場支配力濫用の事例：Mpulungu 港
　ザンビアの Mpulungu 港とザンビア港を25年間管理・運営する権利の入札が、ザンビア内
閣によって行われ、1997年にそれが授与された。その合意は、五年ごとの見直しを定めてい
たが、その合意が打ち切られるような反競争的な行動については定めがなかった。
　事業者は、港湾運営者であることに加え、その港湾を使用する七大海運会社の一つでも
あった。船舶の積量で見ると、そのシェアは全体の約50％であった。利用可能な代替輸送手
段はなかった。
　コンセッションの合意は、事業者に完全に自由な価格設定権を与えると同時に、事業者は
自分自身にアクセスを提供するのと同じ条件で他の会社に対してもアクセスを与えなければ
ならないと定めていた。港湾は原則的に省庁によって規制されていたが、最高裁は当該省庁
によって「首尾一貫した監督権の行使がなされていない」と判断した。
　ザンビア競争委員会（Zambia Competition commission）によって実施された調査は、事
業者が、海運市場においてライバルを害するさまざまな行動に従事することで、市場支配的
な地位を濫用していることを明らかにした。事業者は、荷積み船のスペースを不公正に配分
したり、搭載される積荷タイプを不公正に指図したりしていることが判明したのである。そ
れは収益性の高い市場の、需要が大きい製品に関し、競争を排除する効果をもっていた。さ
らに、排他的な使用のために港の倉庫を予約したり、他にも反競争的な行動をとっていたこ
とが判明した。また、管理・運営権を取得した後、二週間で、事業者はコンサルテーション
や通告なしに、貨物運賃を46％も引き上げた。
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　ザンビア競争委員会は、競争法の自主的な順守を求めた。
出所：第５回世界フォーラム、Zambia DAF/COMP/GF/WD（2005）p.21
５．コンセッションの設計
　コンセッションの設計は、コンセッションの授与に際してなされた議論や契約期間中に起こる
競争問題によって制約を受ける。この節では、事前に、かつ一般的に確認されている問題のいく
つかに分析の焦点を当てることにする。
　しかしながら、そのチェックリストに完全なものはない。コンセッションの難しさは、各々の
状況が異なっていることである。特有の物的、歴史的、もしくは政治的な制約が考慮されなけれ
ばならない。過少投資が巨額に及ぶと、かなりの継続的な補助金が必要となろう。とりわけ、利
用者の予算を安定させるため料金を急激に引き上げることができない場合やコンセッションがあ
きれるほどに低いコンセッション使用料しかとらない場合に、そうなる可能性が高い。雇用を維
持するという政治的コミットメントも、コンセッション授与のプロセスを非効率にしても、コン
セッション条項にそうした効果を含まなければならないことを意味する。第二の政治的な困難性
は、巨額なコンセッション使用料を得られるようにそれを設計する圧力が働くことである。それ
は、不当な排他性や期間のない契約によって、また寛容すぎる規制制度によってなされるかもし
れない。こうした但し書きに注意しながら、その設計については以下のポイントを考慮すべきで
ある。
・入札者の数
　いくつかの情報通信市場がそうであるように、競争が実行可能なところでは、一般的に多くの
コンセッションは競争を促進することになろう。多くのコンセッションが、「大見出し」で低額
のコンセッション使用料を謳っても、今日の低額契約が明日には低額のサービス料金が納税者に
便益を与えるなどと説明するのは困難である。もし参入しそうな入札者の数が、通常よりも少な
いと思われる場合には、オークションのルールやコンセッションの設計の再点検を行うことが適
切である。潜在的な効率的事業者は粗末な設計によって参入を思いとどまるのである。
・排他性
　ある種の事業者を競合者の参入から保護するやり方はトレードオフに直面する。非排他性は、
参入者からの競争圧力を認めることにつながる。とくに、市場が誤って自然独占のラベルを貼ら
れたり、技術的なあ変化によって自然独占性がなくなった場合に、これは当てはまる。しかし、
次のような場合には、排他性が必要となる。例えば、公共サービス義務が他の経営資源というよ
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り内部相互補助で賄われている場合が、それである。また、排他性は、それが引き続き再交渉や
資本コストの問題が引き起こすようなときには、コンセッションのリスクを軽減することもある。
・契約期間
　コンセッションの期間を決めるときにも、トレードオフが存在する。長期のコンセッションは、
事業者に、コンセッション当初の設備維持のための投資を含め、長期投資を行うための適正なイ
ンセンティブを形成する。これに対し、短期のコンセッションは、既存事業者が次回のコンセッ
ションでも、他の入札者に対し優位な立場に立つといった問題だけでなく、コンセッションの末
期に近づくと投資を行うインセンティブが十分には働かないという問題を引き起こす。だが他
面、短期のコンセッションはより頻繁に競争入札をもたらす。そのことは、参入を容易にし、競
争の増進による便益が即座に反映させるのを確実にしよう。また、短期のコンセッションは、事
業者というより、政府による不確実性を増大させる。補助金の削減、コンセッション使用料の増
加などが、それである。
・水平的な範囲
　コンセッションがさまざまな幅を有する場合、例えば、同一のサービスを提供するのに一つま
たは複数のライセンスがある場合、もしくは同じ海岸線に一つまたは複数の港湾がある場合で、
そのうえそれらが代替関係にある場合には、代替的な設備を運営する多くの事業者を有する「市
場のなかで」、競争が促進されることになるであろう。そして、多様な事業者がいるということは、
もし当局が入札費用を削減すれば、「市場に向けた」競争を促進することにつながるであろう。
しかし、これは、規模の経済性ないし範囲の経済性とトレードオフの関係になるかもしれない。
例えば、近隣地域の情報通信ライセンスのように、コンセッションが補完財となるようなかたち
で部分的に分割可能ならば、法令でより効率的な結果を生み出せないか、検討されて然るべきで
ある。この場合には、政府がコンセッションの範囲を定義し、市場ないしオークションが入札者
に補完財の価格づけを行わせることになる。
・垂直的な範囲
　上流や下流で競争が実行可能な場合、範囲の経済性は小さく、効果的なアクセス規制はむずか
しい。この場合には、事業者に垂直的に関連した市場で運営を禁じる方がより効率的かもしれな
い。しかし、これに対しては、それが入札者のコンセッションに対してもつ効果が比較検討され
なければならない。なぜならば、もっとも効率的な入札者は垂直的な市場で長く経営を行ってき
た企業であるかもしれないし、そのような企業は品質と効率性の改善について、特別な洞察力を
持っているかもしれないからである。
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・範囲の経済性
　さらに、競争が実行不可能な場合の活動の間に範囲の経済性がある場合、例えば港湾とそれに
アクセスする唯一の鉄道のように、二つの活動を同一のコンセッションにまとめるほうがより効
率的かもしれない。このことは、ホールドアップの問題や投資やスケジュールの未調整から発生
する非効率の問題を減少させよう。
・競争法
　競争法は、経済全体に適用されるように、コンセッション授与のプロセスやコンセッションを
勝ち取った事業者にも適用されるべきである。
・規制構造
　潜在的な事業者が直面する不確実性を減少させるため、コンセッションの授与に先立ち、適正
な規制構造と規制当局が準備されて然るべきである。例えば、ユニバーサル・サービスの要求、
利用者料金の引き上げに関する制限、特定される特殊な「社会的」料金、およびそれを計算する
ための客観的な公式など、企業の収益性に影響を与える諸要素は前もって規定されているべきで
あり、それによって潜在的な事業者が入札額を計算し、交渉戦略を練れるようにすべきである。
また、規制当局は、質の高い執行を確保し、政治的機会主義を排除できるよう、十分な自律性と
執行能力を持っていなければならない。さらに、異なるリスク配分という問題も含め、プライス
キャップ規制と公正報酬率規制のトレードオフも考慮されるべきである。
・配分メカニズム
　コンセッションの設計は配分メカニズムを考慮に入れたものでなければならない。例えば、
オークションがコンセッション授与に用いられる場合、再交渉の余地をなくすため、競争が起こ
らないところを含めすべての次元が規定されるか、そうでなければ、規定に向け準備がなされる
べきである。オークションが用いられない場合には、事業者の選定で情実が入ったり、腐敗が発
生するのを防ぐため、設計の前段階がもっと重要となる。潜在的な入札者の排除が許される場合
には、そうした排除がもたらす結果を検討すべきである。その際には、それが、結果的に市場支
配力やオークションの競争に及ぼす影響を銘記すべきであろう。両者は直接的な効果であるが、
またそれが弱気な入札者の参加決定に影響を与えることも考慮すべきである。
・紛争⒆
　契約では曖昧さをできるだけ避けるべきである。契約は、資産の取り扱い、投資評価、成果指
標、料金調整・見直し手続きやガイドラインを、定義すべきである。また、契約には、早期のコ
ンセッション終了に対する罰則や基準、紛争の解決手続き、再交渉に関する上手に設計されたト
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リガ─戦略（triggers）を含めるべきであろう。いかなる再交渉の要求に対してもかなりの料金
を課すことを、また再交渉が事業者に有利に決定された場合には、賠償を要求することも考慮に
入れるべきである。再交渉は、可能な限り透明であるべきである。おそらく、外部の専門パネル
を使い、それが規制当局や政府の分析や意思決定に役立てば、またそれが時宜に適っていれば、
調整に関し、公衆への十分な説明が行われることになろう。
・規制会計
　規制当局による費用の取り扱いや配分、投資、資産ベース、収入、関連事業者との取引、経営
者の報酬、および操業上および金融上の諸変数などについて曖昧さを削減するため、すべての資
産や負債について適切な規制会計原則が設けられるべきである。
・変化
　入札者は、自分の提出した入札に拘束されるべきである。最初の料金改定は、不慮の出来事が
起こった場合を除き、例えば五年といった一定期間経過した後になさるべきである。また契約に
は、事業者に対する罰則を含んだものでなければならず、政府が一方的に契約を変更する場合、
事業者への補償額の支給をも規定していなければならない。
６．結論
　競争当局は、コンセッションの多くの段階で重要な役割を果たしている。
・第一に、コンセッションは、ある分野の広範な規制改革の中で授与される場合が多い。その
ような改革はしばしば、サービス目的や収入源の問題の明確化を含み、それゆえコンセッ
ションの設計で対処しなければならない内部相互補助を暴露することにもなる。改革はま
た、コンセッションが授与された後の長い期間、当該部門はどのように統治されるべきかと
いう問題への取り組みも含んでいる。競争が実行可能で、望ましいところはどこか、どのよ
うな分野特殊の法律・規制機関が制定・確立される必要があるのか、競争法の適用の是非や
範囲が検討されることになる。競争当局は、この段階ではより効率的かつ競争的な規制改革
について、唱導することができる。
・第二に、競争当局はコンセッション契約のより競争的な設計について唱導活動を行うことが
できる。例えば、弱気の入札者の参加を奨励したり、再交渉の意図をくじくような条項を認
定することができる。
・第三に、規制当局は配分メカニズムのより良い設計について唱導することができる。コン
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セッションがオークションによって配分される場合には、より多くの参入者の参加を促し、
共謀を思いとどまらせるような条項を認定することができる。オークションによらない場合
にも、規制当局はより効率的な応募者の認定に向かたメカニズムを推進することができる。
・第四と第五に、競争当局は、オークションの期間中とその後のコンセッション期間中に、競
争法が、オークション期間中の共謀を阻止・起訴するのに、また事業者による支配的地位の
濫用を阻止するのに、重要な役割を果たす。配分プロセスでも、競争当局は、コンセッショ
ンが授与されたら強力な市場支配力を持つ企業を入札から排除する役割を果たすはずである。
　競争入札は、他の条件が等しければ、多くの条件の下ではあるが、もっとも効率的な供給者を
選定し、もっとも大きな財源を調達する可能性がある。しかし、粗雑な設計は、その効率性を損
ない、再交渉はその利点を喪失させかねない。
　再交渉は、コンセッション契約の不完全性ないし機会主義にその起源を持っていよう。その契
約は、何十年にもわたる費用と収入は事前には完全には分からないという不確実性のため、必ず
や不完全なものとならざるをえない。コンセッションは、コミットメント問題を提起する。長期
にわたり巨額な埋没投資が回収されなければならない一方で、政府はサービスを維持ないし改善
すべきであるとの圧力にさらされるからである。だが、再交渉は、それが契約の不完全性による
ものであれ、機会主義によるものであれ、競争入札の便益を相殺しかねない。すなわち、再交渉
では、オークションの勝者は、本質的に、最高の交渉者であるかもしれないが、最高のインフラ
運営者ではないのである。要約すると、上手に設計されたオークションのような効率的な配分メ
カニズムと、最終的な契約に至るまで信頼に足るコミットメントを確保できるような制度調整の
両方が必要なのである。
　コンセッションの期間中に発生する競争問題は、資産所有者というよりコンセッションを授与
された事業者の在り方によるものであって、この点に本質的な差異はない。こうした競争問題に
は、設備アクセスの拒否によるライバルの締め出しや支配的地位の濫用による価格設定などが含
まれている。競争法の効果的な執行は、効率性と利用者料金に関するいわば両方の目的を実現す
るようなコンセッションを促進するのである。
注
⑴　この注はインフラのコンセッションに焦点を定めており、天然資源開発のコンセッションという重要なト
ピックには触れない。
⑵　契約は、それが複雑で、すべての偶発事項を特定できない場合、不完全なものとなる。もちろん、すべての
契約はある程度不完全である。裁判所や他の裁定手段は、「そうしたギャップを埋める」ためのものであるこ
とを意味している。
⑶　フランチャイズか、自然独占の規制かを決めるとき検討されるべきウィリアムソン（Williamson）の七つの
要因は、以下のとおりである。「（1）消費者に直接問うことによって、彼らの選好を確かめ、それを集計する
─　　─80
のに要する費用、（2）スカラ─入札の有効性、（3）技術の発展度、（4）需要の不確実性、（5）既存供給者が取
得している固有のスキルの度合い、（6）長期に使用されている特殊設備の程度、（7）機会主義的な陳情に対す
る政治プロセスの影響の受けやすさと、その傾向が代替的な規制様式を決定すること。（p.76）
⑷　ラテン・アメリカ諸国は、コンセッションに関してわずかな経験しか持ち合わせていないが、コンセッショ
ンは早い時期から始まり、その地域は世界銀行のエコノミストのユニークかつ包括的な研究対象となっている。
⑸　分割不可能な単一財が存在すると仮定する。また、リスク中立的な、対象物件の潜在的な買い手が、所与の
人数あり、各自が自分にしかわからない私的なシグナルを持っていると仮定する。そのシグナルは、共通の、
強い意味で増加的、連続的な分布のから独立に抽出されたものである。このとき、（1）財が最も高いシグナル
を持つ買い手の手に渡り、（2）もっとも低いシグナルを持っている入札者の期待余剰がゼロであるようないか
なるオークションも、同一の期待収益をもたらす（Klemperer、p.17。彼はまた、これが定理のもっとも一般
的な規定ではないと注記している）。私的価値モデルでは、入札者の評価値は自身のシグナルにのみ依存する。
これに対し、純粋な共通価値モデルでは、実際の評価値はすべての者にとって同一だが、入札者はさまざまな
シグナルを、したがってさまざまな私的情報を持つことになる。
　この条件が満たされないとき、例えば、入札者の側がリスク回避的であり、かつ情報が独立ではない場合、
異なるオークションはもはや同値の期待収益をもたらさない。
⑹　その論理は以下のとおりである。競り上げオークションは、二番目に高い評価値を持つ入札者が脱落したと
きに終了する。彼は、自分の入札額がその評価値をちょうど超えた時に脱落する。そのため、落札者は二番目
に高い評価値にほんの少しを加えた額を支払えば済む。すべての者が２位価格封印入札オークションで自分た
ちの評価値を入札する場合、落札者は二番目に高い評価額を支払うことになる（定義）。しかし、入札者は、
彼らの評価値をそのまま入札するであろうか。もちろん、評価値以上は入札しないであろう。また逆に評価値
よりも低い額で入札していても、それは彼の勝つ確率を引き下げるばかりか、もし勝っても支払う価格を引き
下げはしないであろう。もし彼が自分の評価値よりも低い価格を入れた者に敗れたりすると、彼はその入札を
後悔することになろう。すなわち、もし彼がそれを知っていれば、彼はコストをかけず入札額を彼の評価値ま
で上げていたはずである。
⑺　コースの定理（1960）は、「法的責任がどのように割り振られていようと、もし情報が対称的で取引費用が
かからないのであれば、資源の最適配分は市場メカニズムを通していつでも達成されることを断言している」
（Tirole 1989）。しかしながら、他の論者は、所有権の最初の割り当てが、交渉によって達成される実行可能
な配分に、実際には制約を加えていると考えている（Varian 1987）。
⑻　PCS、すなわち個人的な通信サービス（Personal Communication Service）は、カナダと米国のデジタル携
帯電話において使用された1900MHz の無線周波数帯の名称である。
⑼　これは逆説的ではない。三つのライセンスが売りに出されており、ある入札者は市場に参入するためにその
二つを必要としていると仮定して見よう。もし、その入札者が既に一つのライセンスを所有しているならば、
残る二つは代替物である。もしその入札者がまだライセンスを所有していなければ、それらの二つは補完財と
いうことになる。
⑽　入札者が対称的であるというある仮定は、かなり厳しい仮定である。入札者が非対称的な場合、最適な交渉
はそこから外れる入札者のいるオークションより、一段と高い期待収入をもたらす。Bulow＝Klempeler（1996
年）は、一定の仮定のもとで、N ＋一人による入札は、N 人の入札者とのいかなる交渉より高い価格をもたら
すことを証明した。売り手が N 人の入札者と交渉でき、他方で同時に留保価格なしで、追加的な入札者を有
する競り上げオークションを開催する権利を保留している場合には、売り手は交渉を飛ばし、直接オークショ
ンを開催することで、常により高い収入を得ることを証明したのである。その条件とは、入札者がリスク中立
的であり、彼らの価値関数が対称的であること、また彼らのシグナルが独立であり、入札者のもっとも低い評
価値が売り手の供給コストを上回ること、さらに、より高いシグナルを持つ入札者はより高い評価値を持つと
いうことである。
⑾　ゴミ収集（refuse collection）に関する実証的な研究は、交渉と比較して競争的な入札は20％のコスト削減
を生み出すと推定している（Dornberger, Maedowcroft and Thompson 1986,「競争入札と効率性：ごみ収集
のケース」Fiscal Studies 7: 69-87, Guasch における引用）。
⑿　再交渉に関して、ここでは当初の契約と財政インパクトにかなりの変化を与えるものに限って言及する。例
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えば、インフレーションのために要求された料金の調整、定期的な料金改定、および再交渉事項として契約書
でカウントされている、デノミのような偶発事による調整などは、ここでは触れない。
⒀　プロビット（probit）という用語は、「確率単位（probability unit）」を意味する。プロビット分析は、従属
変数が二つの確率値しかを取らないデータを分析するのに用いられる。ここでは、再交渉が「あった」、もし
くは「なかった」のいずれかである。プロビット分析は、例えば規制当局の存在といった具合に、どのような
独立変数が従属変数（例えば、再交渉）に影響を与えるもっとも重要なのか、それを発見するのに役立つ。伝
統的な線形回帰モデルは、独立変数 x のタームで従属変数 y を、y = α + βx + ε といったように説明する。だ
が、これに対し、プロビット・モデルは変数 y の確率分布を、prob（y = 1）= f（x）のように説明する。ここ
で y は０か１の値を取ることになる（Kennedy, 2003を参照）。
⒁　公正報酬率規制の下では、事業者はしばしば規制ラグや平滑化を通して、費用の変動を消費者に価格転嫁す
ることがである。対照的に、プライスキャップ規制の下では、事業者は、概して費用の変化を反映する価格調
整ができない。
⒂　コンセッションは不完全契約である。例えば、契約者のどちら側も契約署名時に、約束されたサービスを提
供するためのコスト、合意された料金で需要されるサービス総量を知らないし、また収益性に影響を与えるい
くつかの他の変数についても正確には分かっていない。第二に、契約書に全ての偶発事を記載するにはコスト
がかかりすぎる。第三に、モニターにも費用がかかり、また裁判所のような裁定者が契約書に記載されている
行動や偶発事を確かめるのは不可能かもしれない。結論は、政府と事業者は、契約の不完全性を考慮に入れて
交渉する必要がある、ということである。
　問題は、再交渉が、解決済みの不確実性を、限度を超えて契約に組み入れようとするときに生じる。埋没投
資をしてしまえば（文字通り地面の穴掘りから、特定サービスの提供を期待している有権者への備えまで）、
事業者の交渉力は変化することになろう。
⒃　遅れずに以下の議論を前倒しに行えば、機会主義的な行動は防ぐことができる。その理論とは、次の三点で
ある。第一に、「最終的な」コンセッションないし年度が存在しないこと（すなわち、「最終的な」期間になる
と思えるほどの十分に期間が与えられていないこと）。第二に、戦略的行動が、契約締結直後に、当事者の間
で相互に起こること（もしくは、将来利潤の割引率がかなり低いこと）。そして第三に、一貫した機会主義的
な行動から得られる収益が、ルール通りに行動して得られる収益よりあまり大きくないこと、である。
　単純な、想像できる例を提示するために、装置会社（widget company）「W」が、地方自治体の装置産業の
コンセッションを授与するためにしばしば入札を行っている状況を仮定しよう。また、何百もの地方自治体が
コンセッションの経験を共有しており、コンセッションは常に、例えば10年続くものと仮定しよう。2005年、
「W」は地方自治体「M」との契約の再交渉を機会主義的に検討するかもしれない。しかし、もし「W」がそ
れをすれば、他の地方自治体はそれを学習するであろう。彼らは「W」が同じことをしようとするだろうと疑
い、将来のオークションから「W」を締め出そうとするであろう。もし多数の地方自治体がそうすると、「W」
がコンセッションをもはや手に入れることができないことによる損失は、彼が「M」との再交渉で得る利益よ
りも大きくなるであろう。「W］は「M」と再交渉さえしなければ、コンセッションで勝っていたかもしれな
いのである。
　しかし、ここで「W」に対し競争者がほとんどいない状態を想定しよう。すると、上の議論は崩れる。「W」
の入札資格の剥奪が、二人の危険を孕んだ競合者しか残さないのであれば、他の地方自治体は「W」の資格を
剥奪しないかもしれない。その場合には、「W］は、まさに市場支配力を行使する追加的な方法として、機会
主義的に再交渉を行うことに利益を見出そう。
⒄　再交渉に関する懸念は、Engel, Fischer, Galetovic（2001）による「収益の最小現在価値（LPVR, least pres-
ent value of revenues）」という基準の開発をもたらした。この基準は、再交渉の必要性を証明するものである。
ここでは、政府は最高料金と割引率（固定レートないし変動レート）を設定する。入札者は将来受け取る総収
益の現在価値を入札し、その額が最も低い者が落札することになる。いかなる収益の減少も、コンセッション
期間を延長によって自動的に補償される。いったん勝者が LPVR を受け取ると、コンセッションは終了する。
このアプローチは、サービスの品質が需要水準に影響を与えないところで、よく用いられている。だが、契約
期間の不確実性が、資本コストを上昇させることになるので、このモデルは広範には採用されていない。
⒅　しかし、二つの主要な規制タイプは、見た目ほど異なるものではないかもしれない。良く知られた観察によ
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れば、二つの規制制度の下での資本の期待リターンは、リスクプレミアムにより異なるというものである。プ
ライスキャップ規制の下での資本収益は、二つのメカニズムによって影響される。第一に、そこでの投資は、
将来投資を惹きつけるために、最低でも市場収益率を稼ぐ必要がある。第二に、政府は被規制企業が市場収益
率以上に稼いでいる場合、政治的な問題に直面する。これら二つの影響は、プライスキャップ規制の下での資
本収益率が、公正報酬率規制の下での資本報酬率にリスクプレミアムを加えたものに近づくことを意味する。
プライスキャップ制度の下で、より多くのコスト要素が費用転嫁カテゴリーに移されるにつれ、それは公正報
酬率制度に近づいていく。同様に、プライスキャップ制度の下で見直し期間が短くなるにつれ、それは公正報
酬率制度に近づいていく。
⒆　ここでの資料と箇条書きの多くは、Guasch, pp.19-21から引用したものである。
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　「2006年10月、OECD 競争委員会は入札市場における競争について検討した。競争当局はオー
クションについてさまざまなルートで関心を抱くようになった。競争を唱導する観点から、競争
当局は、政府の他の官庁に対し、効率性を改善するために、すなわち競争度を高めるために、ど
のようにオークションを設計すべきか、助言することができる。競争当局はオークション市場で
行われている企業間の合併および合意についても評価するができる。また、競争当局はオーク
ションでの共謀と支配的な地位の濫用についても、懸念を抱くことがある。
　公式なルールがノイズ（noise）を減らし、競争者間のコミュニケーションをより容易にする
ため、オークションは、通常の「公開価格」（posted-price）市場と比較し、共謀を助長する可能
性がある。しかし、オークションの設計次第で、共謀を減らし、オークションへの参加を促すこ
とができる。したがって、オークションの設計は、ロビー圧力の対象になりうる。だが、オーク
ション主催者も、戦略的に行動し、競争が促進できるようなオークション形式を選択することが
できる。
　理論文献から得られる、効果的なオークション設計のための基本的な対処法は、次の二つであ
る。一つは、入札者に対して、評価値を、入札額だけではなく支払額も考えて、正直に表明する
ように導くことであり、もう一つは、各々の参加者に対し、入札前の利用できる情報を最大化す
ることである。」
入札市場における競争
OECD競争委員会事務局による総合評価
　ラウンド・テーブルでの議論、政府代表者たちの報告書、およびバックグランド論文から、い
くつかの重要なポイントを指摘できる。
１．入札市場における合併分析
（1）　「入札市場」という用語は、通常の市場競争では理解できない。
　「入札市場」の定義は、一般的に以下のような概念を含んでいる。
・ 「勝者の一人勝ち」。すなわち、供給者はすべてを得るか、もしくは一切得られないかである。
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したがって、提示される価格と販売数量の間に滑らかなトレードオフは存在しない。
・「一括的な競争」。すなわち、各コンテストは、一期間における一人の供給者の総売上高と比
較して大きい。
・「すべてのコンテストは新しいコンテスト」。言い換えると、一つのコンテストの結果が他の
コンテストを決定するといった「ロックイン」は存在しない。
・「新規供給者の当該市場への参加が容易である」こともある。
・入札プロセスを伴う。
　上から三つの特徴を持つ市場は、ベルトラン価格設定で見られるものであり、実際に競争の結
果を保証するには二人で十分である。上から四つの特徴はコンテスタブルな市場に類似してお
り、そこでは一人もしくは多くの潜在的な供給者がいれば、競争の結果を確保するのに十分であ
る。入札プロセスを利用するかどうかは、関係がない。入札プロセスを含む市場は、必ずしも他
の四つの特徴を必要としない。したがって、入札プロセスを利用する市場が、ベルトラン競争な
いしコンスタブル市場から得られる特徴を持っているとは仮定できない。すなわち、入札者たち
が市場支配力を持ち、その支配力が簡単に浸食されるとは思えない。
（2）　合併分析が入札プロセスの存在によって大きく変わるわけではない。入札プロセスが利用
される市場も、ほかの市場と同様の経済的な力に従うことになる。どんな合併分析でもそう
であるように、競争上の制約を理解することは重要である。合併当事者はそうした制約に従
うべきである。また、経済モデルの選択を実際の市場環境分析で基礎づけることも重要であ
る。合併分析に用いられる競争当局のほとんどの手法は、入札プロセス市場に対して頑健
（robust）であり、良い結果を提供すると考えられる。
　既存の市場シェアは、入札の有無に関係なく、必ずしも将来の競争について情報を与えてくれ
るものではない。事前の競争と事後の市場シェアというかたちで概念を区分するのが有益であ
る。また、事後の市場シェアは、必ずしも入札市場での競争の激しさを反映するものではない。
　重要なポイントは、将来的な入札機会において信頼できる入札者を見分けることである。これ
は、既存および潜在的な競争の標準的な分析と、同様である。潜在的な入札者が識別され、参入
障壁が評価される。各潜在的な入札者が等しく将来の入札競争の勝利になるとは限らない。
　既存事業者が優位性を持つところでは、すなわち過去に特定の顧客に販売したことで将来にも
彼に販売できるようなところでは、既存の市場シェアが大きいということは、通常、市場支配力
を持っていることを示すものでもある。
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　SSNIP テスト「小幅であるが、有意かつ一時的でない価格引上げ」テスト（“small but sig-
nificant and non-transitory increase in price” test）を用いた市場の画定は、時々、二つの理由
で入札プロセスを持つ市場においてその適用が難しくなる。第一に、価格は契約ごとに異なる可
能性があるからである。同じことは、価格が契約ごとに別々に設定されるような他の市場にも当
てはまる。第二に、SSNIP をそれに加算できるようなはっきりとした価格がないことである。
なぜなら、競争は連続的というより、同時に起こるからである。これらの困難にもかかわらず、
SSNIP テストの根底にある代替性の概念は、関連市場の画定に利用できる。非価格要因は、需
要と供給の両方で、代替性の大きさを測るのに役に立つ。非価格要因には、とりわけ製品の特性
と用途、独自の生産設備ないしプロセス、個々の購入者、販売者の専門知識、および業界関係者
の意見などが、含まれる。
　製品差別化がなされている市場での合併効果分析は、合併当事者間に競争があるかどうか、す
なわち彼らは相互に重要な競争上の制約を課しているかどうかをめぐり展開される。合併当事者
の製品が彼らの第一および第二の選択肢であるような、また合併が競争効果をもたらすような、
そのような重要な顧客のサブ集合（subset）があるかもしれない。たとえ、合併当事者の製品が
第一、第二の選択肢である可能性はわずかだとしても、合併には競争効果がある（おそらく、競
合者間で、輸送コストの相違などで、コストの違いがある場合の非差別的な製品に対しても同様
の分析が成り立とう）。
（3）　定量的な分析技法は、競争上の制約を確認するために、入札プロセスから得られるデータ
にも適用できる。
　そのような技法の一つに頻度分析がある。合併当事者がお互いに出会う頻度を見るには、関連
製品の売上高のすべてを、もしくは大部分を調査してみることである。もしくは、合併当事者の
製品が顧客にとって第一または第二の選択肢となる頻度からも学べるかもしれない。また、企業
がある特定の顧客層に供給するのに、入札など用いないパターンを見つけ出すこともできよう。
その場合には、即座に、彼らが本当に供給できないのかどうか、さらなる調査が必要となる。二
つの差別化された製品の類似性を分析するための他の技法には、次のようなものがある。製品特
性の評価、調査の利用、もしくは顧客の意見を推定する他の分析道具の利用、場合によっては「自
然実験（natural experiment）」。なお、自然実験とは、一時的な理由で、市場から一つの製品を
突然に消したとき、何が起こるかという実験である。合併当事者が代替性の高い財を提供する場
合にあっても、もし第三者が常に各入札競争に参加し、代替性の高い財を提供するならば、合併
の競争効果は制限されることになろう。
　もう一つの技法は誘導型推定（reduced form estimation）である。これは例えば、入札（割引）
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価格と入札者の数の関係、入札者の身元、および買い手ないし製品の特徴を推定することを意味
している。起こりうるデータ問題は、何人の入札者がいるかわからないことである。というのは、
競り上げないし公開オークションでは、入札を行う前に何人かの入札者は脱落するかもしれない
からである。ほかの問題としては、入札者の人数といった要因の変化より、価格の変化を引き起
こす監視できない要因が存在することである。例えば、それは落札の好ましさに影響を与えるよ
うな価格の変化があるかもしれない。この技法は、企業が非協調的に行動することを仮定してい
るが、他面、共謀が起こる可能性は、合併シミュレーションのような競争効果の構造モデリング
よりも、この技法を用いたほうが問題は少ないことを示している。もう少し微妙な問題は、「製
品位置づけの再配置（repositioning）」である。供給者が差別的な製品を提供しているとき、合
併後の事業体が合併前に提供していたものとは異なる特性を持つ製品を再配置して提供すること
もできる。これは、価格の上昇に加え、合併による競争の変化であろう。
　オークションの分析は、入札期間中、入札者が何を観察しているかによっても、影響を受ける。
すなわち、彼らはライバルの身元、ライバルの入札額、そしてそれがいつわかるのかが問題にな
るのである。誰が、いつ、どの程度の額を入札するのかを観察するのはむずかしい。入札期間中
に何を観察できるのかについての見解の相違が、経済モデルの選択に影響を与えた一例が、
Oracle と PeopleSoft の合併案件であった。その合併では、一部のアナリストは、入札者はライ
バルの身元を知っていて、ライバルを退けるために、追加の入札を行ったと主張したが、他のア
ナリストは、入札者は、ライバルに低い入札額を入れさせることができるほど、彼らについて良
い情報を持ってはいなかったと主張している。前者は、公開ないし競り上げオークションで市場
をモデル化し、後者は封印入札オークションでモデルを設定した。さまざまなモデルは、合併の
競争効果についても異なる予測を生む。入札と関係がない、さまざまな分析技法が、合併評価に
適用されていることに留意すべきである。
（4）　いわゆる「共通価値オークション」市場での合併は、信じがたい市場環境のなかでしか、
競争を増進できない。「共通価値オークション」では、入札者は、自分たちが入札している
ものの価値を知らない。その基本的な考え方は、さまざまな入札者の持つ情報を結合するこ
とで、入札者に評価値の見積りでより大きな自信を与え、彼らはより積極的に入札するよう
になるであろう、という点にある。しかし、競争は、信じがたい特殊な場合でしか、増進さ
れることはない。一般的に、通常の理由から、かかる合併は競争を減退させるように思える
のである。
（5）　入札主催者（bid-takers）は、自分に有利になるようにオークションのルールを変更する
ことでは、合併の反競争的効果を防ぐことができない可能性がある。彼らは、オークション
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形式を選択することができないこともある。彼らは以下のようなさまざまなタイプの制約を
受ける。
・法律上の制約。例えば、国家補助ルールは、欧州連合（EU）内において直接的方法による
入札者間の差別を禁止している。
・政治的な制約。
・組織的な制約。プリンシパル · エージェント問題は、入札プロセスの設計者が現時点での短
期的な効果を狙って理想的な方法で入札を設計するかもしれないが、それは将来にその機関
を非常に弱い立場に追いやるロックイン（lock-in）効果を見過ごすことを意味するかもしれ
ない。
・政治的ないし組織上の制約。政治的ないし組織上の理由で、ある特定の入札設計にコミット
できないかもしれない。ロビー活動の圧力があるかもしれない。もしくは、入札プロセスが
終わった後、さらなる入札を認めない場合がそうであるように、入札主催者は、将来自らは
入札行動にコミットすることができないかもしれない。
　こうした制約がある場合、入札主催者がオークションの設計変更で反競争的合併に対抗できる
と仮定することはできない。
２．オークションと入札の設計
　オークション設計に関する選択は、オークションが共謀ないし協調慣行にどの程度の影響を受
けやすいか、もしくはオークションへの参加にどの程度の拡がりがあるかに影響を与える。この
ため、オークションの設計はロビー活動の圧力の対象となる。オークション主催者は、戦略的に
行動し、競争に有利に働くオークションの形式ないし慣行を選びことができる。他に考慮すべき
事項には、入札者の参加費用、入札主催者と入札者との間の共謀の脅威の大きさ、およびオーク
ションの運営にかかる費用と時間などである。
（6）　入札手続きの設計に際し、そこで発生する競争上の懸念は、参入、協調効果、支配力の濫
用など、他のいかなる市場プロセスでも発生する懸念と同じものである。入札プロセスの分
析は、標準的な経済分析に関係している。しかし、それぞれ状況が異なるため、分析のチェッ
クリストは存在しない。したがって、特定の状況と入札プロセスを詳細に分析しなければな
らないのである。
　欧州の UMTS（Universal Mobile Telecommunications System）オークションは、さまざま
な状況がさまざまな「正解」をもたらした一例である。英国のオークションでは四つのライセン
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スしか授与されないと考えられていたが、その時にも、オークションの設計者は、四社の既存事
業者しかいないことを承知したうえで、参入を奨励するような特徴をもったいわゆる「Anglo-
Dutch デザイン」と呼ばれる設計案を提案した。その後技術が変化し、結局、五ライセンスが配
分可能となった。このことは、参入者に勝利を保証したので、応募者はいわば保証つきで入札に
参加することになった。参入の奨励について懸念がなかったので、オークションの設計者はより
効率が高い標準的な競り上げ方式を提案したのである。その後、オランダでも、まったく同じラ
イセンス数と既存事業者でオークションが実施されたが、そこでは参加阻止型の競り上げ方式が
選択されたため、酷い結果しかもたらされなかった。もっと後にデンマークも同数のライセンス
数と既存事業者でオークションを開催したが、封印入札方式を選び、良い結果を得た。これらは
さまざまな状況下で、さまざまな選択肢があることの実例である。
　まさに非入札の市場環境がそうであるように、より多くの参入は競争を増進する。したがって、
より多くの参加者を惹きつけるようなルールの変更は、一般的に有益である。例えば、建築設計
コンペの提案に対して支払いを行うように、参入に補助金を与えることもできる。もしくは入札
に信頼性を与えたり、低コストの融資を行ったり、さもなければ転売を容易にすることによって
も、参入の促進は可能である。また、将来の入札機会について集中的に情報を提供するといった
やり方での入札コストの削減も参入を促進しよう。さらに、参入は、例えば入札契約遂行上のリ
スクとコストに関する情報ないし公開情報のいずれかを提供することで、あるいは後の入札競争
に潜在的な入札者が参加できるよう契約内容を調査するといったやり方でも、推進可能である。
加えて、制限の少ない入札仕様書ないし事前の選択基準も、多くの入札者を競争に参加させるの
に有効である。封印入札オークションは、それ以外の条件が等しければ、一般的に競り上げオー
クションよりも参入促進的である。
　協調効果は、ルールの変更によって削減することができる。
・入札の反復頻度を少なくすること、さまざまな規模で入札を実施すること、さらには事前に
一連のオークションを発表しないことなどによって、入札の区分と協調分配はむずかしくな
るかもしれない。
・協調に対するモニタリングの継続は、多次元の基準を持つことで、よりむずかしくなるかも
しれない。多基準は、勝者として誰が選択されるのか、その予測をむずかしくするからであ
る。しかし、透明性の低下は入札の受け手と入札者との間での汚職や談合を容易にする。そ
のため、透明性を低下させるような方策の妥当性は、この設定にかかっている。
・オークションのルールが、入札者たちに彼らの行動中に言語（language）を与えるようなも
のであれば、シグナルの発信や脅しの行動が可能となろう。あるオークションでは、入札者
は他の入札者とコミニュケートするため、さりげなく入札額の入った数値を用いる。ルール
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を変更することで、こうした言語を消去することができる。
・オークションの理論は、封印入札のほうが競り上げオークションよりも共謀がやりにくいこ
とを示唆している。なぜなら、共謀からの離脱は発見がむずかしく、共謀も即座に処罰され
ることはないからである。
・敗北した入札者の身元を情報開示することで、入札者は共謀の可能性を監視できるようにな
り、またそれだけではなく、入札の受け手と入札者の間で起こる腐敗（汚職）の可能性をよ
り監視し易しくする。また、入札データの保管も、後の談合告発に役立つであろう。そうで
あれば、データの保管を知らしめることが、談合阻止にも役に立つことになる。
・高水準だが、信頼のできる留保価格を設定すること、すなわちそれを上回っては（下回って
は）販売（購入）が起こらないような価格を設定することで、共謀への見返りないし報酬を
減らすことができる。
・（政府の）調達プロセスは誤って共謀を容易にすることがある。例えば、入札の受け手が発
表する参考価格は、それを基準に入札者たちが協調行動をとる、そうした価格を与えること
にもなる。あるいは、入札者は、オークションの分割授与を要求することで、ライバルの積
極的に入札しようとするインセンティブを削ぐこともできる。そうすれば、たとえライバル
の入札額は依然として高くても、自分たちも契約のうちの一部を取得できるからである。
　オークションの設計は他の市場における競争にも影響を与える。例えば、情報通信の３G（第
三世代携帯電話）ライセンスをめぐるオークションの設計は、UMTS 市場にどれほど多くの競
合的な入札者が参加するかを決めることになった。もう一つの例は再契約である。そこでは、今
日のオークションが、ライセンスの終了時になされるオークションに影響を与えることになる。
　調達担当官（procurement officers）と入札者間の共謀は、競り上げオークションよりも封印
入札オークションで容易になされうる。こうした共謀については、オークションの設計変更とい
うより、罰則強化による抑止というかたちで、多くの政府部署が、その措置の対象としている。
例えば、日本の法律は談合を組織する調達関係者を罰則の対象としている。しかし、2003年施行
後、今日までこの法律が適用されたのはわずか三件にすぎない。インドネシアでは競争当局と汚
職防止委員会（anti-corruption authority）が、合同で入札者と調達担当官との間の共謀事件を
チェックしている。韓国では、中央政府の公共調達は、共謀を一層困難にするため、入札者と調
達担当官との接触が減らすような電子調達でなされている。トルコでは、企業側が、学校への牛
乳の供給で共謀を発見・摘発した。企業側は、関連省庁が入札配分を調整（orchestration）して
いると指摘し、自分たちを弁護したのである。
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第２章　付録
バックグランド・ノート
Sally Van Siclen＊
序
　競争当局はオークションについてさまざまなルートで関心を抱くようになった。競争を唱導す
る観点から、競争当局は、政府の他の官庁に対し、効率性を改善するために、すなわち競争度を
高めるために、どのようにオークションを設計すべきか、助言することができる。競争当局はオー
クション市場で行われている企業間の合併および合意についても評価するができる。また、競争
当局はオークションでの共謀と支配的な地位の濫用についても、懸念を抱くことがある。
　公式なルールがノイズ（noise）を減らし、競争者間のコミュニケーションをより容易にする
ため、オークションは、通常の「公開価格」（posted-price）市場と比較し、共謀を助長する可能
性がある。しかし、オークションの設計次第で、共謀を減らし、オークションへの参加を促すこ
とができる。したがって、オークションの設計は、ロビー圧力の対象になりうる。だが、オーク
ション主催者も、戦略的に行動し、競争が促進できるようなオークション形式を選択することが
できる。
　理論文献から得られる効果的なオークション設計のための基本的な対処法は、次の２つであ
る。入札者に対して、入札額だけではなく支払額も考えて、評価値を正直に表明するように導く
ことであり、また各参加者に対して入札前の利用できる情報を最大化することである。文献が指
し示す他の勧告には、以下のようなものがある。
・共謀が重要な脅威となる場合、競り上げ入札（ないし「公開」）オークションではなく、封
印入札を用いるべきである。オークションにかけられる対象物件の真の評価値についての情
報が入札者の間で広まり、重要な不確実性がある場合、競り上げオークションを用いること
を検討すべきである。
・ 高めに、だが信頼できる留保価格を設定すべきである。入札額が留保価格の以下である場合、
オークションは取り消しされる。
＊Sally Van Siclen は OECD 競争部署の元メンバーである。
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・入札者や公衆に提供する情報について慎重に検討すべきである。これには、敗北者の身元の
情報公開や後で起こりうる談合告訴において利用できるオークション・データの保存なども
含まれる。
・小規模な入札案件を束ねることや、今後の入札予定の公表を控えることも検討すべきである。
・入札準備費用を削減する手段を検討すべきである。
・「弱気な入札者（weaker bidders）」の参入を促進することが重要である場合、競り上げオー
クションではなく、封印入札を用いるべきである。
・セットアサイド（set asides）、入札与信、及び対象物件の分割など、「弱気な入札者」を参
入させるほかの手段を検討すべきである。
　「入札市場」での合併の効果は、それを「私的価値」の文脈で見るか、「共通価値」の文脈で見
るかに大きく依存している。私的価値の世界では、入札者間の合併は、通常の市場から類推でき
るように、入札を消極的にし、需要を減少させよう（効率性の欠如）。共通価値の世界では、競
争の減退は、「勝者の災い」効果の減少によって相殺される可能性がある。この効果が他の効果
を十分上回るかどうかは、実証的な問題である。共通価値から私的価値を区別する方法について
は、現在研究が進行中である。最後に、実際「二人で十分である」というケースもあるが、合併
審査ではその可能性はほとんど重要視されていない。
　オークション理論は非常にテクニカルである。したがって、著名なオークション理論家兼実務
者が次のように書いていることは頼もしい。
　「オークションのコンサルティングにおける経験から、賢明であって新しいデザインは、オー
クションの成功のための重要なポイントの一つに過ぎないことが分かった。それよりも、入札費
用を低く抑えたり、良い入札者の参加を促したり、誠実に手続きを行ったり、落札者が約束通り
に支払いもしくは契約履行するかに注意することのうほうが , はるかに重要である」（Milgrom 
2004, p. ⅶ）
　本論文は三つの部分と三つの附録で構成されている。最初の部分では、重要な用語と概念を紹
介する。第二部では、競争に損害を与えたり、競争を支援するオークションの特性について、特
に入札談合と協調慣行、および入札への参加について取りあげる。第三部では、入札市場におけ
る合併評価に関して言及する。最初の附録では、政策議論や提言を支えるオークション理論の基
本的な概要を示す。それに、テクニカルな二つの附録が続くことになる。
─　　─94
１．用語と概念
１．１　標準オークションのタイプ
　４つの標準オークションのタイプがある。
・競り上げ（もしくは英国）オークション。ここでは、入札者が一人になるまで価格（入札）
が引き上げられ、その人が最終価格で落札することになる。
・競り下げ（もしくはオランダ）オークション。ここでは、入札者がシグナルを発する（cry 
out）まで価格を引き下げ、その人がその価格で落札することになる。
・第１位封印オークション。ここでは、各入札者が、他の入札者の入札額を知らずに、一回入
札して、一番高い入札額（価格）を入れた人が落札し、その額を支払う。
・第２位封印オークション。各入札者がほかの入札者の入札額を知らずに、一回入札して、一
番高い入札額（価格）を入れた人が落札し、二番目の高い入札額を支払う。
　この４タイプの一般的なバリエーションには、留保価格、入札の刻みや入札タイミングに関す
る制限などがある。複数の対象物件が同時に、もしくは連続的に販売される場合には、入札はさ
らに複雑になる。
１．２　価値評価、私的価値と共通価値
　情報はオークションを理解するうえでキ─をなしている。実際、効果的なオークションの設計
は、入札者が対象物件に対する自分の評価値を正直に顕示するように誘導し、入札時に入札者が
利用できる情報を最大化させる。競売される対象物件は、入札者にとって価値のあるものであり、
それは入札者の「価値評価」（valuation）と呼ばれている。これは、必ずしも入札額ないし支払
額と等しいものではない。
・各入札者が対象物件に対し自分らの評価値を知っている場合、入札者は私的価値を持ってい
るという。ここでは、入札者はライバルたちの評価値を知っても、自分の評価値を変えない。
・これに対し、共通価値の世界では、入札者はライバル情報を知ると、対象物件に関する自分
の評価値について、自分の信念（belief）を変えることになる。
・ アフィリエートな（affiliated）価値は、純粋な私的価値と純粋な共通価値の中間的な状態と
いってよい（これは関連価値という一般的概念の特殊ケースとして検討される）。
　私的価値の例は、消費者が自分の評価値を知っており、他人の評価値によって影響されない入
札物件であり、転売（resale）が不可能であるため、非耐久消費財ということになるであろう。
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私的価値では、入札者が戦略的な理由でライバルの評価値を知ろうとするが、（ライバルの）情
報を知っても対象物件に対する自分の評価値についての信念を変更しない。共通価値の世界で
は、対象物件の価値は必ずしもすべての入札者にとって同一でなくてもよい。純粋な共通価値の
世界では、共通価値の特殊なケースにおいて各入札者は対象物件に対して同一の評価値を持つこ
とになる。
　共通価値の例は、埋蔵量が不確実である石油の採掘である。そこには、採掘して市場まで運送
する費用がどれほどか、将来の価格はいくらなのか、という不確実性がすべての入札者にある。
入札者はこれらの不確実性についてさまざまな情報を持っていて、ライバルの情報が分かった場
合には、それを利用して彼らはこうした不確実要因についての自分の信念を変更する。ほかの例
は対象物件の転売である。入札者が将来の市場環境に関するさまざまな情報を持っているため、
転売は共通価値の世界で起こりやすい。共通価値では、対象物件に関する情報が、入札者の間で
分散している。
１．３　入札戦略と結果
　このセクションでは、入札戦略と起こりそうな諸結果に言及する。後者については、ゲーム理
論分析が、共謀がなく、参入ないし参加障壁がないと仮定したときに、上の四つの標準的なオー
クションに関し、導きだす諸結果を扱うことになる。
・私的価値モデルの競り上げオークションでは、各入札者は価格が自分たちの評価値に至るま
で入札を続ける。二番目に高い評価値を持った入札者が脱落した後、唯一残っているのは一
番高い評価値を持つ入札者であり、彼は二番目に高い評価値と等しい（もしくはほんのわず
か高い）価格で落札する。
・私的価値モデルの２位価格封印オークションでは、各入札者は自分の評価値で入札する。一
番高い評価値を持つ入札者が落札し、二番目に高い評価値で支払うことになる。
・私的価値モデルの１位価格封印オークションでは、入札者は、勝つために、低めに入札して
利幅を増大させるか、それとも高めに入札して落札する確率を引き上げるかのトレードオフ
に直面しなければならない。ここでは、一番高い金額を入れた入札者が、その入札額で支払
うことになる。しかし、彼は、必ずしも一番高い評価値を持つ人である必要はない。彼の入
札額はその評価値より少し低いものとなる。
・私的価値モデルの競り下げのオークションでは、入札者は１位価格封印オークションと同じ
戦略を用いる。なぜなら、彼らは同一の情報にアクセスでき、同じようなトレードオフに直
面するからである。
　共通価値の世界では、入札額は情報提供的なものになり（informative）、理論は多少確実性を
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失うことになる。入札額は、入札者の価値評価についての情報を明らかにする。そうした情報は、
ライバルに彼ら自身の価値評価を変更させることにもなる。信念の曖昧さとライバルの価値評価
に関する信念の変化は、共通価値のオークションに対する一般的な説明が非常に難しいことを意
味している。加えて、共通価値の世界では、勝者の災いを避けるため、入札額を削ることになる。
　これらの標準的なオークションは、ある特定のテクニカルな状況で、非常に類似する。「収入
同値定理」は、ある条件の下で、標準的なオークション（競り下げ、競り上げ、１位価格封印入
札及び２位価格封印入札）が、同一の期待収益をもたらすことを、また対象物件の評価値に対す
る自分の情報の関数として、各入札者が同一の期待支払額をもつことを示している。この定理は、
さまざまなオークションのタイプの中で、入札者がそれに対応するかたちで行動するため、成立
する。例えば、入札者は、２位価格封印入札オークションよりも１位価格封印入札オークション
で低く入札する。しかし、収入同値定理は、競争政策の観点からすると、すべてのオークション
が同一であることを意味しない。
　オークションのタイプの重要な違いを示す、もう一つの要因は、入札者の準備入札に大きな相
違があるということである。私的価値モデルの競り上げオークションおよび２位価格封印オーク
ションについては、入札者は、自分の価値評価を知りさえすればよく、もしくは入札額の水準が
オークション主催者に提示したレベルか、自分の評価値レベルに届くまで入札にとどまればよ
い。ほかのタイプのオークションについては、入札者は他の入札者の数と彼らの価値評価の分布
を推定しなければならない。
１．４　勝者の災い
　勝者の災いは共通価値オークションの一現象である。例えば、封印入札オークションで、勝者
は対象物件の評価値を最も高く見積もった入札者である。純真な（naive）入札者は、自分が勝っ
てはじめて他のすべての入札者が自分より低く入札したことを知り、真の評価値に関し、自分の
見積りを下方修正することになるであろう。概して、純真な（naive）勝者は後悔する。なぜなら、
平均して、彼は真の評価値より高い入札額を支払うことになるからである。洗練された入札者は、
この現象を考慮に入れる。したがって、彼は純真な入札者よりも低い入札額を入れることになる。
この入札額の削減が勝者の災いの効果ということになる。勝者の災いの効果は、ライバルが増え
ると、より強力に働く。すなわち、入札者の数が増えるにつれ、入札者は自分の入札額をより大
きく削るようになる。勝者の災いの効果が十分に大きい場合には、支払われる価格は入札者が増
えるとともに減少する。支払価額の減少は、競争を増進する効果を、また勝利の機会を掴むため
に積極的な入札を促す効果を上回ることもある。勝者の災いの効果は、共同入札が認められる場
合、オークションへの参加が制限される場合、および反競争的な合併が起こる場合などにおいて、
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重要な政策的意味を持っている。勝者の災い効果の経験的な重要性は、議論や研究の対象である。
１．５　非標準的なオークション
　実際には、こうした標準的なオークション・タイプのいくつかのバリエーションが重要となる。
・複数財ないし複数ユニットのオークションが頻発している。例としては、情報通信の電波周
波数や電力事業の送電・発電の一部を利用するためのライセンスなどがある。複数ユニット
ないし複数財のオークションは、単一ユニットのオークションよりも複雑である。対象物件
は補完的であるかもしれないし、また代替的であるかもしれない。入札者の費用は、オーク
ションのルールが複雑になり、また対象物件間の関係が複雑になると、急速に増大する。効
率性と収入目的は二律背反に陥る可能性があるので、オークションの対象物件についての政
策選択は、その設計に大きな相違を生みだすことになる。効率的な結果を達成するのは、な
かなか困難であるといえよう。
・複数ユニットを販売する場合の封印入札オークションは、一律価格でなされるか、「ペイ・
アズ・ビッド」と呼ばれる差別価格でなされる。前者では、勝者はすべてを同一の価格で支
払うことになるが、それは不成功に終わる入札額のなかのもっとも高い価格に等しい。後者
では、勝者は、自分の入札額で支払うことになる。
・同時競り上げオークション（SAA）も一律価格オークションである。SAA は電波周波数の
使用権の販売に用いられてきた。SAA では、入札者はアイテムに関して入札をし、最終条
件が満たされるまで、入札ラウンドが続行される。連続的な競り上げオークションに対する
SAA の利点は、入札者は、オークションの選択を裁量でき、自分の入札を比較的安価な対
象物件にシフトできることである。
・ パッケージ入札（package auction）と条件付き入札（contingent auction）は、複数ユニット・
オークションと多少異なる。パッケージ入札では、入札者はアイテム A、B に対して別々に
入札を行い、ついで、アイテム A と B のパッケージに対し（アイテム A、B の個々の入札
額の合計より低い）入札額でオファーすることになる。条件付き入札は、パッケージ入札の
一般化である。たとえば、アイテム A の入札と、入札者がまたアイテム B を落札した場合
のアイテム A の入札がこのケースに当たり、ここではオークション主催者は入札額の総計
が最高になるような入札額の組み合わせを選択することになる。
・ 転売を伴うオークションは、のちに勝者に入札物件を転売するチャンスを与えることにな
る。転売の可能性は、基本的に入札慣行を変更する。転売で入札者の数が増えると、それは
入札者の価値評価を高め、落札価格を上昇させる。
　附録１では、これらのトピックについて、事例とあまりコンパクトではない説明を示している。
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次のセクションでは、競争指向的な入札設計と入札市場の合併審査を扱うなかで、こうした概念
を適用することにする。
２．オークションでの競争を上昇させる
　よく知られた市場環境で重要な競争問題は、オークションの市場環境でも同じく重要な競争問
題をなす。これには、参加への障壁を低めに維持すること、権利・資格を有する入札者参加を奨
励すること、および共謀や効率的な取引への障害などを抑制することなどが含まれている。オー
クションの設計は、こうした問題のすべてに影響を与える。この節では、まず共謀に焦点をあて、
続いて参加問題を論じる。
２．１　オークションでの共謀と協調実行
　入札談合の慣行は、過去の訴訟で、その実態が暴露されてきた。カルテル訴訟のいくつかの成
功例の詳細は、Kovacic et al. （2006）に記載されている。こうした慣行には、入札額の抑制と談
合の発覚を避けるための偽装行動の二つがある。
　オークションの設計は、談合ないし協調慣行を成功させるのに必要な主要な要素に影響を与え
る。オークションにおける入札談合ないし協調慣行は直接的な方法、もしくは間接的な方法に
よっても阻止することができる。前者では、合意に達するためのコミュニケーションを、もしく
は合意の執行を阻止するやり方が、また後者では、提訴を容易にし、それによって抑止力を強化
するやり方が採用されよう。通常の市場で適用されている方法は、共謀に対し重罰を科すワン・
ツー・パンチ（one-two punch）や情報提供者へのリーニエンシー計画であり、いまでも盛んに
使われているが、ここでの焦点をオークション固有の方法に合わせる。
　封印入札オークションでは、入札共謀は、誰が対象物件に一番高い評価値を与えるかを決める
前に、落札者になる入札者はいくらで入札し、他の入札者はいくらで入札するかを決めておかな
ければならない。こうした「補完的な入札（complementary bid）」（他の入札者が落札できるよ
う意図的に行う入札）、「カバー入札」（訳者注：受理されないことを前提にした高値の入札）、も
しくは「礼儀の入札」は、価格だけで見ると一見競争的ではあるが、入札主催者にとって受け入
れがたい条項を含んでいる。米国司法省によると、「補完的な入札計画は入札談合のうちでもっ
とも頻繁に起こる入札形態であり、密かに行った価格の引き上げを隠蔽するために、競争が存在
するかのような状態を創出し、買い手を詐くのである」（反トラスト局米国司法省2005）。
BOX 1. 入札談合の摘発：オークション主催者への助言
　談合の指標は、オークション主催者に向け発行した、反トラスト局のパンフレットのなか
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に含まれている。入札談合の指標には、以下のようなものがある。
入札
・同一の会社が、いつもある特定の調達で勝つこと。一社ないし複数の企業が継続的に不成
功に終わる入札を行っている場合には、この疑惑は一層深いものになる。
・同一のサプライヤーたちが入札を行い、そのなかの各企業が順番に落札者になっているよ
うに思える場合。
・出版物の価格リスト、同一企業による前回の入札額、もしくは技術者の費用見積りよりも
はるかに高い入札を行う者が何人もいること。
・入札を行う競争相手の数が、通常の数より少ない場合。
・その乖離を説明できるほどのコスト差がない場合にあっても、ある企業が、他の入札より
も、かなり高い入札額を入れているように思える場合。
・新規入札者、もしくはめったに参加しない入札者が入札する場合には、いつも入札価格が
低落する場合。
・落札者が、同一のプロジェクトに入札したが、敗北した競争相手に仕事を下請けしている
場合。
・落札した企業がそれを取り下げ、その後、新たに落札した契約者によって仕事を委託され
る場合。
価格
　同一価格は、価格固定化の共同謀議（conspiracy）を示唆しているかもしれない。とくに、
次のような場合が、そうである。
・価格が長期間にわたり、「類似の財がさまざまなオークションで」同一である場合。
・その価格が以前の価格と大きく異なっている場合。
・価格の上昇が、「類似の財のさまざまなオークションでも」コストの上昇に支持されてい
るようには思えない場合。
・特に、従来値引きがなされていた市場で、値引きがなくなる場合。
・売り手が、遠方の顧客より地元の顧客に対しより高い価格を設定している場合。これは、
地域の価格が固定的であることを示唆していよう。
疑わしい行動
・さまざまなヴェンダー（サービス供給者、vendor）によって出された提案ないし入札書
式が、反則（例えば、同一の計算書、スペルミスなど）、よく似た筆跡、書体、もしくは
書簡紙などを含んでいる場合。これは指名された低額入札者が、負けるヴェンダーの入札
額の一部ないしすべてを準備したことを示しているかもしれない。
・入札や価格の文書に最終段階での価格を示すのに修正液での変更（ホワイトアウト）やそ
の他の物理的な変更が含まれている。
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・企業が、自分のために、もしくはほかの入札者のために大きな入札パッケージを要請し、
両方の入札額が提示される。
・企業が契約を成功裡に締結できる見込みがないのに、入札する（補完的な入札）。
・企業が入札開始時に複数の入札に参加し、ほかの入札者が入札した（あるいは入札しよう
とする）後にだけ入札を行う。
　競り上げオークションでは、これに対応する協調慣行は、前もって整えられている。すなわち、
入札談合を隠すために、誰が勝つかを指名し、ほかの入札者に繰り返し入札を続けさせるか、低
い入札額を入れさせ、入札から脱落させるかを指示するのである。
　入札抑制計画は、談合メンバーに補償を支払うためのシステムをつくることで補完される。こ
れとは別に、補償システムは、ノックアウト・オークション（knock-out auction）を用いても可
能である。この場合には、最も高い評価値を持つカルテル・メンバーが対象物件を「落札」し（彼
がカルテルの指名者になる）、他のメンバーに補償額を支払うことになる。利益の再配分（side 
payment）、ノックアウト・オークション、もしくは事前の協議が実行不可能な場合でも、入札
談合は、入札ローテーション計画を実行することで可能となる。この場合、各メンバーは特定の
入札ごとに指名された落札者となる。
　封印入札オークションとは対照的に競り上げオークションでは、メンバーはオークションの期
間中に情報を伝達し、相互にその意図を理解し合えるようになる。入札ルールの明確化は、通常
の市場に比べ、話し合いを容易にする。したがって、談合メンバーが直接に話し合うことで生じ
るリスクを望まないような場合には、入札者のシグナリングの阻止が談合をある程度困難なもの
にしよう。
　共謀を摘発するために、オークションの理論とデータを使用することは、実務家にとって将来
的に興味を惹くトピックとなろう。だが、理論はいまだそのために信頼できる基礎を提供するほ
ど十分には発展していない（ABA 2005および Bajari and Summers 2002）。
２．１．１　シグナリング
　通常の市場と比較して、入札のルールはライバルの行動を厳しく制約している。通常の市場で
は、企業は数量、価格、品種・品目などを変えることができる。これに対し、オークションで交
わされる唯一の伝達情報（communication）は、価格（対象物件が決まっている場合）、もしく
は価格と数量のペアー（例えば、一部の複数ユニット・オークション）である。「ノイズ」の少
ないオークションでは、入札による明確なコミュニケーションが可能になる。これは入札市場と
通常の市場との間の重要な違いである。
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　シグナリングによって、入札者は、彼らが何を勝ちとろうとしているかアナウンスし、また妨
害された場合、報復の脅しをかける。彼らは、それによって誰が何を落札するかに一定の理解を
持つようになるのである。シグナリングは、両市場のいずれにおいても、新聞などのメディアを
使って行うことができるが⑵、オークションでは入札者はシグナルの発信に入札プロセスを使用
することもできる。
　入札手続き期間中のシグナリングの例は、1994年の米国DEF情報通信ライセンスのオークショ
ンに見られる。これらは同時競り上げオークションであったので、伝達情報が入札者間での交渉
と類似したものになった。そこでは、シグナリングは、自分が、もしくは自分より購買意欲の高
い入札者が落札に関心を寄せている「ほかのライセンス」の名称を、入札金額の最後の二桁に符
号化することでなされていた。シグナリングは、他の入札者はどのライセンスで競争を放棄し、
どのライセンスで報復を行うかを示すために用いられた。また、シグナリングは、一旦入札した
のにそれを撤回する場合には、入札後の友好的な分割を提案するのに利用された⑶。
　このシグナリングには効果があった。153の入札者のうち六社は定期的にシグナリングを発し
ていた。この六人は、サービスの対象範囲の人口数で見て、利用可能な周波数の約40％を獲得し
た。いかなる入札者も入札資格を有するライセンスについて見ると、シグナルを発信した入札者
は、そうでない入札者が支払った金額、$4.34/人に比べ、$2.50/人しか支払わなかった。また、
小規模事業者のために別枠で確保されていたライセンスに関してさえも、彼らが支払った金額
は、シグナリングを行わなかった小規模事業者よりもはるかに少なかった（Cramton and 
Schwartz 2002）。こうした事態に直面し、反トラスト局は共謀者たちを提訴した。
　オークション主催者である連邦通信委員会（FCC）は、その後、シグナリングを遮断するた
めにオークションの設計を変更した。特に入札額の刻みを規定し、撤回を一人二ラウンドまでと
制限したのである。
２．１．２　入札者の身元
　オークション主催者が入札者の身元を明らかにしなければ、入札談合や協調慣行は防げるかも
しれない。入札者が他の入札者の身元を知ると、彼らは（談合）離脱者に報復ができるし、また
オークション全体にわたり協調を進めることができる。さらに、他の入札者を威嚇することもで
きる。ある研究によれば、小規模な入札者は、上記の DEF オークションで、大規模な入札者に
対し入札を避けていた。彼らは報復を避けるために、そのように行動したというのである。こう
した場合には、大規模な入札者の間でいかなる合意も容易に達成でき、談合はより効果を持つよ
うになる（Cramton and Schwartz 2002）。
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　だが他面、オークション主催者は市場環境によっては入札者の身元を明らかにすることを望む
かもしれない。例えば、身元の開示は、各入札者が他の入札者の入札額から有益な評価値情報を
引き出すのに役立つかもしれない。DEF のオークションでは、オークション主催者は明らかに
入札者の身元の開示に拘らない方針を選択した。そうすることで、入札者は他人の入札額が意味
するところを評価し、勝者の災いからも逃れられるのであって、身元の情報開示は、「概して、
入札行動を分別のあるものにする」（McAfee and McMillan 1996, p.170）と考えたのである。ま
た、ライセンスに関する入札者の価値評価は、同一の地理的エリア内のおいて勝つ可能性が高い
他の入札者の存在に依ると思われていたので、こういうかたちでのオークションはより高い収入
をもたらすと考えられた。（Cramton and Schwartz 2000）
２．１．３　オークション主催者による他のオークション方式
　オークション主催者は共謀を減らすために留保価格を引き上げることができる。高い留保価格
は、最低談合価格を引き上げることで、談合から得られる利益を減少させる。加えて、高い留保
価格は、競り上げオークションのラウンド回数を減らし、それによってシグナリングの機会を減
少させる。留保価格は、封印均一価格オークションで入札者が需要削減に向かうインセンティブ
をも減らすことになる⑷。他面、高い留保価格は、入札参加者の数が不十分になるリスクを増大
させる。また、留保価格を効果的に機能するためには信頼が必要である。留保価格は、その機会
費用（自分でサービスを提供する場合、既存の契約を延長する場合、もしくは代替財を当てる場
合などのコスト）で信用できるものとなる。
　オークション主催者は、共謀メンバーの離脱を通した入札談合の解体を促すために、オーク
ションの規模やタイミングを変更することができる。予測可能なオークション・スケジュールと
変更のない販売ないし購入量は、入札談合が焦点を絞り、落札の利益を共有する「自然な」方法
を見出すのに役立ち、入札ローテーション・スキームの作成を容易にする。評価値の低下と頻繁
なオークションは、カルテル離脱のインセンティブを減らすことにつながろう。
　オークション主催者によって提供される情報は、談合主体がメンバーによる遵守状況をモニ
ターするのを助けるかもしれない。入札者の身元や敗北した入札額といった情報が提供されなく
なると、そうしたモニタリングは難しくなる。だが他方、公共調達のケースでは、競争相手や公
衆は、入札主催者の行動をモニターするために、彼が開示する情報を利用できる。このジレンマ
の適切な解決策は、一方で公衆が入手可能な入札情報を制限しながら、入札主催者の行動をモニ
ターするため、別の独立監視機関を創設することにあるかもしれない。
　「各入札者の入札価格と仕様書を識別できるような詳細な情報を公開するような封印入札のシ
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ステムは、値切りを追求する共謀を摘発するための理想的な道具である。…そうした共謀は、正
しく報告する買い手に対し、また彼らが入札した価格に対して、常により効果的に働くのである」
（Stigler 1964, p.48を引用した McAfee and McMillan 1987, p.724）。
　また、入札情報を維持・保管することで、将来の起こりうる提訴に備えることができる。また
このことを事前に入札者に知らせるのは、入札談合の阻止に役立つかもしれない。
　これとは別に、他の箇所で述べたように、オークション主催者は競売にかけられた対象物件の
評価値に関し、情報を提供することもできる。これによって、共通価値の世界では⑸、入札者た
ちの情報レントを減らすことによって（入札主催者により良い価格を得させることになる）、共
謀のインセンティブを後退させることができる。
BOX 2. 共謀と勝者の災い効果の間のトレードオフの設計
　英国のガス高圧伝動管網（National Transmission System）に一定量のガスを送入する権
利をめぐり実施されたオークションの割り当て（配分）は、実際のオークション設計で起
こったトレードオフを説明するものである。オークション・システムは、初期に行われてい
た交渉や規制料金の下でのグランド・ファザリング条件によるアクセスに取って代わり、登
場した。北海の海底で生産された天然ガスは、六つの主要ターミナルと多数の小規模なター
ミナルやサイトで、陸地につながっている。陸揚げされたガスは、トレーダーに売却される
か、さもなければ高圧伝動管網に送入された。そこでの権利の評価値は、陸揚げビーチでの
スポット価格と全国的にガス取引が需給均衡するポイント（National Balancing Point）での
価格との間で差があることになる。各月の各ターミナルの送入容量（capacity）は、毎年二
回競売にかけられている。また企業には日毎のオークションもあり、送入キャパシティの中
断もある。このキャパシティ・オークションは、2003年以後、長期にわたり実施されている。
　オークションは、同時封印入札かつ複数ラウンドという形式で設計されている。すべての
ターミナルで六ヶ月分の競売が同時に行われるのである。複数のラウンドというのは、各
ターミナルでその容量は４分の１に分割され、その４分の１の権利が連続営業日に販売され
るからである⑹。（販売されない容量に対して五回目のラウンドもある）。各ターミナルでの
留保価格は、長期の限界費用の測定値をベースに設定されている。それは、たった一人の入
札者しかいない場合の、また複数の入札者がいる場合にはそれを割り引いた長期限界費用に
等しいものとされる。入札は、入札者の身元、ターミナル、入札月日、最小キャパシティ、
および価格を特定する。各入札者は、各ターミナル、各月日、各ラウンドで20のビッドを入
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れることができる。これは、入札者はいくつかの段階を有する需要スケジュールに合わせて
入札を行うという考えによるものである。オークション主催者は、高容量から低容量まで指
定されたターミナルを無視して、入札のランクづけを行う。同一価格での入札は入札した容
量でランクづけされる。容量は、競り下げ入札価格に従い、割り当てられることになってい
る。入札者は、各ラウンドの間に、落札した容量、配分される容量の最高／最低の入札価額、
および受け入れられた入札の加重平均価格について知らされることになる。
　オークションは、共謀と勝者の災い効果との間で生じるトレードオフに対処できるように
設計された。ここでは、勝者の災い効果による低額入札が期待できる。なぜなら、入札者の
価値評価は、将来のガス価格の不確実性という共通の要因を持っているからである。続くラ
ウンドで他の入札者の価値について入札者の情報を改善できるように、ラウンド間で情報を
共有できるような制度が設計された。これはまた、勝者の災い効果の規模を小さくすること
にもなった。他方、複数ラウンドは、共謀者がカルテル離脱者をすぐに罰することを可能に
し（ラウンド間での情報提供は、離脱行動の発見に役立つ）、同一の参加者によって繰り返
されるオークションは、かなり洗練された共謀を可能にする。結局、容量を制約されたある
ターミナルで、落札価額が留保価格を25％以上も超えた入札はたった一つで、多くの場合、
それは留保価格を超えるものの、15％未満にとどまった（McDaniel and Neuhoff 2002）。
２．１．４　共同入札（joint bidding）
　共同入札は、通常公開され、共謀も通常は隠蔽されているため、厳密には共謀を扱うこのセク
ションには属さないかもしれない。しかし、共同入札は、競争相手との間の協調に関し、競争指
向的な議論を提供するものである。一般的に、共同入札は私的価値の世界では競争に否定的な影
響を及ぼすが、共通価値の世界では、理論的に肯定的な影響を及ぼすものとされている
　共同入札は、多くの効果を有している。第一に、共同入札は入札の数を減らし、競争を減退さ
せる。何年間か、これが共同入札に対する主要な論点であった。初期の実証研究は、共同入札が
実際に入札の数を減らすことはないと主張していた。実際、共同入札はリスクを分散し、流動性
ないし資本の制約を緩和し、私的情報の共有を可能にする一手法と見なされていた⑺。未知の、
共通価値を有する対象物件について（すなわち、純粋共通価値の世界では）、入札者が私的情報
を共有する場合、入札物件の評価はより正確になり、勝者の災い効果はなくなり、入札者はより
積極的に入札を行うようになる。
　DeBrock and Smith による影響力を持った1983年の論文では、原油採掘権のリースに関する
オークションに焦点を当てている。ここでは、純粋な共通価値と情報プーリングが合理的な仮定
となる⑻。しかし、彼らはまた共同入札が、競争効果の低下が支配的になるほど悪影響をもつか
たちで実施されることにも注目した。言い換えれば、この研究は、純粋な共通価値の世界では、
共同入札がオークション主催者の収入に正の影響を与えることを明らかにしているのである⑼。
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　勝者の災いすなわち競争減退の効果が大きいかどうかに分析的な解答を与えられているのは、
特定のモデルに限られる⑽。こうした諸結果は、特定的な仮定に決定的に依存しており、少しで
も仮定を変えれば、分析的に均衡を確認するのは不可能となる。Klemperer は、共同入札のネッ
トの効果が常に反競争的であることを示唆する事例をいくつか引用している（Klemperer 2005, 
pp.19-21）。
　これまで、特定の市場環境における勝者の災い効果の規模に関し、さまざまな実証的な推定値
が公表されてきた。NERA（欧州インフラ研究ネットワーク）がとり上げた高速道路と橋梁の工
事入札の研究では、入札者の数が三人から六人に増えたとき、落札価格は15％も高かった（すな
わち、オークション主催者にとってはより悪い結果をもたらした）（NERA 2005、Hong and 
Shum 2002から引用）⑾。
　他の最近の理論的研究は、複数ユニット（unit）需要（Levin 2004）を持つ一律価格オークショ
ンの共同入札に焦点を当てている。そこでは、純粋共通価値が仮定された。そこでは、単一ユニッ
トではなく複数ユニットで、新たな戦略が可能となる。需要量の削減という戦略が、それである。
言い換えれば、この戦略は、共同入札グループは、二回目以降のユニットで、入札額を引き下げ
ることで利得を得るというものである。この戦略は一方で、そうしたユニットを落札しない確率
を増大させるが、彼らが最初のユニットで支払った価格よりも一段と低い入札額を入れることで
彼らに利益をもたらす。（一律価格オークションのルールは、すべてのユニットが、それ自体限
界ユニットで決定される同一価格で販売されることを意味している）。加えて、Levin は、一定
の条件の下では、複数ユニットのケースでは情報効果が欠落することを示している。すなわち、
「単一ユニット・オークションにおいて共同入札から生じる競争指向的な利益は、複数ユニット
の市場環境に一般化できない。［需要の削減］で、［共同入札から生じる］競争改善の余地はさら
に侵食されることになる」（Levin 2004）。言い換えれば、共同入札は、こうしたケースでは、入
札の積極性を後退させるのである。
　したがって、共同入札には三つの効果がある。積極的な入札を促す情報効果（情報蓄積から得
られる）、積極的な入札を後退させる競争効果の減退（入札者の減少から生じる）、および同じく
積極的な入札を後退させる複数ユニット・オークションでの需要削減効果が、それである。私的
価値の世界では、競争の減退と需要の削減効果が存在するが、そこには情報プーリング効果は存
在しないため、共同入札は常にあまり積極的ではない入札行動をもたらすことになる。しかし、
共通価値の世界では、共同入札が個々の入札よりも積極的ではないかどうかは、実証的な問題と
いうことになる⑿。
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　最後に、注目に値するのは、オークションの期限間近に取り決められた共同入札では、潜在的
な参加者は対応する時間を持たず、（情報通信ライセンスのオークションのように）単一ユニッ
ト需要を持つ複数ユニット・オークションにおいて協調的な入札者たちと競争できないことであ
る。この問題は、共同入札者が比較優位を持ち、潜在的な参加者が入札費用を準備しないという
選択をする場合に、発生する。しかし、もし優位に立つ入札者が共同で入札を行うことを知って
いたなら、潜在的な参加者もそれに加わっていたかもしれない。同様に、オークションの設計で
は、参加しそうな一定の数の入札者が予測されている。この問題には、オークションの直前に発
表される共同入札の取り組みを禁止することで対処できる。
２．１．５　競り上げ入札 vs 封印入札
　競り上げオークションは、（１位価格の）封印入札に比べ、より共謀が起こり易いように思え
る。なぜなら、カルテル・メンバーは封印入札ではより容易に離脱することができるからであ
る⒀。直感によれば、以下の通り。
・競り上げオークションでは、入札談合のメンバーは、他の談合メンバーに対し対抗入札はし
ないことで合意があると仮定する。私的価値の場合、談合の利得は、二番目に高い価値評価
─勝者の支払い価格─における勝者の支払い減額分から得られる（前述の標準オークション
の議論を参照）。そして、それは他の談合メンバーが入札から撤退することによるものなの
である。（もしアウトサイダーが二番目に高い価値評価をしていれば、一番目の価値評価は
二番目のそれにほぼ等しいため、カルテルからの利得はないことになる）。談合メンバーは
この合議を裏切らないであろう。誰も自分自身の価値評価を超えて入札する者はいないた
め、最高の価値評価を行う入札者は、合意があろうと、なかろうと、入札に勝つことになる
からである。したがって、唯一の問題は価格である。いかなる潜在的な離脱者も、簡単に高
値を付けられ、敗北を喫する。だが、これを知ったからといって、離脱を意味するものでは
ない⒁。
・１位封印入札オークションでは、入札メンバーは特殊な入札を行うことに同意するものと仮
定している。共謀の利得は、一番高い価値評価をしている談合メンバーが、合議のないとこ
ろで、彼が行うもっとも低い入札から得られる。したがって、別の談合メンバーには、より
高い入札を行い、落札しようとする誘惑が働く。しかし、それは、同意がない時、彼が入札
していたであろう入札額ほど高くはない。これは、競争的なオークションでは彼がついぞ成
しえなかった妙技である。彼は自分の身分を隠したままで、また談合メンバーとして良い立
場に立ち続けながら、勝つことになろう。
　封印入札オークションは、それにもかかわらず、協調から免れるものではない。繰り返される
相互作用は、とくに入札主催者が過去の行動に関する情報を提供する場合には、シグナリングの
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開発・発展を可能にするからである。
　最近の実験研究は、封印入札の形式よりも競り上げ方式を用いた共謀のほうが影響は大きいこ
とを示唆している⒂。実際、オークションの研究によれば、共謀に関する入札形式間の切り替え
効果は、たとえ入札者が非対称的であっても、入札者の参加効果を矮小なものにする⒃（Athey, 
Levin and Seira 2004）。
　また、共謀に対する提訴も、競り上げオークションよりも封印入札でより容易であろう。封印
入札オークションは、すべての入札者とその入札額を確認させるような文書記録を残す。これと
は対照的に、競り上げオークションは、すべての入札額を公式には記録しないおそれがある。参
加者は価格が高くなりすぎる前に入札をする機会を持てないかもしれないからである。この場合
には、誰が参加したのかを記録したものは存在しないことになる。カルテルが不参加に依存して
いる場合にあっても、検察官が競り上げオークションに誰が参加しなかったのかを特定するのは
むずかしい。後の起訴を可能にするためには、オークションの「すべて」の側面が長期にわたり
保存されるべきであり、談合の抑止力を強化するために、こうした慣行は公表されるべきである
（Kovacic et al. 2006）。
２．１．６　その他の設計上の考慮事項
　一律価格の複数ユニット封印入札オークションは、すべての入札者がそれを用いる場合、非競
争的な価格を支持する別の入札戦略を可能にする。入札者が需要関数に基づき入札し（すなわち、
彼らは一連の数量を入札し、その数量に対して価格を支払う）、すべての入札者が支払う価格は、
最低落札価格で決定されるような市場を検討してみよう。こうした需要関数は、共謀の合意から
の逸脱を自動的に罰することができるように、形成することもできる（Klemperer 2004, p.105）⒄。
２．２　参加
　参加を促すことは、オークションにおける競争促進の第二の主要なツールである。通常の市場
と同様に、オークション参加者は、その競争効果を変化させるが、ここでは驚くべきことに、弱
気な入札者がオークションの結果に大きな正の効果を持つことができる。参加は、競り上げ方式
を封印入札オークションに切り替えることによって、また入札準備コストを低減することによっ
て、さらにはさまざまな方法で弱気な入札者を優遇することで促進することができる。
　参加が効率性に与える効果は、とりわけ入札が純粋共通価値の世界でなされるのかどうかに依
存している。純粋共通価値の世界では、効率性は誰が勝つかに依存しない。そこでは、最も効率
的な結果は、落札者が対象物件の真の評価値を支払うことにある。封印入札では純粋共通価値の
オークションは、入札者の数が増えるにつれ、より効率的なものになる（これは共謀やイノベー
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ションの効果を仮定しておらず、非現実的であるかもしれない）⒅。
　こうした純粋共通価値のケースを超えて、より多くの参加は、概してより競争的な入札を導く。
私的価値オークションや多くの共通価値オークションでは、留保価格のない N ＋１人の対称入
札者を持つ競り上げオークションは、N 人の入札者を有する「いかなる現実的に実行可能なオー
クション」よりも、利得が大きい。「したがって、売り手にとっては、情報を収集し、最適メカ
ニズムを描き出すために必要な計算を行うよりも、市場の拡大により多くの資源を投入するほう
が一般的にやりがいのある仕事になる。」⒆（Klemperer p.27、Bulow and Klemperer 1996より引用）
　入札準備費用を削減することで、より多くの入札者をオークションに惹きつけることができ
る。これは、ラウンドや所管地域などのオークション手続きを標準化することで、達成されよう。
オークションのすべてではないが、いくつかの側面に関し、これは、市場環境に特殊なオークショ
ンの設計とトレードオフ関係を生み出すかもしれない。固定した入札準備費用を多くの入札全体
に分散するパッケージ・オークション、もしくは対象物件をいくつかの細かい部分に分割するや
り方は多くの入札者を惹きつけることができる。しかし事業を行うためには補完するライセンス
が一緒に必要になる場合には、対象物件の分割は、一回目のオークションでしか入札市場は競争
的ではないことを意味しよう。既存事業者はほかの入札者に対し優位な立場に立つため、彼らは
続くオークションで参加誘因が働かないのである。
ミルグロム（Milgrom）は次のように述べている。
　「現実のオークションでは、提案されたメカニズムが未知であるが不公平であると思われる場
合には、入札者は参加を拒否することが多い。…先例と慣例により、実務的に実行可能な設計が
制限されることも、多々あるのである」（Milgrom 2004, p.166）。
　参加の促進は、弱気な入札者の奨励に狙いをつける場合が多い。すなわち、オークションに勝
ちそうでない潜在的な入札者を積極的に参加させるのを目的としているのである。一般的に、封
印入札オークションは、参加の促進では、競り上げ方式よりも優れている。直感によれば、競り
上げオークションで、唯一の最強の入札者─最高の価値評価をしている者─は、入札の終わり近
くまで入札にとどまることになる。弱気な入札者はこのことを知っており、またその理由も知っ
ている。したがって、彼らが遅れて入札から脱落しようというなら、まったく入札せず、その準
備費用を節約したほうが、厚生上より良いことになる。驚くべきことに、この効果は、「弱気」
と「強気」の差が小さいときにも成立する。これに対し、封印入札オークションでは、より強気
な入札者が、勝っていたであろうが、入札しなかったその価格で、弱気な入札者が勝つかもしれ
ない。封印入札オークションでは、最強の入札者は、弱気な入札者の入札を見ても彼の入札額を
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変更することはできない。これに対し、公開オークションではそうした変更は可能なのである。
BOX 3. ３G情報通信オークションにおける競上げ vs 封印入札の参加効果
（コンセッションの BOX 5を参照）
　弱気な入札者を「強気な入札者」にすることも可能である。一つのオプションは、入札に別枠
を設けることである（セット・アサイド，set-aside）。すなわち、小規模企業だけに特定のライ
センスへの入札を許すやり方である。これは、前述のDEFオークションで実施された。そこでは、
いくつかのライセンスが比較的小規模な入札者によって落札された。もう一つの方法は、入札信
用（bidding credit）である。これは、基本的には、小規模企業に対し、自分が落札した入札の
特定部分のみを実際に支払うように要求するものである。これに類似しているのは、通常の市場
における価格差別である。そこでは、独占企業は評価値が低い顧客に対しも販売することができ
る。セット・アサイドの事例は、おそらくその後に市場支配力の制限を狙ったものになろうが、
既存事業者に入札談合を禁じることになろう。参加を促進するためのもう一つの方法は、対象物
件ないしロットの分割である。分割は参加を促すが、参加者の集合が固定されている場合には、
それは入札者に相互の「相乗り」を許し、収益を減少させかねない（Milgrom, pp.234-239）。だが、
これらの選択肢のいくつかは、反差別的ルールすなわち反国庫補助ルールと相反する可能性があ
る。
　一つのオークションの勝利が別のオークションでも優位を与える場合に、ロックイン（lock-in）
が発生する。例えば、最初のオークションの勝者は既存事業者となるが、彼は同一ライセンスの
その後のオークションで優位な立場に立とう。成功戦略は、最初のオークションではコスト割れ
の入札を行い、後のオークションで高い入札額で落札し、情報レントを稼ぐというものであるか
もしれない。ライバルは、情報優位に立つ既存事業者に対し、オークションでの入札を躊躇する
であろう。オークション主催者は、前の段落で述べたように、参加者を優遇することで、この戦
略を阻止するために、ルールを変更することができる。
　そうした効果に遭遇したロックインやルール変更の事例には、英国国営宝くじ（UK National 
Lottery）を運営している独占的フランチャイズがある。最初のオークションでは、八人の入札
者がいた。勝者は実践から学び（learned-by-having-done）、二回目のオークション時までに評判
を高めた。この既存事業者に対し、入札に現われたライバル企業はわずか一社にすぎなかった。
2006年になって、ライバルが出現しないのではないかとの恐れから、文化、メディアおよびスポー
ツ局（Deparment for Culture, Media and Sport）は、フランチャイズ構造を変更する見解を発
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表した。単一フランチャイズのオークションが開始された。最初の入札招待状が送付された後と
いった、あるステージが閉鎖されるところで、国営宝くじ委員会は「有効競争の見込みがない」
と結論づけ、政府に追加ライセンスのオークションに対しオプションの行使を要求するかもしれ
ない（United Kingdom Deparment for Culture, Media and Sport 2004）。
２．３　その他の注意事項
　オークションのいくつかの側面は、通常の市場と類似点を持たない。第一に、先述したように、
オークション主催者はルールを変更することができる。しかし、オークションのルールは交渉、
もしくはロビー活動を受けることが多く、時には反競争的な方向に動くこともある。例えば、既
存事業者は、優位性を強化するため、競り上げオークション方式を求め、ロビー活動を展開する
のであろう。
　第二に、オークション主催者は、入札者が利用できる情報を変更することで、競争を強化する
ことができる。オークション主催者が対象物件の評価値について、彼の持っている個人情報をす
べて開示する場合、それは共通価値の世界では二つの点で競争に有利に働く。第一に、それは、
入札者が自分の個人情報から得る情報レントを削減する。第二に、追加情報は入札者の対象物件
の評価値に関する推定値をより正確にし、彼らにより積極的な入札を促すことになる⒇。
　第三に、ほぼ均等なライバル間の相違が、一社がやや高い市場シェアを持つ可能性がある通常
の市場と異なり、オークションの形式においては拡大する。その一例は上述した通りだが─既存
事業者が有する情報上、もしくはコスト上の優位性─、もう一つの例は補完性に関係している。
ある入札者が、補完財（ライセンス）を所有するために、オークションで他の入札者よりわずか
に高い評価価値を持つ場合、これは準共通価値である。弱気な入札者は、たとえそれによる不利
が小さい場合でも、競り上げオークションに参加するのを躊躇うことになる。合併が後続のオー
クションでより強気な入札者を帰結する場合、この競争の減退可能性が合併に否定的な決定を与
えることになろう。これは、BSkyB と Manchster United の合併に関する裁決の理由づけの一部
となったと報じられている（Klemperer 2004, p.23）。
２．４　結論
　オークションは公示価格や交渉よりも好まれることが多い。対象物件の評価値が不明であるか
らである。だが、ここでは、（売買の機会均等を提供する）公正性、価格差別の制限、および経
済効率性が求められる。
　オークション・タイプを判断する基準には、市場支配力、オークションの運営コスト、入札者
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の参加コスト、入札者に生じるさまざまなリスク（落札できない、適切な対象物件の組み合わせ
で落札できない、必要以上の支払い）、およびオークションの成立に要する時間などがある。
　さまざまなオークションの設計によって、共謀や協調行動を減らすことができる。設計によっ
て参加を阻止したり、もしくは促進することができる。加えて、オークション主催者は入札者が
利用できる情報を変更することができるし、また同時にオークション・データを後の起訴で利用
できるように確保することもできる。
　オークションの設計における重要な選択には以下のものがある。
・繰り返しオークションをどのぐらいの頻度で行うべきか。頻繁なオークションは、費用を増
大させ、共謀の機会を増やすが、入札を需要や評価値の変化によりうまく適応できるように
する。一連のオークションの事前発表は、共謀を助長する可能性がある。
・ 複数関連アイテムをどのように売る（買う）べきか。アイテムはさまざまな度合いで、同一
か、代替的か、あるいは補完的でありうる。連続的なオークションは同一アイテムがさまざ
まな価格で販売される状態を帰結することもある。それは一見不公正であるように見える
が、入札者が、特に補完財について、自分の望みの通りの組み合わせを購入できないことを
意味しているかもしれない。当然、この場合、価格は非効率である。同時オークションは、
入札者に過多ないし過少の代替財の落札をもたらし、望み通りの組み合わせを獲得させない
かもしれない。こうした問題は、複数の入札ラウンドで緩和することができる。対象物件に
関し、私的情報が存在する場合には、入札がなされた後の第二回目の入札市場で誤配分が改
善される見込みはないといえよう。
・ 誰が入札するのか。事業を遂行できない入札者が勝って、債務不履行を惹き起こし、オーク
ションの目的を打ち砕くこともある。とはいえ、多くの入札者を排除することは、最高の価
値評価を持つ入札者をうっかり排除したり、もしくは排除されない入札者による市場支配力
の濫用を許す可能性がある。
・何人かの入札者を特別に取り扱うべきか。弱気な入札者にインセンティブを付与することは、
強気な入札者の積極性を緩和する。しかし、これは他面で公平性の問題を惹起し、国庫補助
ルールと衝突する可能性がある。
・オークションは競り上げ方式であるべきか、封印入札方式であるべきか。すなわち、入札者
は入札する機会を複数持つべきか。共謀は、競り上げオークションよりも封印入札オーク
ションで維持が困難である。封印入札オークションのほうが、逸脱はより容易であるからで
ある。また、参加の可能性も、競り上げオークションに比べ封印入札のほうが高くなるといっ
てよい。弱気な入札者は、競り上げオークションではそうでないのに、封印入札では強気な
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入札者に勝つチャンスを持てるので、入札により惹かれるからである。封印入札（単一ラウ
ンド）のオークションでは、入札者は入札準備費用を節約に努める。ライバルの入札戦略を
解読するより、対象物件に対する自分の価値評価を確認することに努力を集中するからであ
る。他方、最高の価値評価を持つ入札者も、封印入札で勝てるとはかぎらない。もちろん、
こうしたことは適正な留保価格の設定で緩和される。さらに、競り上げオークションは、封
印入札オークションよりも時間がかかる可能性が高い。しかし、競り下げオークションは最
も時間のかからない方式である可能性がある。
・オークションの期間中、価格をどのように動かすべきか。対象物件を購入する競り上げオー
クションでは、入札者はライバルの価値評価を知ることができるため、この方式は、入札者
が他の入札者の価値評価についてあまり情報がなく、リスク回避的である場合に有益であ
る。売り手のほうも、競り下げ（ダッチ）オークションでより多くの収入を得ることができ
る。ダッチ・オークションでは、大量の財を迅速に販売可能であり、これは生鮮食料品では
重要な特性である。
・どのような情報が入札者に開示されるべきか。共通価値の世界では、競り上げオークション
において、入札者は他の誰が入札し、その入札額はいくらかを知ることができる。そして、
それは彼らがライバルの価値評価について学習し、勝者の災い効果を削減するのに役立つ。
だが他面、これは共謀を容易にする。共謀の合意から離脱することが困難であるからである。
オークション主催者は、対象物件の評価値に関する情報をすべて開示することで、より積極
的な入札行動を誘導することもできる。その間にオークション主催者が何がしかの情報を発
表する、反復的な封印入札ラウンドは、勝者の災い問題を緩和するのに役立つ（英国の北海
ガス・キャパシティのオークションに関する議論を参照）。繰り返しオークションで、入札
に関する情報を提供することは、オークション主催者が入札者を監視するのに役立つだけで
なく、入札談合（カルテル）がメンバーの行動を監視するのにも役立つ。
・落札者はどのような価格を支払うのか。入札者の数を考慮に入れたとしても、この点では、
簡単に結論するのは適当でない。単一ユニットの２位価格私的価値オークションでは、入札
者は自分の真の評価値を入札し、もっと高い価値評価を持つ者が落札するのが、効率的であ
る。しかし、彼女の真の評価値を知った後で、彼女に二番目に高い入札額を請求するのは、
政治的な問題を生みかねない。入札者もまた繰り返しオークションのなかで、自分たちの真
の評価値を入札することに躊躇することになろう。だが、入札者が、単一ユニットないし複
数ユニットの私的価値封印入札オークションで自分の入札額を支払う場合には（１位価格）、
最も高い価値評価を有する入札者は自分の入札額を大きく削るかもしれないが、それだと入
札に勝てないし、それはまた資源配分の点で非効率的である。複数ユニットの「ペイ・アズ・
ビッド」の市場では、さまざま価格が不公正なものと見なされるかもしれない。一律価格・
複数ユニット・オークションでは、入札者は、上述した理由で自分たちの入札額を削減する
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ばかりか、また限界単位内で（infra-marginal）より低い価格を支払うことになる。要するに、
多くの検討事項は、単純な提言が有用でないことを意味している。
　これらの観察は、次のような提言をもたらす。
・共謀が重大な脅威である場合には、競り上げ入札オークションではなく、封印入札オーク
ションを用いること。
・高水準の、信頼できる留保価格を設定すること。
・入札者や公衆に提供する情報について慎重に検討すること。
・小規模オークションの一括化とオークションの将来スケジュールの発表の抑制を検討するこ
と。
　参加の促進は、オークションで競争を促進するもう一つの主要なツールである。通常の市場と
同様に、入札準備費用を引き下げることによって、参加費用を削減することができる。封印入札
オークションは、競り上げオークションよりも弱気な入札者を惹きつける可能性が高い。弱気な
入札者を惹きつけるために、他の方法を用いることもできる。それらには、セットアサイド（set-
aside）、信用入札、および対象物件の分割などがある。ただし、分割は、参加者の数が固定され
ている市場環境においては、より多くの談合結果を生み出しかねない。
　経済理論の適用は、政策の制約を受けることが多い。しかし、少なくとも最先端のオークショ
ン理論家がオークション設計について言うことを聞くことは有用である。
　「オークションの文献は、二つの基本的な処方がオークション設計に有効であることをガイド
として提供してくれる。まず、勝利したプレーヤーが払う代金と彼がオークションで勝利する可
能性と独立であるように構成する必要がある（William Vickrey, 1961）。理想的に勝者の価格、
封印入札オークションで２位価格に対する入札者の評価値を明らかにするようにすべての入札者
にインセンティブを上げる必要がある。第二に、オークションは入札者が入札する時に、各参加
者が利用できる情報を最大限に公開するように構造化すべきである（Paul R. Milgrom and 
Robert J. Weber, 1982a）。入札者のシグナルが、アフィリエートされ、共通価値である場合、入
札者が最終的な入札を相手に知らせるから、参加者は大きな情報を推測することができるので公
開競り上げ入札形式は封印入札形式より（平均すると）入札者に積極的に入札額を上げさせる。」
（Ausubel 2004）
３．入札市場における合併
　競争当局は、入札市場における合併を評価することが多い。基本的な問題は、通常の市場の場
合と同じであるが、「入札市場には疑わしい主張がなされる機会がある。」（Waehrer and Perry 
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2003）。競争を分析するには「二人で十分である」といった主張を検討した後、本節では
Oracle/PeopleSoft 合併評価の詳細な公的記録を利用しながら、共通価値と私的価値という二つ
の文脈で合併の競争効果を検討し、最後に市場シェアの問題を取り扱う。
３．１　理想的な入札市場
　合併事業者によって供給がなされる市場が「入札市場」である場合、競争当局は通常と異なる
合併評価をすべきであると主張されることがある。「競争には二人で十分である」、「市場シェア
は問題とならない」、および「買い手は、市場支配力の行使を防ぐために、オークションを再設
計することができる」といったさまざまな主張もある。本節は、主に Klemperer（2005）に従い、
こうした主張を検討する。
　こうした主張は、現実世界ではめったに起こらない極端な条件に依拠している。それらは、一
人のライバルさえいれば市場支配力の行使を十分に妨げるといったベルトラン競争、潜在的参入
者による競争上の制約が市場支配力の行使を十分に防げるといった完全コンテスタブル市場など
の、よく知られたモデルを類推させるものである。ベルトラン競争や完全コンテスタビリティー
の条件が満たされるのは非常にまれではあるが、それにもかかわらず、こうしたモデルは関連事
実の分析を行うのに有用である。同じことが、理想的な入札市場についても言える。
　直接これら主張を論じた最近の論文、Klemperer（2005）は「理想的な」入札市場に関する四
つの基準を提示した。
１．競争は勝者一人勝ちである。
２．競争は一括的。各コンテストは、一期間における一人の供給者の総売上高と比較して大きい。
３．以前の勝利は、現在のコンテストに勝つ確率に影響を与えない。とりわけ、既存事業者が有
利となるロックインは存在しないものとする。
４．参入が容易である。
　条件１から３に、企業は独立的である（identical）という仮定を加えると、企業は、一人の買
い手に対して販売価格で競争するというベルトラン競争モデルになる。限界費用が一定で、供給
制約がなければ、均衡点において、二人の供給者が存在すれば完全競争となる。したがって、こ
れらの条件が満たされる場合、「二人で十分である」ということになる。
　理想的な入札市場は完全コンテスタブル市場を想起させる。完全コンテスタブル市場のモデル
は、大規模な「ヒットエンドラン（hit and run）」参入が実行可能であること、またそれを予期
できることを当てにしている。とくに、Schwartz and Reynolds（1983）が述べたように、新規
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参入者は大規模に参入でき、既存事業者と同じ費用構造を負い、既存事業者が値下げの反応を起
こす前に参加・退出ができなければならない21。ベルトラン市場ないし完全コンテスタブル市場
と理想的な入札市場の間の関係は、前二者のモデルが特定市場に適合するかどうかを長期にわた
り評価してきた競争当局の経験結果と結び合わせると、二社のライバルだけでも効率的な結果を
生むのに十分であるという条件は、まれではあるが、不可能ではないことを示唆している。
　より興味を惹く疑問は、それでは非理想的な入札市場における合併については、こうした基準
のいくつかに適合していてもなお「通常の市場」とは違う取り扱いが必要かどうか、にある。本
稿の第二部には、通常の市場から生じる通常の競争上の懸念は、入札を用いる市場にも適用でき
ることを示している。それにもかかわらず、こうしたいくつかの要因の存在は、合併の協調効果
ないしユニラテラル効果（訳者注：ある事業者が互いに代替性の高い複数の差別化された財を提
供している場合、片方の財の価格を引き上げてその売上げが減少しても、もう一方の財の需要の
増加で補うことができる効果）の可能性について、通常と異なる分析、もしくは結論を導くこと
になるのか。オークション・メカニズムを使用すること自体が、競争上の懸念を高めるような市
場特性の指標となりうることに注意しよう。例えば、オークションは、契約が大規模で特殊であ
るため、取引レベルで規模の経済性が存在するところで用いられることもある。規模の経済性が、
相当額のサンクコストによって惹き起こされる場合には、ロックイン効果（あるオークションに
勝つことが、別のオークションで有利に働くこと）が存在し、その後このオークションへの参入
は困難になる。
３．２　共通価値の文脈における合併の競争効果
　入札者間の合併が競争に与える効果は、通常の市場でのライバル間での合併と若干異なるとこ
ろがある。入札者間合併の通常の効果は、ライバルが少なくなるため、積極的な入札が少なくな
り、限界単位で価格を設定するので、需要が減少する22。
　加えて、より重要なことは、私的価値モデルと共通価値モデルの相違が、合併分析にも影響を
与えることである。そうした相違がある場合には、合併が入札者の情報に及ぼす効果や合併が「勝
者の災い」効果に及ぼすインパクトに対処しなければならない。そこでは、合併の結果といった
かたちで競合者が少なくなることは、オークション主催者により有利な価格を与えるといった議
論になることもある。その考え方はシンプルである。共通価値モデルの場合、合併は当事者の間
で情報の共有を生むが、この情報共有によって企業はより積極的に入札するようになる。なぜな
ら、勝者の災いに曝される機会が少なくなるからである。この効果が合併の他の効果を上回る場
合、合併は、入札主催者ないしオークション主催者に支払われる価額を改善する。
　こうして、オークションの文脈では、次の二つの疑問が発生する。一つは、私的価値の文脈で
は合併は起こらないのか、またそこでは「勝者の災い効果」がないのかという問題である。もう
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一つは、合併が共通価値の文脈で起きる場合、「勝者の災い効果」の減少は、本当に合併の他の
反競争的効果を上回るのかという問題である。経験上、多くの場合、共通価値と私的価値の識別
はむずかしく、市場の検討にまで後退するか、直観に頼らなければならない。これについては、
以下で論じる。第二の問題も、一般的な解が存在しない、実証的な問題である。このトレードオ
フの諸結果は、上述の共同入札の議論で与えられている23。「要するに、これらの問題はまだ十
分に理解されておらず、最近の分析では、共同入札は、私的価値オークションないし普通の市場
よりも、共通価値オークションにおいてより適切というわけでもないことを明らかにしている」
（Klemperer 2005, p.22）。
３．３　共通価値か私的価値か？
　勝者の災いの削減効果は私的価値の文脈では生じないため、共通価値を私的価値と区別するこ
とは有益である。多くの文献がこの問題を採り上げている24。
　最初の分析ツールは、直観である。「私的価値と共通価値というオークションの特定の形式を
差異化することはできるが、両価値フレームワークのいずれがより適正であるかを決定するの
に、直感のほうがより良いガイドになることもある。ただし、実証的な解が存在しないこともあ
る。」（ABA p.233）
　オークション理論の諸結果は、ある特定の状況においてのみ、私的価値と共通価値を識別する
ことができることを示している。最も一般的な結論は、否定的なものである。すなわち、入札額
だけが利用でき、入札者数が固定されていて、留保価格がない場合、共通価値と私的価値を識別
することはできない（Laffont and Vuong 1996）。その理由は、観察される入札額の分布が、入
札者の私的価値の分布にすぎない可能性があるからである。もっとポジティブな結論は、入札者
数が外生的に変動する場合には、封印オークションで、共通価値を私的価値から識別できるとい
うものである25。この論理は競り上げオークションではうまくいかない26。私的価値と共通価値
を識別するために、入札者数に伴う入札額水準の変化を調査するという見かけ上の簡単な解法
は、ここではうまく働かない27。
　要約すると、私的価値と共通価値を経験的に識別できるかどうかは、オークションのタイプと
利用可能なデータにかかっているといってよい。また、直感に頼らなければならないことも多い。
３．４　私的価値の世界における合併の競争的な効果
　私的価値の世界で企業合併がある場合、合併効果を直接推定できるかもしれない。
　そこで企業が合併する場合、合併企業の私的価値は、通常合併当事者の私的価値の最大値であ
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ると仮定される。このことは、合併企業が、合併当事者が勝っていたはずのオークションのすべ
てで勝つことを意味する。この仮定は、病院、掘削機械メーカー、防衛産業、および効率性のな
いその他の企業の間での合併のユニラテラル効果をモデル化するために用いられている（Baker 
1997）。この仮定の結論は、合併の結果として、落札価格こそ異なるが同じ入札者が勝つという
ことである。オークション主催者は、留保価格を引き上げることで部分的に価格上昇を抑えるこ
とができるが、完全にはできない（Waehrer and Perry 2003）。私的価値における合併効果の推
定は、通常、入札の受け手の反応はなく、企業には非効率化があると仮定している。
　私的価値における２位価格封印オークションの効果の推定は容易である。その理由は、入札者
が自分の真の評価値を入札するという結果を用いることができるからである。第一に、オーク
ションを、合併当事者が１位入札額と２位入札額を入れるオークションと、それ以外のすべての
オークションに分けよう。後者には合併効果は存在しない。第二に、前者について、２位入札額
と３位入札額の差を測定しよう（この考えは、合併が、合併当事者の入札額の低いほうが消える
ことで、以前の３位入札額が今や２位入札額になり、それが２位価格を決めることを意味する）。
すべてのオークションについてのこの差を合計し、オークションの件数で割ることで、合併効果
の平均値を算定できる。この手法には、重要なデータ、特に入札者とその入札額、少なくとも３
位までの入札額に関するデータが必要となる。この計算例は補論で示す。
　敗者の入札データがない場合、追加の仮定が必要となる。標準的な仮定として用いられている
のは、１位入札額に対する２位入札額の比率である。例えば、三人の入札者 A、B、C がある時
点で50％、30％、20％の割合で勝つ場合、A が勝つ時の B は60％（訳者注：30％／（30％＋
20％））で次点であり、C が勝つ時の B は37.5％（訳者注：30％／（30％＋50％））で次点である
と仮定する。ただし、この仮定は、輸送費や技術力のような、入札者を競合相手に大きく近づけ
たり、遠ざけたりする特性を持っている場合には、明らかに成り立たない。
　合併効果をモデル化する場合、競合者間での違いを考慮することは重要である。したがって、
このような状況では、各入札者の評価値は、入札者およびその対象物件の特性を含む関数として
特定化される。たとえば、輸送費が重要である場合、入札者や対象物件の位置は評価関数におい
て重要な特性となる。場所が異なる入札者間の合併は、同じ場所にある入札者間の合併よりも、
競争に与える効果は少ないであろう（Froeb and Tshantz forthcoming）。
　１位価格オークションの合併効果を推定するのは、入札者が真の評価値で入札しないため、よ
りむずかしいことになる。ここでは、入札者は入札額を削り（shade）、利潤を得ようとする。
すなわち、彼は、他の入札者も類似の計算を行っていることを考慮に入れて、落札確率（高い入
─　　─118
札額）を犠牲にしても（低い入札額で）勝とうとするのである。「『ロジット・モデル』を用いた
数理統計分析によれば、合併前の合併企業の落札シェアを所与として、封印入札オークションに
おける合併の価格効果は、これに対応するイングリッシュオークション・モデル（すなわち、競
り上げ方式）で予想される価格効果のほぼ85％に相当すると予測される」（Werden and Froeb 
forthcoming での Tschantz, Crooke and Froeb 2000の引用）。
　Waehrer and Perry は、独立・私的価値での競り下げ公開調達オークションにおいて、入札
者は、さまざまな費用構造を持っている点で非対称的であるとし、それをモデル化した。これは、
企業が多様なキャパシティを持っていることかを考えれば、当然の解釈といってよい。このモデ
ルでは、買い手（＝入札主催者）は留保価格を用いることができ、また合併に応じて留保価格に
変更できると仮定された。買い手の内部推定費用が供給者の費用に近い場合、留保価格は、買い
手を、合併の反競争効果から守ることができる。彼らの一般的結論は、留保価格を調整すること
で合併の悪い効果を緩和することができるものの、買い手は合併によって厚生が悪化する、とい
うものであった（Waehrer and Perry 2003）。
３．５　Oracle/PeopleSoft 事件の入札分析
　Oracle/PeopleSoft 事件は、入札市場で合併効果を評価するのに用いられる分析手法を正確に
完全公開している。この事案を審理した二つ主要な司法当局は、製品の販売方法が、競り上げオー
クションに近いと見るか、封印入札オークションに近いと見るかで、異なる結論に到達した。そ
れぞれは、異なるデータ集合に依拠し、明らかに異なる計量経済学の手法を用い、そうした結論
に到達したのである。欧州委員会と米国地方裁判所は、この基礎となる市場モデルは一致しな
かったが、結論では一致した。
　2003年６月に Oracle が PeopleSoft に対して敵対的買収を開始した。2003年10月に、この案件
は欧州連合（EU）に通知された。米国では、反トラスト局といくつかの州が、買収を阻止する
ため、これを提訴した。地方裁判所は、2004年６月の公判を経て、同年９月に米国政府に対して
判決を下した。政府は控訴しなかった。欧州では欧州委員会が第二段階の精密な調査に入った。
６か月の猶予期間があったため、、米国の司法手続きも終わると同時に、米国の裁判で用いられ
た情報が欧州委員会調査局に送られた。2004年10月に、欧州委員会は、無条件で合併を承認した。
　Oracle と PeopleSoft 社は、企業向けアプリケーション・ソフトウェア（EAS）として知られ
ている企業向けリソース・プランニング（ERP）の販売で競合していた。問題は、給料、福利厚
生その他従業員の事項を扱う人的資源マネジメント（HRM）と、領収証、会計勘定科目などを
扱う財政管理システム（FMS）のソフトウェアにあった。この購入者は大手企業である。この
種の製品カテゴリーではソフトウェアはそれぞれ異なる機能を持っている。反トラスト局は、高
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機能の HRM・FMS ソフトウェアと比較的機能が低いそれとは別の市場であり、また地理的な
市場は北米であると主張した。欧州委員会は、関連市場は高機能の HRM・FMS ソフトウェア
であり、地理的な市場は世界全体であると主張した。欧州委員会は、異議告知書（Statement of 
Objection）において、関連市場の供給者は Oracle 社、PeopleSoft 社、および SAP 社のみであ
ると主張したが、調査期間中に、同委員会は少なくともある顧客層には他の信頼できる供給者も
存在することを認めた。これに対し、反トラスト局は供給者は三社であるとの見解を維持した。
両合併当事者は、高 · 中機能の市場の差異と競合者のリストについて論駁した。
　大手企業は、高機能 HRM・FMS ソフトウェアを購入していた。ソフトウェアはカスタマイ
ズされ、買い手と売り手は取引関係を維持し、ライセンスの転用は禁止されており、裁定取引は
できなかった。反トラスト局は、この市場では顧客別に異なる価格が課されていると主張した。
３．５．１　反トラスト局
　反トラスト局は、高機能 HRM・FMS ソフトウェアの各調達はそれぞれまったく別個の競争
を構成すると主張した。反トラスト局は、調達手続きは競り上げ入札に近く、合併は、入札者と
しての PeopleSoft 社を消してしまうと主張した。その結果、Oracle 社は、より高い価格でオー
クションに勝つことができるようになると主張したのである。合併により、さまざまな顧客が、
さまざまな影響を受けるであろう。米国政府の専門家、R.Preston McAfee は、この市場の競争
を競り上げオークションとしてモデル化した。彼のモデルでは、高機能 HRM ソフトウェアで
5-11％、高機能 FMS ソフトウェアで13-30％の価格上昇が予測された（Werden, forthcoming）。
　McAfee 教授は、それぞれ別の三つの分析を行い、それを通してもっとも適切なモデルを選択
し、合併効果を推定しようとした。第一に、25の特定の取引を調査し、取引の母集合の統計推定
を行った。その時点では、Oracle社は少なくとも93パーセントの比率で競争に参加していること、
また PeopleSoft 社も大規模な取引で、総取引額の約半分程度で、Oracle 社の競合相手になって
いることがわかった。第二に、回帰分析を用いて、PeopleSoft 社が Oracle 社の値引きの割合に
与える影響を推定した。これにより、Oracle社の値引き率は、PeopleSoft社との競合がある場合、
平均で10％大きくなることが分かった。平均の値引き率が約50パーセントであったので、
PeopleSoft 社が Oracle 社の競争相手として登場したとき、購入者は平均で60％の値引きを受け
たことになる。PeopleSoft が競合相手であった場合の、50万ドル以上の取引額を対象とした別の
データ集合を用いた回帰分析では、平均の値引き率が7.6％ポイント増加し、取引全体では平均
の値引き率は13.6％ポイントとなった。
　第三に、彼は、経済学モデルを用いて、この事案の事実に即して検定（calibrate）し、合併の
─　　─120
価格効果を推定した。McAfee 教授は、市場の事実に最も適合するモデルは、競り上げ入札であ
ると判断した。関連事実を見ると、入札は複数の入札者による入札が複数回行われたこと、また
入札者は不完全ではあるがライバルの価格戦略に関し情報を持っていた。それゆえ、落札者が敗
者のうちの「最高」価格をオファーするに違いないというのは、理に適っていた。これは、一種
のイングリッシュ・オークションである。このモデルの結論は、合併が価格を引き上げることを
予測するものであった。予測された価格引き上げは、FMSソフトウェアよりもHRMソフトウェ
アのほうで高かった。その理由は、第三の入札者が、HRM より FMS においてより強力な競合
相手であったからである。FMSの期待価格上昇率が「競争度」パラメーターに応じて4.6％、5.7％、
6.8％、7.9％、及び9.0％であったのに対し、HRM の期待価格上昇率は「競争度」パラメーター
に応じて、13.0％、16.5％、20.6％、25.2％、および30.4％であった。
　裁判所は、オークション・モデルではなく、別のモデルを、すなわち差別化された製品でのベ
ルトラン競争モデルを適用したようであった。加えて、裁判所は合併シミュレーションを採用し
なかった。その理由は、シミュレーションが市場シェアの統計に基づくものであり、裁判所はそ
の統計を ERP 市場における供給者についての信頼できる指標と見なしていなかったからである。
（U.S.v.Oracle Corp., No. C04-0807 （N.D. Cal. Sept. 9, 2004））。裁判所は Oracle に有利な判決を下
した。
３．５．２　欧州委員会
　欧州委員会は、主要プレーヤーの数が３から２へ減少するにもかかわらず、市場は競争的なも
のに留まると結論づけた。その理由は、いくつかの小さいが、信頼できる供給者が存在したから
である。
　欧州委員会は、非協調効果に関し、市場シミュレーション分析と回帰分析の両方を行った。市
場シミュレーションは、オークション・モデルに基づくものであるため、以下で説明する。しか
し、このモデルは最終的に、この事案の結果に影響を与えなかった。このモデルは３社から２社
への合併をベースに基づくものであったが、同委員会はそうした見解を採用しなかったからであ
る（EC paras. 179 and 196）。
　複数回試行された回帰分析は、最終ラウンドの入札者の数や身元（identity）が、それぞれの
入札者の値引き（PeopleSoft のデータ集合における PeopleSoft 社の値引き、Oracle 社のデータ
セットにおける Oracle 社の値引き）に影響する度合いをテストするように設計されていた（EC 
para. 199）。これらの分析から、取引の規模は値引きに影響を与えるが、取引の規模が説明変数
として回帰式に入っている場合には、最終入札者の数は、値引きを説明するものとはならないこ
とが分かった。同様に、特定の入札者の存在が、一つの些末な例外を除いて、高い値引きを促す
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ものではなかった（EC para. 200-1）。欧州委員会は、データでこうした効果がないことについて、
それは合併の反競争的な効果を排除するものではないが（EC para.202）、入札者の数や身元が目
に見える効果がないということは、「合併の反競争効果の証拠として依拠するには」、その入札
データは不適切である（EC para. 204）」との警告を発した。
　欧州委員会は、協調効果に関し、協調を維持するには、潜在的な入札者の数が多すぎ、製品は
差別化されており、市場シェアは非対称的であるので、構造的に接触する機会はほとんどないと
判断した（EC para.209-211）。ただし、二つの主要なプレーヤーの協調については、製品の異質
性や大きな値引きといった市場の透明性を曖昧にさせる効果にもかかわらず、その可能性を排除
しなかった。しかし、小規模なプレーヤーを、複占を不安定にさせる可能性がある、信頼できる
入札者であると見なしたのである（EC para. 212-3）。
　市場は、封印入札モデルを用いてシミュレーションが実施された28。いくつかの市場特性には、
市場モデル化の仕方を決定するのに役立つものがある。第一に、入札者は、所与の調達市場での
入札においてライバルの身元を知っていた。第二に、入札者が契約を履行する限界費用はゼロに
近いと見なされた（競争が始まる前に、費用はほとんど埋没していた）。このことは、とりわけ
将来の費用についての不確実性はあまり重要ではないことを意味していた。第三に、入札者は、
入札する時点では、他の入札者の入札額を知らず、また異質なオファーのうちより自分に適した
ものにどれくらいの支払額をもつのか知らなかった。したがって、市場を封印入札の形式でモデ
ル化するさらなる理由は、公開入札では非現実的な予測に陥ると見なされたからである。ここで
重要な要因となるのは、「入札者は、自分が今にもコンテストから除外されそうになった場合、
オファーを引き上げることで勝つ機会が与えられると期待できるかどうか、もしくは自分が可能
な最低入札額に達する前に除外されるリスクがあるかどうかである」（Bengtsson 2006, p.136）。
限界費用がゼロであることが分かっていれば、イングリッシュ・オークションは結果的に価格を
ゼロに近づけよう。こうしたことはめったに観察されないので、市場のモデル化がイングリッ
シュ・オークションで近似されることはなかった（同上、p.137）。買い手は、入札者に対し、た
とえば価格やソフトウェアの相対的なパフォーマンスといった情報の移転にコミットできないの
で、封印入札形式が「入札者が直面する一般的な不確実性を捉えた」より良い方法に思える。（同
上）
　モデルの情報構造は次のようなものである。買い手は各入札で自分がオファーする私的価値を
知っているが、売り手である入札者は、各オファーの評価値が良く知れ渡った一定の分布から導
き出されているということしか知らない（同上、p.135）。
　実際の市場シェアを用い、また顧客が入札競争後まったく「買い」を選択しなくなる確率の範
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囲を仮定し、三つの企業の提案の相対的な品質について別の仮定をおくことで、モデルをキャリ
ブレートすると、このモデルは、入札価格、平均支払価格、および製品の購入で顧客が得る期待
効用を推定することができる。このモデルは、仮定の範囲内で、実質的な価格引き上げと顧客の
厚生損失が起こると推定した。またここでも、このモデルと推定が意思決定プロセスの結果に影
響を与えなかったことに注目したい。その理由は、モデルでは三つの供給者しか存在しないと仮
定したが、調査では実際にはより多く存在したと結論づけていたからである。
３．５．３　Oracle 社 /PeopleSoft 社の合併案件に関する結論
　三つの機関、すなわち欧州委員会、米国反トラスト局及び地方裁判所は、分析にあたり三つの
異なる経済学モデル、封印オークション、競り上げオークション、および差別化された製品での
ベルトラン競争をそれぞれ用いた。オークション・モデルの選択は、競争がどの程度作用するか、
すなわち、どのようなライバル情報が利用可能なのか、入札の回数などに依存している。情報の
利用可能性に基づきモデルを選択をした後で、欧州委員会と反トラスト局は合併効果を評価する
ために計量経済学を用いた（地方裁判所は、ベルトラン競争モデルについての関連情報は提示さ
れなかったと述べている）。三つの機関は異なる結論に達したが、欧州委員会と米国地方裁判所
はともに合併を中止すべきではないと判断した。
３．６　市場シェアは何を意味するか？
　合併分析では、市場シェアは市場支配力を評価する起点として用いられることが多い。さらに、
事実によって市場支配力についての見解を修正することもある。しかし、オークションが市場を
「一括（lumpy）」し、それが市場の大部分に対する供給者を決定するような場合、これまでの売
上高に基づく市場シェアは、数多くの小規模な買い手が独立した意思決定を行う場合より、大き
く変化するように思われる。この市場シェアは、今後の市場支配力を評価する際に有益であるの
か。結論として、競争は入札プロセスで行われ、売上高はその結果の反映にすぎず、必ずしも実
際の競争プロセスを反映するものではない。
　まず、均衡市場シェアと構造市場シェアを識別することから始めよう。「反トラスト事案や実
業の世界では、市場シェアは、収入額、生産量などに基づき算定されることがほとんどであるが、
これは市場均衡を説明しており、そこでのシェアは、市場構造ではなく、市場パフォーマンスを
示している。これに対して、構造市場シェアは、競争相手の能力、例えば、生産能力、排他的な
資源の保有量のなどの資産所有権に基づくものである。（…）このように、構造市場シェアは均
衡市場シェアと本質的に異なるのである」（Werden 2002, p.78）。
　例えば、企業 A がある都市全体における水道供給のオークションに勝った場合、現在および
数年間の市場シェアは、企業が A、B、C、…N 社あるとして、A は100％、その他は０％、０％、
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…０％ということになる。これらは均衡市場シェアである。しかし、市場シェアが競争度を推定
するために用いられる場合には、概して均衡市場シェアではなく構造市場シェアを採るべきであ
ろう。
　この例では、ライバルたちは、この契約のオークションで落札確率をほぼ等しくしよう。これ
が当てはまる場合、１/N という市場シェアは、競争が起こっている場合には、競争状況を要約
するより優れた指標となろう。
　しかし、ライバルは多くの場合対称的ではないので、各入札者が同じ確率で勝つという仮定は
誤りであろう。例えば、既存事業者は、次のオークションで有利となることがある。その場合、
市場シェアはもはや１/N ではない。それとどの程度違いがあるかは、類似の多くのオークショ
ンから得られるデータを用いて推定できる。ここで参考になる他の都市の水道入札とは、既存事
業者に対して新規参入の入札者が勝つ成功率を予測させるような入札データである。より一般化
すると、入札者ないし顧客が異質である場合、入札情報や類似のオークションの諸結果は、企業
間の競争の有無を明確にするのに役に立つ。しかし、過去の事例が有効な指標とならない場合、
例えば、類似のオークションが存在しない場合もあるであろう。
　まとめると、対象物件がオークションで販売される場合、競争は、競争の結果を反映する販売
取引においてというより、オークションの中で生じる。競争度を測定するための関連市場シェア
は、構造シェアであり、均衡シェアではない。後者は、競争の結果だけを反映している。
４．結論
　オークションは、市場取引を行う単純な方法の一つである。別のメカニズムでなく、オークショ
ンを選択することは、規模の経済性など競争上の懸念を高めるような市場特性を示すこともある。
　「ノイズ」を減らし、ライバル間の情報伝達を容易にする公的ルールを課すと、オークション
は共謀を促進することになりかねない。オークションの設計によって、共謀すなわち協調行動を
削減したり、参加を促進したりできる。このため、オークションの設計は、ロビー活動を受けや
すい。例えば、既存事業者は（一般的に）参加意欲を削ぐような競り上げ（または口頭、イング
リッシュ）オークションを封印入札よりも選好する。これに対し、オークション主催者は戦略的
に行動し、競争を促進する入札形式や仕様を選択することができる。
　理論文献から得られる効果的なオークション設計のための基本的な対処法は、次の二つであ
る。入札者に対して、入札額だけではなく支払額も考えて、評価値を正直に表明するように導く
ことであり、また各参加者に対して入札前の利用できる情報を最大化することである。文献が指
し示す他の勧告には、以下のようなものがある。
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・共謀が重要な脅威となる場合、競り上げ入札（ないし「公開」）オークションではなく、封
印入札を用いるべきである。オークションにかけられる対象物件の真の評価値についての情
報が入札者の間で広まり、重要な不確実性がある場合、競り上げオークションを用いること
を検討すべきである。
・高めに、だが信頼できる留保価格を設定すべきである。
・入札者や公衆に提供する情報について慎重に検討すべきである。これには、敗北者の身元の
情報公開や後の起こりうる談合告訴において利用できるオークション・データの保存なども
含まれる。
・ 小規模な入札案件を束ねることや、今後の入札予定の広報を控えることも検討すべきである。
・入札準備費用を削減する手段を検討すべきである。
・「弱気な入札者（weaker bidders）」の参入を促進することが重要である場合、競り上げオー
クションではなく、封印入札を用いるべきである。
・セットアサイド（set asides）、入札与信、および対象物件の分割など、「弱気な入札者」を
参入させるほかの手段を検討すべきである。
　「入札市場」における合併分析に関して、実際、「二人で十分である」というケースもあろうが、
その可能性は経験的にはほとんどないであろう。「私的価値」の世界では、一般的に入札者間の
合併は、「通常の市場」がそうであるように、入札をより消極的にし、需要を減少させる（効率
性の欠如）。「共通価値」の世界では、こうした競争の減退は、「勝者の災い」効果の低下によっ
て打ち消される。この効果が他の効果を上回るかどうかは、実証的な課題である。私的価値と共
通価値を識別する方法については、現在研究が進行しているテーマである。
　オークション理論は非常にテクニカルである。したがって、著名なオークション理論家兼実務
者が次のように書いていることは頼もしい。
　「オークションのコンサルティングにおける経験から、賢明であって新しいデザインは、オー
クションの成功のための重要なポイントの一つに過ぎないことが分かった。それよりも、入札費
用を低く抑えたり、良い入札者の参加を促したり、誠実に手続きを行ったり、落札者が約束通り
に支払いもしくは契約履行するかに注意することのうほうが、はるかに重要である」（Milgrom 
2004, p.vii）
注
⑴　ほとんどの場合、その仮定は統計的に独立であるので、独立私的価値と呼ぶのが適切である。
⑵　一例は次の通り。
─「私は、12ブロックある周波数のうち、二つで満足する」
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─「（五人の入札者が）同様に行動する場合、周波数を取得することが可能である。」が、「私のライバルの一
人が三番目の周波数ブロックに入札するならば、私は同じブロックに入札するのであろう」（Crossland 2000
を引用した Klemperer, p.136）。この例は、六つの企業が低費用でそれぞれ二つのライセンスを落札した。
⑶　Cramton and Schwartz 2002の表１、p.4におけるコード入札（Coded Bidding）の例
ラウンド
Marshalltown, IA 282E Rochester, MN 378 D Waterloo, IA 452 E
McLeod USWest McLeod USWest AT&T McLeod USWest
24 56,000 287,000
… … …
46 568,000
52 689,000
55 723,000
58 795,000
59 875,000 313,378
60 345,000
62 963,000
64 62,378 1,059,000
65 69,000
68 371,000
　「表１は、ブロック E の Marshalltown、Waterloo を対象とした、すべての入札が第24ラウンド以降にあり、
ブロックDのRochesterのすべての入札が第46ラウンド以降にあったことを示している。Rochesterにおいて、
USWest と McLeod は競合し、52、55、58、および59ラウンドで入札の応酬があった。Rochester での競争に
ついて、勝つために価格の引き上げを続けるのではなく、USwest は McLoed に対して、第59ラウンドの
Waterloo でコード入札313,378ドルをぶつけてきた。「378」は、第378市場、つまり Rochester を指す。
USwest の入札額は、McLoed が Rochester で入札したときに Waterloo で制裁を加えることを意味した。第
60ラウンドで、McLoed は、Waterloo で第24ラウンドより58,000ドル高い345,000ドルを入札した。しかし、
McLoed は Rochester をあきらめず、第62ラウンドで、Rochester について入札した。USwest は、この後、
第64ラウンドで同じ手法を用い、代わりに Marshalltown で制裁を加えた。USWest による第64ラウンドの入
札額で Rochester のライセンスが確定した（USWest が McLoed に制裁を加えた二つの市場のみを示した。つ
まり、USWest は、実際には、いくつかの市場で同時に McLoed に制裁を加えた。）」（Cramton and Schwartz 
2002, pp.5-6）
⑷　この例は、Cramton and Schwartz 2000にある。入札者 A は２単位を受け入れられるキャパシティを持ち、
入札者 B は１単位を受け入れられるキャパシティを持っていると仮定する。A は、１単位に160ドル、２単位
に300ドルと評価しており、B は75ドルの評価をしていると仮定する。留保価格は０ドルであると仮定する。
完全情報を仮定しているが、著者は、結果は不完全情報に拡張できると述べている。B にとっての弱支配戦略
は、75ドルを入札することである。A はこのことを知っている。A は、１単位に（75ドルより）高い入札をし、
１単位に０ドルを入札する場合、決済額は０ドルであり、利得は160－０＝160ドルとなる。A が２単位落札
したい場合、少なくとも両方に75ドル入札しなければならず、その利得は300ドル－２×75ドル＝150ドルとな
る。したがって、Aは、１単位のみを選好する。これは需要の減少になる。20ドルの留保価格を設定する場合、
B の戦略は変わらないが、A の計算は変わる。A が２単位落札する場合の利得は、B が必ず75ドル入札するた
め、同じである。しかし、１単位落札する場合、留保価格を支払わなければならないから、その利得は160－
20＝140ドルに下がる。
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留保価格＝０ 留保価格＝20
A の入札額 B の入札額 決済額 A の利得 決済額 A の利得
High,0 75 ０ 160－0＝160 20 160－20＝140
High,High 75 75 300－2＊75＝150 75 300－2＊75＝150
⑸　他の入札者よりも対象物件の評価値について多くの情報を持っていると、共謀のインセンティブが働かな
い。情報レントは、その品質によらず、その秘密性にある。（同じ情報を持つライバル入札者は、何も得られ
ないが、弱いが秘密情報を持っている入札者はレントを得られる。）したがって、情報は、同じ情報を持つラ
イバルと共謀するインセンティブを高める。これは、共謀と代替的である競争は、情報レントを削減するから
である。オークション主催者が公表した情報は、その情報レントを削減することができる。
⑹　「キャパシティ」は、ターミナルの物理的な収容能力だけでは必ずしもなく、予想されるネットワーク制約
も影響する。
⑺　この見解は、初期の研究の多くがメキシコ湾の油田採掘権のオークションに関連していたことを知ることで
改善されるであろう。このオークションでは、掘削がほとんどなく、自信探査が比較的稚拙であった。こうし
た共通価値での大きな不確実性の大きい環境では、石油会社は、入札コンソーシアムを結成し、こうした大規
模でリスクの高いプロジェクトを行う。（地震探査技術の歴史については、石油技術者協会を参照。http://
www.spe.org/spe/jsp/basic/0,,1104_1714_1004089,00.html）
　最近では、小規模なプロジェクトについて、Felsö, Baarsma and Mulder（2006）がオランダの建設工事の
サンプルとした共同入札や調達当局を調査している。「結合（combination）」（二社以上の企業が一緒にプロ
ジェクトを実施する協定を結び、共同入札すること）の理由の約４分の３は、契約を個別に履行できない企業
と関係することが分かった。これは、特殊な専門家がいないこと、規模の大きなキャパシティを持っていない
ことなどによるものである。入札者と調達当局は、特段の理由についての比較考量について一致しない一方で、
その４分の３については双方とも支持した。
⑻　企業がその地域について、隣接地を保有しているため、ライバルよりも多くの情報を持っていることによる
非対称性を考慮しなかった。また、隣接地の生産により、費用を安くすることによる評価値の違いも考慮して
いない。さらに、地域の評価値についての情報が共同入札をするかどうかを決める前に企業によって収集され
ることを明示的に仮定しており、そのため、当然ながら、単なる競争者の減少だけでなく、「情報蓄積（infor-
mation pooling）」を仮定する。
⑼　純粋共通価値においては、全体的な効率は誰が勝つのかと関係ない、すなわち、純粋共通価値ではすべての
入札者が対象物件について同じ評価値を持つが、このオークションの公共政策は、徴税の非効率性を考慮して、
収入最大化を図る方針になることが多いことを想起されたい。
⑽　これらの特殊なモデルの一つに Mares and Shor（2003）の研究がある。この研究は、オークションモデル
の平均評価値オークションにおける合併を調査したものである（平均的評価値モデルにおいて、対象物件の真
の評価値は、すべてのシグナルの平均値に等しい。したがって、これは純粋共通価値モデルであり、共通価値
オークションの一種である）。このモデルにおいて、合併は、合併後の会社が合併前に受け取ったシグナルを
持つことを意味する。したがって、合併は二つの効果がある。一つは、合併企業間の競争削減であり、もう一
つは、合併後の企業が対象物件の真の評価値についてよりよい情報を持つという情報の統合である。情報効果
は、勝者の災いを緩和する。Mares and Shore は、この問題、入札における競争効果の減少が入札における勝
者の災い効果よりも大きいかについて、答えを出そうとした。彼らは、１位価格封印入札オークションと２位
封印入札オークション形式の両方を用いた。これにより、２位価格封印入札オークションについては、入札に
おける競争低減効果が実際には大きい、つまり、入札者は、他に多くの入札者が存在する場合、より積極的に
入札することがわかった。１位価格封印入札オークションについては、入札者の数が多かい場合のみ、この結
果が成り立つ。均衡点では、合併はオークションによる期待収入を減らす（収入同値定理により、このモデル
の仮定においても成り立ち、これは調査した両方のオークションでも成り立つ）。
⑾　Hong ＆ Shun による調達研究では、実質的に私的価値要素がある他の二つのタイプも入っている。これら
の調達についてこの研究では、入札者が多くいると、ニュージャージー州の取引量は大きくなることがわかっ
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た。
⑿　共同入札による情報蓄積効果が合併により生じるという仮定に問題があるということは意味がない。別々の
ままだったとしても、合併後の会社が、合併前の二つの会社が持っていた同じ情報を持っていないだろう。つ
まり、情報蓄積効果は一時的でもしくは短期的であり、競争減少効果は長期的である。
⒀　しかし、封印入札オークションの結果を公表することが、談合者がカルテルの裏切りを取り締まるのに役立
つことに注意されたい。
⒁　競り上げオークションにおいて、逸脱者の入札額を釣り上げることは、談合者がカルテル破りを防ぐ手軽な
方法である。
⒂　封印入札と競り上げ入札のどちらを選択することが参入を促進するかについては、後述を参照。
⒃　著者は、木材入札を研究した。規模の意味を提供するために、入札者の参入効果を無視した場合、封印入札
オークションは、競り上げオークションより、651ドル（米国北西部）、1018ドル（California）の増収となった。
入札者数が多い（10件当たり約三社から六社以上）場合、封印入札オークションにより、5300ドル（米国北西
部で４％）、26000ドル（California で13％）の増収となった。製材所が競り上げオークションにおいて「協調
的競争」を行った場合、封印入札オークションよりも約22000ドル減収となり、参入効果を考慮した場合、
27000ドル以上の減収となった（pp.36-7）。この研究は、1982年から1990年までの Lolo and Idaho Panhandle 
National Forests（ここでは「米国北西部」と呼ぶ）および太平洋沿岸南西部の国有林（ここでは「California」
と呼ぶ）の木材入札に基づく。
⒄　関数形が急であるため、入札者が合意したシェアよりも少ない数量でも非常に高い価格を支払わなければな
らない場合、その後、誰かが裏切って合意したシェアよりも多く買おうとする場合、価格は非常に高くなり、
すべての入札者は罰を受ける。
⒅　Holt（1980）は、対称均衡において、入札者数が無限に近づくにつれ、入札額は対象物件の真の評価値に近
づくことを示した。
⒆　アフィリエートされた私的価値１位価格オークションは、この一般法則の例外である（Pinske and Tan 
2005）。理論研究では、入札者の評価値が共通の未知の要素によりアフィリエートされるが、その要素につい
て独立的であることを仮定した。また、リスク中立性と対称性を仮定した。入札者数は、外生的に決定される。
均衡入札関数は、入札者数に伴い常に増加するかどうかは決まらず、落札額が入札者数の増加に伴い減少する
場合の条件も分からなかった。言い換えると、これらのオークションは、入札者数が増加すると高い価格にな
ることもあれば、ならないこともある。
⒇　高速道路の建設工事入札の研究では、オークション理論から得られたこの結論を実証的に支持するものであ
る。この入札は、1998年から2003年に、オクラホマ州と、隣接するテキサス州の一部地域で行われた。オクラ
ホマ州は、2000年４月に情報公開方針を変更して、潜在的入札者が州の技術者による費用見積り額を見ること
ができるようにした。テキサス州では、方針を変更せず、コントロールを行っていた。共通経費についての不
確実性が比較的大きい橋梁関連工事に関しては、平均入札額と落札額が情報方針の変更後に約10％減少した。
共通費用についての不確実性が比較的小さい舗装工事に関しては、平均値または落札者に有意な変化はなかっ
た。最近では、いくつかの州において、州の技術者の費用見積りを公開する方針変更を行ったか、もしくは検
討している（DeSilva et al. 2005）。
21　補足すると、コンテスタブル市場モデルは買い手が戦略的に行動することを仮定していない。これは、オー
クション主催者が選択を行うことがある入札市場では必ずしも当てはまらない。
22　一律価格複数単位オークションにおいてである。これらの効果については、共同入札での検討を参照。
23　関連する脚注に加えて、先行研究を整理した Klemperer 2005 pp.19-22も参照。
24　技術的な議論は Athey and Haile 2005にある。本論の多くは、この研究に依拠している。
25　この論理は次のとおりである。勝者の災いは、共通価値オークションでのみ存在し、入札者数に伴い増加す
る。したがって、共通価値オークションにおける入札者は、より多くのライバルがいる場合、入札額を少し低
く抑える。しかし、私的価値オークションではそうではない。ライバル数が増加するに伴う入札行動のこの違
いを検知するテストにより、私的価値と共通価値を識別できる。さらに、１位価格オークションでは、拘束的
な留保価格の水準の変化により、私的価値と共通価値を識別することができる（Athey and Haile 2003）。
26　この論理は次の理由で誤りである。第一に、競り上げオークションでは、落札者の評価値は明らかにならな
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い。第二に、入札者は入札の間に戦略を修正し、その正確な修正値は観察できない。第三に、共通価値競り上
げオークションには、多くの均衡が存在し、その中から「選択」することは困難である。
27　「１位価格オークションにおいて、私的価値と共通価値の差異を識別するため、入札額水準と入札数との関
係について、誘導形テストを用いることはできない。しかし、誘導型テストは、２位価格、競り上げの私的価
値のオークションではうまく機能する。これは、入札者が入札者の真の評価値で入札するのが支配戦略である
ためである。」（Pinske and Tan 2005）最近では、Adams et al（2006）が、２位価格オークションにおいても、
内生性と選択問題のため、誘導型テストはうまくいかないと主張している。
28　オークションモデルの説明は Bengtsson 2006に基づく。
29　すなわち、実際には、競争は、ある特定の参加が有利にすることができるオークション手続きの設計段階か
ら始まる。
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補論１
競争当局のためのオークション理論の手引き
　本節の目的は、オークション理論と用語の基本的な紹介である。また、実際のオークションに
近い、いくつかのバリエーションを紹介する。（たとえば、電力部門で用いられている）複数単
位（multi-unit）オークションや、（たとえば、木材入札で用いられている）転売（resale）オー
クションのバリエーションは、仮定のささいな相違が、重大な結果の相違を導く可能性があるこ
とを示す。本節は、本稿における二つの政策志向部分の背景をなすものである。
オークションの種類
　オークションには、四つの標準的な類型がある。
・競り上げ（ascending）、すなわちイングリッシュ・オークション（English auction）では、
価格が入札者が一人になるまで引き上げられる。この種類のオークションは、たとえば、美
術品を対象として用いられる。この種類のオークションは、これまで最も一般的であったが
（Milgrom, 1989）、インターネットの普及でもはやそうではなくなっている。
・競り下げオークション（descending auction）では、価格は入札者が応答するまで引き下げ
られ、最終価格で落札される。この種類のオークションはオランダにおける花卉売買に用い
られており、経済学者はダッチ・オークションと呼んでいる。
・１位価格封印オークション（first-price sealed-bid auction）では、各入札者が他の入札額を
知らないまま入札し、最高額の入札者が落札し、入札額を支払うことになる。これは政府事
業の調達・払い下げでもっとも一般的である（Milgrom, 1989）。
・２位価格封印オークション（second-price sealed-bid auction）では、ある入札者が、他の
入札額を知らずに入札し、最高額の入札者が落札するが、彼は二番目の入札額を支払うとい
うものである。この種のオークションは、William Vickery の名にちなんで、ビッカリー・
オークションと呼ばれている。
　これらの標準的なオークションはさまざまな長所と欠点を持っている。それらは効率性や競争
に関心を抱く政策立案者にとって重要であり、とりわけ共謀や参加者の問題が懸念される。
　こうしたオークションのバリエーションとして、留保価格、入札額の刻み制限、入札タイミン
グの制限などが導入されている。さらに複数の財が販売される場合、特にその財が代替財か補完
財である場合や入札者が互いにいくつかのオークションで互いに競合する場合には、入札は複雑
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になる。アングロ・ダッチ・オークション（Anglo-Dutch auction）では、競り上げオークショ
ンが残り二人になるまで行われ、この二人で封印入札をして、最高額の入札者が落札し、その入
札額を支払う。
評価値、シグナル、私的価値と共通価値
　情報は、オークションを理解するうえで重要である。実際、効率的なオークションは、入札者
が対象物件について自分の評価値を正直に表明し、入札時に入札者が利用できる情報を最大限利
用できるように設計されている。
　「価値評価（valuation）」とは、オークションの対象物件に入札者が設ける価値に関連する
用語である。これは、必ずしも、入札額や支払い必要額ではない。これに対し、「シグナル
（signal）」とは、オークションの対象物件について入札者が持っている情報に関連する用語で
ある。それは、たとえば油田の地震探査といったものである。本稿では、共謀の議論で用いら
れる「シグナリング（signaling）」という用語との混同を避けるため、オークションの文献が
「シグナル」と記している場合には、この用語をそのまま「表示（indication）」方式としている⑴。
　入札者は、各入札者が対象物件について自分の評価値を知っており、ライバルの評価値を知っ
たとしても、自分の評価値を変えない場合、私的価値（private value）を持つという。私的価値
の例として非耐久消費財がある。ここでは、消費者はその財の自分にとっての評価値を知ってい
るが、転売可能性がないため、他人の評価値には影響されないのである⑵。
　対照的に、共通価値（common value）の文脈では、各入札者は、ライバルについての情報を
知ると、対象物件の評価値について自分の信念（belief）を変更することになる。「（共通価値と
私的価値との間の）重要な違いは、入札者の私的情報が有する特性に関係している。各入札者の
私的情報が自分の評価値を決める唯一の特有な決定要素になっている場合、入札は私的価値の世
界でなされることになる（Athey & Haile, p. 82）」。当然のことながら、私的価値の文脈におい
ても、入札者は、戦略的な理由でライバルの情報を知りたいとは思うが、その情報を知ることで
対象物件の評価値についての信念を変更することはないのである。
　共通価値では、対象物件の情報は、入札者間で広まる。一般的に、共通価値では対象物件の評
価値がすべての入札者で必ずしも同一ではない。ただし、共通価値の特殊なケースである純粋共
通価値（pure common value）では、各入札者は対象物件に対して同じ評価値を持つ⑶⑷。
　オークションは、共通価値の世界でなされることが多いと思われる。対象物件の評価値が後の
市場条件に依存するような場合、たとえば木材や工芸品が転売されたり、調達に関する事業が後
で行われるような場合には、その入札は共通価値であることを意味する。その理由は、入札者が
対象物件の代替財の将来の需給の見通しについてさまざまな情報を持っていたり、アクセスして
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おり、またその情報をさまざまに評価しているからである。そうした状況での入札者は、自分の
価値評価を行うとき、ライバルの情報や評価を有益なものとして活用する可能性がある。
　純粋共通価値の世界では、効率性はどの入札者がオークションで勝つかに依存しない。効率性
ゲインは入札者とオークション主催者（auctioneer）の費用を最小化することで得られるのであ
り、方針として、売り手にとって最大の収入を引き出すことが志向されていることに注意を要す
る。
　この私的価値と共通価値の相違に加え、オークション設計を理解するためにはほかにも重要な
区別がある⑸。
入札
　本節では、入札者が四つの標準的なオークションでどのように入札するかを述べる。各ケース
で、明示的ないし暗黙の共謀などがなく、参入障壁がないことを仮定する。まず、最初の例とし
て、独立私的価値を仮定しよう⑹。
・私的評価値の場合の競り上げオークションを検討する。ここでの支配戦略⑺は、価格がその
入札者の評価値になるまで入札を続けることである。二番目に高い評価値を持つ入札者が脱
落した後、残った唯一の入札者は最高額の評価値を持つ入札者であり、彼が二番目に高い評
価値にほぼ等しい価格で落札する⑻。
・私的評価値の場合の２位価格封印オークションを検討する。各入札者の支配戦略は、自分の
評価値を入札することである⑼。このことから、最高評価値を持つ入札者が落札し、二番目
に高い評価値を支払うことになる。
・私的価値の場合の１位価格封印入札を検討する。ナッシュ均衡入札戦略⑽では、入札者が、
入札額を上げると低い価格で入札した場合と比べ、勝率は増加するが、勝ったとしてもその
評価値が上がってしまうというトレードオフを持つ。最高額の入札者が落札し、入札額を支
払うが、彼は必ずしも最高評価値の入札者ではない⑾。彼の入札額は利得を考慮に入れるた
め、自分の評価値以下である⑿。（McAfee and McMillan 1987, p.710）
・私的価値の場合の競り下げオークションを検討する。このオークションは、入札者が一位価
格封印入札オークションの場合と同じ戦略を用いるため、それと類似している。いずれの
オークションでも入札者は、同一の情報を持ち、同一のトレードオフに直面するからである。
したがって、ナッシュ均衡戦略は、一位価格封印入札オークションのそれと同じである。
　ここで私的価値から共通価値の文脈へと条件を変えてみよう。この変更は、入札額が情報的に
なることを意味する。入札額は、入札者の価値評価に関する情報を顕示させることになるが、共
通価値においては、この情報は一般的にライバルの価値評価を変更させることになる。他の入札
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者の価値評価についての自分の最初の信念（belief）はその後変化する可能性がある。合理性が
仮定されれば、このことは信念がどう変更されるかについて一定の制約を課すことになる。しか
し、信念のあいまいさやライバルの価値評価についての信念の変更は、合理的な入札者がどのよ
うな入札行動をとるのかを正確に把握するのを困難にし、対称的なオークションにあっても複数
均衡が存在しかねないことになる。さらに、共通価値の世界においては、入札者が勝者の災いを
避けるため、入札額を少し削ることが知られている（後述を参照）。
・共通価値の場合の競り上げオークションにおいて、これを改めて説明してみよう。入札者の
ビットはライバルに対し彼の価値評価が少なくともその入札額であることを顕示するもので
ある。すると、各ライバルは、その対象物件に対する自分の評価値についての自分の信念を
見直すことになる。このプロセスは、入札の進行につれて続けられ、各入札者は自分の信念
を見直す。入札者は、勝つことによる期待利得がゼロになるときにすなわち、勝った場合の
期待価値評価がちょうど自分の入札額に等しくなるときに、この見直しを止めるのである。
　本節では、標準的オークションの入札戦略と結果について述べた。次節では、収入同値定理に
よって、ある意味では、これら標準的なオークションはほぼ等しいことを示す。
収入同値定理
　オークション理論の最も基本的な成果の一つは、収入同値定理である。この定理は、一定の条
件の下で、それぞれの標準的なオークション（競り上げ、競り下げ、１位価格封印入札および２
位価格封印入札）が同一の期待収入をもたらし、各入札者は指示（indication）機能として同一
の期待支払額を支払うことになる。大まかに言えば、その条件とは、入札者がリスク中立的であ
り、表示は独立であり、かつ同一の分布に基づいていることである（これはとりわけ入札者が対
称的であることを意味する。）⒀。この結果は、私的価値にも、表示が独立である場合には共通価
値モデルにも適用できる。ただし、この結果は共通価値オークションには概して適用されないこ
とに注意されたい。Klemperer（2004）に、この定理のわかりやすい証明と検討がある。
　この結果は、直観に反するように思われる。そもそも、１位価格封印入札オークションの価格
は、どうして２位価格封印入札オークションと同じ価格になるのか？その理由は、入札者がオー
クションのタイプに応じ異なる行動をとることにある。例えば、入札者は、１位価格封印入札オー
クションでは低い価格で入札するのである。
　収入同値にも関わらず、（私的価値における）オークションのタイプは、入札者の入札準備行
動に重大な違いがあることを意味している。競り上げオークションや２位価格封印入札オーク
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ションでは、入札者は自分自身のその価値評価だけを発見すればよく、その水準に達するまで入
札を続けるか、オークション主催者にその額を提示すればよい。だが、他のタイプのオークショ
ンでは、入札者は、入札参加者の数やその価値評価の分布を推定しなければならない。
　政策立案者にとって収入同値定理が重要なのは、上の仮定が成り立たない場合でも、こうした
定理はオークションを分析するに当たりベンチマークとして利用できるということである⒁。
　収入同値定理に関する仮定の一部が成り立たない場合にも、収入を順位づけることができる。
他の仮定を一定と置き、評価値がアフィリエートな関連にある場合には、競り下げオークション
と１位価格封印入札オークションは同値となる。また、入札者が不確実な場合には、競り上げオー
クションは、２位価格封印入札オークションよりも高い期待価格を与える。その理由は、競争相
手が入札のなかで情報を明らかにするからである。さらに、価値評価が統計的に相互依存的であ
る場合には、２位価格封印入札オークションの落札額は１位価格封印入札オークションよりも高
い。したがって、期待収入が高い順にオークション形式を順位づけすると、競り上げ、２位価格
封印入札、そして競り下げないしそれと同値の１位価格ということになる。（Milgrom and 
Weber, 1982）
勝者の災い
　勝者の災いは、共通価値オークションで見られる現象の一つである。この現象を説明するため
に、純粋共通価値封印入札オークションを想定しよう（オークション形式には関係しない）。各
入札者は、対象物件の真の評価値を自分で見積もる。落札者、すなわち最高額の入札者は、対象
物件の評価値を最も高く見積った入札者である。他のすべての入札者の見積り額は、それより低
かったのである。そうなると、素直な（naive）入札者は、彼が勝ったことを知ると直ちに、対
象物件の真の評価値の見積り額を下方修正するであろう。概して、彼は真の評価値よりも多くを
支払うため、落札したことを後悔する。
　しかし、賢い（sophisticated）入札者は、純真な入札者よりも優れている。賢い入札者は、落
札すれば自分が最も高い見積りをしていたことを思いあたろう。したがって、彼は入札額を削り、
純真な（naive）入札額を下回る入札を行うことになる。この入札額の削減が勝者の災いの効果
である。（McAfee and McMillan 1987, pp.720-1）⒂
　多くのライバルが存在する場合、勝者の災いの効果は強くなる。すなわち、入札者が増加する
につれて、入札者は自分たちの入札額を削減することになるのである⒃。
　入札者数が増加するほど、入札額が削られるというビッド・シェイディング現象は、実証的に
共通価値の世界と、これが生じない私的価値の世界を区別する必要があるときに活用されている
（企業合併の評価の節を参照）。
　勝者の災いの効果が十分に大きい場合、価格は入札者数の増加に伴い低下する。原理的には、
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勝者の災いの効果は、競争促進効果、すなわち、入札者がオークションに勝つチャンスを求めて
より攻撃的になる効果を上回る可能性がある。共同入札が許されるべきか、またオークションの
参加者を制限すべきか、といった問題に対し、これは重要な政策インプリケーションを有してい
るので、さらには合併は反競争的か勝者の災いの効果の実証的な意義は、議論と調査・研究の主
題であるといえるのである。
非標準的オークション
　重要なオークションは、経験的にいって上述した標準的なオークションとはしばしば異なる。
こうしたオークション形式は、従来に比べより多くの使用されるようになってきているため、そ
のうちのいくつかの理論が急速に発展している。第一の注目すべき形式は、複数単位オークショ
ンであり、情報通信の電波周波数、発電および送電のライセンスを販売するために用いられてい
る。ここで説明する第二の形式は、転売を伴うオークションである。バリエーションはきりがな
いほどあるためこれらの網羅的なリストはないが、経験上、重要なものに触れることにする。
複数財（multiple object）、および複数単位（multiple unit）オークション
　複数財オークションないし複数単位オークションは、実際に頻繁に行われている。それらは、
無線周波数、発電、ガス輸送を、アイテム（item）間で割り当てるために使用される。これらを
用いるときの市場規模や入札戦略の改善による商業上の便益は、実質的にこの分野で研究を推進
する機動力になっている。複数財オークションと複数単位オークションの違いは、「単位（unit）」
が同質的であるというところにある。本節の多くは、Milgrom（2004）第７章に依拠している。
　複数単位ないし複数財オークションは、いくつかの理由で単一財オークションよりも複雑であ
る。第一に、それらは、単一財オークションと同様、自分たちの価値評価を正直に表明させるイ
ンセンティブを入札者に与え、かつ対象物件を最高の評価値を持つ入札者に配分するという問題
を含んでいる。これに加えて、財は代替財であるかもしれないし、補完財であるかもしれない。
さらに、入札者の費用は、オークション・ルールや財の関係の複雑さが増すにつれ、急速に増大
する可能性がある。ここでは「設計問題も、（中略）通常の設計問題だけではなく、（中略）入札
者に生じる費用が高くなりすぎないように、またシステムの信頼性が維持されるように、複雑性
を制限するものでなければならない。効率性と収入という二つの目的が通常、少なくとも並立す
る単一財オークションの場合と異なり、複数アイテム（item）オークションは、この二つの目的
の間に強いトレードオフがある可能性がある。」（Milgrom 2004, p.xiii）。アイテムが代替財でな
い場合、一般的に、明確な市場精算価格はない。すなわち、「複数単位オークションに関する最
近の多くの研究の主要なメッセージは、効率的な結果を達成することが非常に難しいということ
にある」（Klemperer 2004, p.33）。
　単一財オークションと同様、ここにも一位価格封印入札、二位価格封印入札、競り上げオーク
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ションがある。
　複数単位を販売する封印入札オークション（Sealed-bid auctions）は、一律価格（uniform 
price）か、もしくは「入札額で支払う（pay as bid）」ことになる差別価格（discriminatory）の
どちらかで実行可能である。一番目では、落札者は全員同一の価格を支払う。それは落札できな
かった入札者の最高額に等しい⒄。二番目では、各入札者はそれぞれ自分が入札した額を支払う。
一律価格オークションは、一単位だけ販売するときの２位価格封印入札オークションと同じであ
る。なぜなら、支払額が他の入札者により決まるからである。（この場合、落札できなかった最
高価格）。差別価格オークションは、単一財の場合の１位価格オークションと同じである。イン
グランドとウェールズの電力市場には、こうした両方のタイプのオークションの事例がある⒅。
　一律価格オークションでは、入札者が複数ユニットを求め、私的情報を持つ場合、彼らは一般
的に、需要を減少させる。すなわち、彼らはいくつかのユニットに関し、自分の評価値よりも低
い価格で入札するのである。この論理は、独占企業である単一の買い手が、限界単位の支払い価
格の引き下げが、限界範囲内（infra-marginal）ユニットの価格の引き下げでもあると認めるこ
とと同義である。さらに、一律価格オークションのモデルの範囲では、低価格均衡が生じる。す
なわち、入札者が多くても、あまり競争的な結果が生まれなくなるのである（Milgrom, 2004）。
　収入同値定理のベンチマーク・ケースに関していえば、この二つのタイプ、一律価格と差別価
格は同じ収入を与える。しかし、入札者がリスク回避的な場合には、一律価格のほうがより高い
収入を与える。だが、共通価値の入札市場では、差別価格オークションのほうが高い収入を与え
る（Weber 1983を引用した McAfee and McMillan 1987）。
　一律価格オークションのもう一つ別のタイプに、同時競り上げオークション（SAA）がある。
SAA は、さまざまな国で、周波数帯の使用権の販売に用いられてきた。ここでは、入札者は、
諸アイテムに入札額を入れ、入札ラウンドが引け相場の条件が満たされるまで続けられる。逐次
競り上げオークションに対し SAA が優れている点は、入札者が、比較的安価な対象物件へと入
札をシフトすることができるというオークションの中での裁定にある。（この裁定こそ、これら
が一律価格オークションとして分類される理由をなしている）。
　SAA は、すべての財が各入札者にとって代替財であるといった一定の条件が成り立つ場合、
競争均衡に似た結果を生み出す⒆。反対に、財が代替的でない場合、競争均衡すら生まれない可
能性がある。その理由は、公表リスク問題（exposure problem）にある。すなわち、補完財が高
くなりすぎるため、入札者は欲しいと思わない財の入札とコレクションを取りやめる可能性があ
るからである。
　公表リスク問題の事例として、1998年のオランダ DSC －1800オークションがある。18のロッ
トが販売対象とされた。そのうち二つが大きく、新規参入者向けであった。それ以外の16のロッ
トは小さいものであった。既存事業者にとって、それらはネットワークを拡大するために利用で
きることから、代替的であった。だが、新規参入者が四つか六つのロットで勝てば、それを集め
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て最小効率規模で参入もできた。したがって、新規参入者にとっては16のロットは補完的であっ
た。同じロットが、入札者によって、代替的であったり、補完的であったりしたのである。こう
した状況では、競争均衡は存在せず、一定の単純な入札ルールは実行不可能になる。その結果、
二つの大きなロットの帯域幅のユニット当たりの価格は16のロットのそれの二倍を超えていた
（詳細は Milgrom p.278を参照）。
　より最近の複数単位オークションのデザインとして、Ausubel 提案したものがある（Ausubel 
2004）。このデザインの理論的成果は、真実の入札と効率性に関して一定のプラスの属性を有し
ていた。実験結果でも、実際に効率的な結果を生むことが示されている。彼は、財の評価値を入
札者に正直に表明させる誘因を持ち、入札に際し各入札者が利用できる情報を最大化させるとい
う二つのプラスの性質を持つオークション形式としてせり上げオークションを提案したのであ
る⒇。
　このオークション・デザインは、英国ガス・ターミナルへのアクセスに関するコンサルテー
ションで、ガス導管の所有者である Trasco によって支持されたが（BOX 2を参照）、Ausubel
のデザインはなじみがなく、複雑であり、また時間が限られていたため、最終的には、封印入札
複数ラウンド・オークションが選択された（Newbery and McDaniel 2002）。
　複数単位オークションの別種として、パッケージ（package）・オークションと条件付き（con-
tingent）オークションがある。パッケージ・オークションでは、入札者はアイテム A と B を別々
に入札したり、A と B を（A と B の個々の合計額よりも低い額で）一つにまとめてパッケージ
で入札することになる。条件付き入札は、パッケージ入札を一般化したものであり、もし B を
落札すれば、A にもビッドを入れるといったものである。オークション主催者（auctioneer）は
その合計額が最高額となるような入札の組み合わせを選択する。したがって、こうしたオーク
ションの別名は、組み合わせ入札（combinatorial auctions）である。このオークションは実際
に用いられ、たとえば、ロンドンのバス路線やノルウェイの補助金付き航空サービスの入札で用
いられている。しかし、これは複雑であり、急速に進化しているやり方なので、本稿の範囲外と
する。
　この複数単位および、複数財オークションをまとめると、複雑化による費用は、オークション
の設計に制限を課すということである。実務上、オークションは単純でなければならない。すな
わち、オークションは入札者にとって参加意欲が湧くような使い勝手の良いシンプルなものでな
ければならず、入札者が単純な入札戦略を用いるときの結果がオークション主催者（auctioneer）
に受け入れられるようなものでなければならないのである（Milgrom, 2004）。
　逐次競り上げオークションは、ある状況下では欠点があると見なされている。最初の周波数
オークションの事例では、ロットのある価格は期待値に収束しないという欠点が明らかになっ
た。1981年に、Sotheby は、同じ人工衛星にある機能的には同一の七つのトランスポンダ（通信
用送受信機、transponder）を用いる権利の売却をめぐりオークションにかけられた。一番目の
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オークションでは、14.4百万ドルを得た。その後のオークションでは価格が下がり、六番目のト
ランスポンダで10.7百万ドルになり、七番目でやや戻して11,2百万ドルになった。あと知恵を有
する経営者や株主の視点から見れば、最初のトランスポンダの落札者は払い過ぎているように思
える22。第二の問題は、入札者が略奪的行動をとる（behave in a predatory manner）可能性で
ある。彼は最初のユニットの入札額を引き上げ、その後の入札で他の入札者の参加意欲を失わせ
る可能性があるのである。第三に、この逐次競り上げオークションは、ライセンスの集積を妨げ
る。いくつかのライセンスが補完関係にある状態を想定してみよう。そこである企業がすでに他
の誰かに売却してしまったライセンスと補完的な関係にあるライセンスを落札したとしよう。そ
の場合、その企業は「遡及して」以前のオークションとは別の額で入札することはできない。オー
クション後の取引は、私的情報下で買い手と売り手が少ない場合には、非効率である（McAfee 
and McMillan 1996, pp.162-3）。
BOX 4. ニュージーランドのテレビ放送ライセンスの事例
コンセッションの BOX 9を参照
BOX 5. アメリカラジオ周波数オークションについての記述
コンセッションの BOX 8を参照
転売を伴うオークション
　オークションに引き続き、その落札者が対象物件を転売する機会があるような場合、これは入
札慣行を変える。最近の理論は「転売が根本的に入札データの解釈、売り手によるオークション
の最適選択、留保価格の効果、および分離的な（すなわち効率的）均衡の存在さえ変える可能性
がある」（Haile 2001, p.399）ことを示している。
　彼は、転売の可能性は、ライバル数の増加が入札者の価値評価の上昇に、したがって、落札額
の上昇につながることを示した。彼は、米国の1974年から1989年の林野庁により主催された木材
伐採契約の販売データでこの結果を検証した。（Haile 2001）23。
　転売が可能な時、入札者の価値評価は、企業が自分で財を使う場合の評価値（木材入札の場合、
木材自体を伐採して所有すること）だけではなく、転売市場で購入・販売するときの評価値にも
依存する。転売のオプションは、価値評価を引き上げる。これに対し、後で購入するということ
は、価値評価を引き下げる。ライバル数が増えることは、もしそれが転売市場の期待買い手数を
増加させるならば、転売市場の効果をより大きなものにする24。すなわち、ライバル入札者の増
加は、各入札者の価値評価を上昇させるのである。
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　この結果は、転売のない標準モデルの結果とは対照的である。転売のない標準モデルでは、入
札者数の増加に伴い入札者の支払意思額が増加することはない。（転売のない私的価値オーク
ションにおいては、入札者の数は、入札者の支払意思額に影響しないこと、また転売のないアフィ
リエートな価値関連にある他のオークションにおいては、入札者数の増加は、勝者の災いの効果
を大きくするため、入札者の支払意思額はかえって低下することを想起しよう）。この二つの警
告は、転売のないモデルは、将来のオークションで同じ入札者が互いに競争する効果や、共謀可
能性を無視しているのである。
　他の理論研究は、転売の機会が、とりわけ入札者の価値評価を販売メカニズム自体に、また標
準オークションが高い期待収入を生むような変化に依存させることを明らかにしている（Haile 
2001を参照）。要約すると、オークション設計では二次市場の存在が考慮されるべきである。
キャパシティ（capacity、供給能力）のオークション
　後に起こる競争（subsequent competition）で用いられるキャパシティをめぐるオークション
は別々に設計されるべきであるとの主張がある。後に起こる競争で用いられるキャパシティ
（capacity）がオークションにかけられるとき、オークションの最適化を超える配慮が必要とな
る。たとえば、後に起こる競争で、いくつかの企業が退出を余儀なくされる場合、一律価格も差
別価格（入札額での支払い）オークションも最も効率的な企業を落札者にしないかもしれない25。
より一般的にいうと、オークション理論は、この分野では良いガイダンスとならないが、「おも
ちゃのモデル（toy model）」26にはなる。それは、新規参入者と既存事業者の間の、また供給能
力（capacity）が異なる既存事業者の間の非対称性によって懸念が生じることを示唆している。
非対称的な情報ないし価値評価を伴うオークション
　本節は、ある入札者が対象物件の評価値についてベターな情報を持っている、あるいは対象物
件がわずかに高い評価値を有していることを知っている状況を取り上げる。一般的に、こうした
状況は十分に理解されていないが、近隣鉱区（drainage tract）モデルと準共通価値（almost 
common values）という二つのモデルがある。
　近隣鉱区モデルは、メキシコ湾の大陸灘の周辺の油田採掘権を販売する１位価格封印オーク
ションにおいてその状況を説明するために、Wilson（1969）によりデザインされた。近隣鉱区
（drainage tract）とは、石油会社やコンソシアムによってすでに開発されているそれに隣接した
鉱区のことである。ここではすべての入札者は同じ価値評価を持つこと、隣接企業はその真の評
価値をより正確に知っていること、そしてそれ以外の入札者は情報劣位であることが仮定され
る。入札者が二人のとき、隣接企業が正の期待利得を持ち、非近隣企業の期待利得が０であるよ
うな一意の均衡が存在する。非隣接企業が複数である場合には、多くの均衡が存在するが、それ
らはすべてナッシュ均衡と密接に関連している。奇妙なことに、隣接企業の入札行動と期待利得
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は、非隣接企業の入札の数から独立している。他の所見として、隣接企業は、非隣接企業がより
臆病な入札をするように自分が良い情報を持っていることを知られたがっている。これとは対照
的に、非隣接企業は、自分が持っている情報を隠したがる。さらに、オークション主催者（auc-
tioneer）である売り手が隣接企業の持っている情報を一部公表する場合には、隣接企業の期待
利得は減少し、売り手の期待収入は増加する（Milgrom 2004, pp.166-181）。
　準共通価値（almost common values）モデルでは、一人の入札者（有利な入札者）が、他の
入札者よりも少し高い評価値を持ち、他の入札者はそれぞれ対象物件に同じ評価値を持つ。二人
の入札者がいて、オークションが競り上げもしくは２位価格封印オークションで行われる場合、
有利な入札者は常に勝ち、純粋共通価値の状況と比較して、オークション主催者の収入は大幅に
減ることになる。しかし、有利な入札者に加えて、二人以上の入札者がいる場合には、有利な入
札者は、たとえ優位性を保ったとしても、常に勝つことはない。ここでは、オークション主催者
の収入は、純粋共通価値と比較して、増加するときも、減少するときもあろう（Levin and 
Kagel 2003）。
結論
　本補論では、私的価値、共通価値、勝者の災い、収入同値定理、また同時に標準的オークショ
ンの概念を紹介した。加えて、理論がそれ程発展していない複数単位オークションについては、
単一財オークションからの直観を用いて、オークションの設計にトレードオフが生じることを事
例をもって紹介した。本テキストは、競争促進型オークションの設計と「入札市場」における合
併評価において、これらの概念を適用している。
注
⑴　評価値（value）と表示（indication）には、次の関係がある。ほかのすべての入札者の表示を固定しよう。
その人の期待価値評価は、そのときある入札者の表示（indication）が増加すれば、増加する。一般性を失う
ことなく、表示による期待評価値は表示自体であることを仮定することができる。
⑵　ほとんどの場合、これらは、統計的に独立であると仮定され正確には「独立的な私的価値」と呼ばれること
が多い。
⑶　油田採掘権のオークションは、共通価値の例である。ここでの主たる不確実性としては、埋蔵量、採掘費用
や市場への輸送費用、将来の価格があり、これらの不確実性は、すべての入札者にとって共通している。入札
者は、これらの不確実性について様々な情報を持っている可能性がある。そのため、ライバルの情報を知った
場合、それを用いて不確実要因についての自分の信念（belief）を修正することがある。もう一つの例として、
対象物件が転売される場合がある。つまり、入札者は、将来の市場の状況について、様々な情報を持つ可能性
があるため、これは共通価値での入札ということになる。しかし、すべての入札者の価値評価に影響を与える
ような要因が存在するということが、共通価値を意味するとは限らないことに注意されたい。（Athey & 
Haile, 2005, p.82）。この例としては、美術商が絵画を入札にかける場合、彼らは彼らのすべてが転売価格を知っ
ており、このことが入札の絵画評価法の唯一の評価になっている場合である。これは、私的価値での入札であ
るといってよいであろう。これとは対称的に、入札者が転売価格を知らなければ、転売価格についてさまざま
な情報を持つようになり、競争相手の表示（indication）を学ぶ場合には、その情報を利用して、自分自身の
転売価格の見積を変更するであろう。この二番目のケースでは共通価値での入札がなされることになる。
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⑷　オークションは、入札者の評価値について、私的価値と共通価値の両方の要素を持つところで起こることが
多い。Milgrom and Weber によるアフィリエートな価値モデルは、そのギャップを埋めるものであり、そこ
では、私的価値と共通価値の両者は特殊なケースということになる。アフィリエーションとは、ある表示が高
い価値が、別の表示の評価値を高くすることを意味し、これは、表示（indication）の評価値全体に当てはまる。
アフィリエーションは、統計学における相関の概念に類似しているが、もっと強い関連を持っている。
　独立的な私的価値とアフィリエートな価値の相違を次の例で説明しよう。「絵画を販売するために用いる入
札を選択するときに生じる問題を検討しよう。独立的な私的価値モデルが適用される場合、二つの仮定を設け
なければならない。つまり、各入札者は、絵画に対する自分の評価値を知っており、かつ、その評価値は統計
的に独立であることを知っている。最初の仮定は、次の可能性を除外する。（1）絵画は後に未知の価格で転売
されるかもしれない。（2）他の入札者によって称賛されている絵画を所有することでなにがしかの威信的な価
値が生ずるかもしれない。（3）絵画が本物であるか疑わしい。第二の仮定は、何人かの入札者が絵画の真贋に
関して関連情報を持つ、すなわち、買手はその絵画がとりわけ素晴らしいと考えた場合、他の入札者も皆、高
い評価値を付けるであろうと結論づけるかもしれないことを除く」（Milgrom and Weber, 1982, p.1095）
　しかし、アフィリエートな価値の概念は、政策文書ではあまり表れない。むしろ、多くの著者は、入札者の
評価値が部分的に他の入札者の表示に依存しているとき、共通価値を仮定すれば十分であるとの見解を持って
いるようである。（Klemperer（2004）を参照のこと）。
⑸　様々なオークション形式の間の第二の重要な区別は、表示（indication）の結合分布である。すなわち、入
札者の私的情報は様々な関係を持ち、こうした相違が様々な入札行動に表われる。二つの共通の仮定は、独立
性とアフィリエーションである。独立性とは、表示（indication）が統計的に独立である、つまり、無相関で
あることを意味する。アフィリエーションは、注４で定義している。
　第三の違いは、対称性である。オークション理論では、入札者の表示が一つの共通分布から引き出されるこ
とを意味する。これは、収入同値定理にとっての一条件である。
⑹　情報構造は、適性な均衡概念がベイズ・ナッシュ均衡であることを意味する。各プレーヤーが、他のプレー
ヤーの行動を所与として、最適に行動する反トラストの世界で共通に用いられているナッシュ均衡の概念と類
似している。その違いは、プレーヤーが他のプレイヤーの戦略についての信念を更新することを条件として、
最適に行動するというところにある。信念は、均衡戦略と一致しており、彼らは均衡戦略が与えられた場合、
ベイズルールに従い、自分達の信念を変更するのである。オークションでは、プレーヤーの信念は、他の入札
者の価値評価に関係することになる。
⑺　支配戦略とは、例えば、ライバル入札者といった他のプレーヤーがどのように行動するかに関わらず、必ず、
他のいかなる戦略よりもより良い（あるいは同等の）利得を常に与える戦略である。
⑻　上位２位までの価値評価を、v1（最高額）と、v2（二番目に高い額）と仮定しよう。オークションが終わり
に近づくと、この二人の入札者だけが残ることになる。価格が v2を上回るとすぐに、二番目に高い価値評価
をもつ入札者が脱落する。残った唯一の入札者は、価値評価 v1を持つ者である。しかし、彼は、v2と入札の刻
み分しか支払わず、それは v2に近似している。
⑼　入札者 B は、真の評価値 v よりもε分だけ低い入札を行う。w を彼以外の入札者の中の最高額としよう。
このとき、次のうちの一つが真でなければならない。
　w > v、v > w > v － ε、v － ε > w
　第一のケースでは、他の人の入札額が B の真の評価値よりも高いので、B は負ける。第三のケースでは、B
が勝ち、評価値 w を支払うことになる。こうしたケースでは、B が v を入札するか、v － εを入札するかにか
かわらず、その結果は同じである。しかし、第二のケースでは、B は v － εを入札したときは負けて何も得な
いが、v で入札したときは勝って利得 v － w を得る。そのため、B は v － εという過少入札を行うより、真
の評価値 v を入札したほうがより良いことになる。同じ議論は、v ＋ εを入札する場合にも成立する。
⑽　競り上げオークションと２位価格封印オークションには、支配戦略があるが、他のタイプのオークションに
はない。他のタイプに関してはナッシュ均衡概念が用いられる。したがって、それらは、他の入札者の戦略を
所与とした最適戦略である。
⑾　対称的なオークションでは、勝者は最高の評価値を持つ。対称的オークションとは、入札者のシグナルが、
一つの共通な分布から引き出されるようなオークションである。非対称的なオークションの例をあげると、す
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べてではないが何人かの入札者が売却されている対象物件の補完財を既に所有しているような場合である。
⑿　入札者が価値評価の分布を知っている対称的なモデルでは、自分の評価値を所与とすると、入札額は二番目
に高い価値評価の期待評価値に等しくなることが明らかであろう（McAfee and McMillan 1987, p.710）。
⒀　より正確にKlemperer（2004）を引用すると、「財に対してリスク中立的な潜在的買い手それぞれが、共通で、
強増加的で、切れ目のない分布に基づく独立した、私的なシグナルを持つことを仮定する。次の様な条件を持
つ、いかなるオークションメカニズムも同一の期待収入をもたらす。（1）財が常に最も高いシグナルを持つ買
い手に渡り、（2）最低の実行可能なシグナルを持ついかなる入札者も０余剰を期待できる場合である。（また、
各入札者は自分のシグナルの関数として同一の期待支払額を支払う。）。」
⒁　様々な特殊なケースに関してはいくつかの収入同値定理がある。この結論は本稿で述べたものよりも幅広
く、標準的でない入札にもある程度拡張できる。
⒂　彼が他の入札者のそれよりも高い見積をすると仮定しよう。そのとき、彼は他の入札者が同じ計算をすれば、
自分の入札額を二番目に高い価値評価のそれに等しい入札額を入札するであろう。敗者は何も支払わないの
で、彼の仮説が誤っていても、なんらコストは生じない。
　入札額を削る（bid shading）基礎は、確率理論から出てくる。入札者の対象物件の真の評価値についての
情報を xi とし、ここでは、より大きな xi は、より高い真の評価値 v を含意している。したがって、すべての
の iと jについて、E（v|xi） > E（v|xi, xi > xj）である。（McAfee and McMillan 1987 p.721 citing Milgrom （1979） 
The Structure of Information in Competitive Bidding, pp.60-63, and （1981） “Good News and Bad News: 
Representation Theorems and Applications, Bell Journal of Economics）
⒃　勝者の災いの効果は、入札者が多いほど強く働く。なぜなら、真の評価値の見積が多くなるからである。見
積が多くなることは、最高の見積が高くなることを意味する。（この結果は、見積額にバイアスがないことを
仮定しており、見積額は概して正しいものと見なされるのである。このアイディアは見積の数が増えると、い
くつかの追加される新たな見積額が、以前の見積額のそれよりも高くなり、したがって最高の見積額も上昇す
ると考えるようなものである。同じプロセスは最低の見積額に関しても言える。）最高の見積額が上昇するこ
とは、最高の見積額と真の評価値の差が大きくなることを意味する。また、この差が大きくなるということは、
入札者は真の評価値よりも多く支払うことを避けるため、自分の入札額をかなり削らなければならないことを
意味する。
⒄　このことは、最低落札額でも当てはまる。
⒅　旧電力プール（Electricity Pool）は、本質的には、一律価格オークションを行っていた。プールに取って替
わった新電力取引協定（New Electricity Trading Arrangements）は、残差均衡市場に向け差別価格オーク
ションを行っている。NETA に行われた多くのシミュレーションと実験は、様々なオークションタイプの下
での効率性と価格の水準およびボラティリティを区別することを目的としていた。要約的なものとして
Newbery and McDaniel（2002）を参照。
⒆　「競争均衡」は、この場合、すべての考えられうる配分にわたり、総評価値を最大化することを意味している。
最大化させる。Milgrom, p.272を参照。この結果はパレート効率的である。
⒇　筆者の知る限り、このようないまだ実験されていないモデルでは、オークション主催者が価格を発表し、入
札者は数量に関して入札でそれに応え、需要超過がなくなるまでこのプロセスが繰り返されることになる。こ
のデザインの革新性は、落札者の支払額の決定にある。その考え方は、限界範囲内のユニットに対する入札者
の支払額をそうしたユニットに対する彼の入札から切り離すことにある。そうすることで、需要減退のインセ
ンティブを消そうというのである。支払い額は以下のように決定される。各価格 p に関し、オークション主
催者は各入札者 i に対し、その価格でのすべてのライバルたちの需要量の集計が供給量よりも少ないかどうか
を判断する。もし需要量が少なければ、その差は「確定され（clinched）（野球のペナントレースから由来し
た用語）」、新たに「確定された（clinched）」財は価格 p で入札者 i に与えられる。
　Ausubelはその論文の中で事例を与えている。同質的な対象物件が二つあり、入札者はA、B、Cの三人おり、
最初の数量入札が２、１、１であるとしよう。また、彼らは価格が p に届くまで三つの数量を入札し続ける
ものと仮定しよう。さらに、価格 p のポイントで C は彼の需要を０まで減退させ、脱落すると仮定しよう。
このとき、入札者 A のライバル達は集計してもたった１単位しか需要しないことになる（B だけが１単位を
欲する）。したがって、A は価格 p では１単位を確定し（clinched）、残りの対象物件のオークションがその後
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続くことになる。
21　PCS（パーソナルコミュニケーションサービス）は、カナダと米国のデジタル携帯電話サービスに用いられ
る1900MHz 周波数帯に対する名称である。（コンセッションの BOX8を参照）
22　価格が逓減するというこの変則的な事象は広く拡散している。その原因は、研究の主題であるが、類似した
何らかの効果が働いているということで説明が可能であろう。
23　Haile は、そのオークションを競上げ（イングリッシュ）方式としてモデル化した。彼は、入札者の使用価
値（転売の機会を無視した契約上の評価値）を自分たちの価値評価（オークションで勝つ場合の評価値）から
区別した。製材所はその機材もコストも様々なであるという理由で、また、彼らは自分の販売額、最終財の在
庫、将来の販売契約、製品化されていない木材の在庫ついて私的情報を持っているという理由から、それらの
使用価値は独立的かつ私的なものとしてモデル化された。転売の可能性が共通価値要素を導入することになっ
た。US 森林サービスの特殊な慣行は（詳細については関連文献を参照）企業が所与の計画で設ける評価値の
共通要素に関しては、ほとんど私的情報はないということを示していた。これは筆者にたいし、私的価値モデ
ルが最も適正であることを示唆している。
24　この考え方は、オークションの期間中にライバルの数が増えれば、それは転売市場における潜在的な買い手
の期待人数がより多くなるシグナルであるというものである。このことは、転売市場で売り手であることをよ
り有利にし、買い手であることをより不利にする。
25　この理由は以下の通りである。入札者はキャパシティを落札し、それに対して支払うよりも、落札しないこ
とを選好するであろう。したがって彼は後の起きる競争で最も弱い競争相手となり、市場から振り落とされる。
だから彼は、０の入札を行う。同様のロジックであらゆる入札者は０で入札することになる。したがって、各
入札者は後の市場で存続できるよう正の入札額を入れようとするので、均衡は存在しないことになる。ここで
はすべての均衡は非効率的である。たとえわずかな固定した入札者しかキャパシティを落札できなくても、す
べての入札者が自分の入札額を支払うところでは、全員支払いオークション（all pay auction）は一つの解決
法となる。
26　おもちゃのモデル（toy model）、すなわち一般な応用を意図していない単純な経済モデルであるが、ある特
定の減少を研究するためにデザインされたものである。
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補論２
価値評価とシグナル
　本論の目的は、私的価値、共通価値、純粋共通価値、およびアフィリエーションの概念をより
正確に定義することである。
価値評価とシグナル
　さまざまな情報構造を定義するための表記法は、以下の通りである。Ui を、i = 1, 2, …, n で
ある入札者 i の対象物件の価値評価とする。集合ベクトル U =（U1, …, Un）を定義する。Xi で、
入札者 i の私的情報、すなわち「シグナル（signal）」もしくは「タイプ（type）」を表す。Xi の
例としては、採掘地域の私的な耐震情報などが考えられる。X =（X1, …, Xn）と定義する。また、
X-i =（X1, …, Xi-1, Xi+1, …, Xn）という表記上の慣例を用いる。
　価値評価とシグナルは、次のような関係で連している。シグナルが増加し、他の入札者のシグ
ナルが固定されている場合、入札者の期待評価価値も増加する。つまり、定式化すると、E［Ui |Xi 
= xi, X-i = x-i］は、i のライバルのシグナル x-i のすべての実現値について、xi について増加する。
また、一般性を失わずに、次の条件が課される。Xi = E［Ui |Xi］。この意味は、シグナルを所与
とする期待評価値はシグナル自体であるということである。
定義
入札者は、すべての x1, …, xn と i について、E［Ui |Xi = xi, …, Xn = xn］= E［Ui |Xi = xi］が成り
立つ場合、私的価値（private values）を持つという。
入札者は、すべての i、j、および xj について、もし E［Ui |Xi = xi, …, Xn = xn］が xj において厳
密に増加的である場合、共通価値（common values）を持つという。
入札者は、すべての i について、Ui = U0の場合、純粋共通価値（pure common values）を持つ
という。
　すべての入札者の評価に影響を与える要素の存在が共通価値を意味するわけではない。たとえ
ば、Xi = Ui = V0 + εi の場合、これは共通要素 V0があるが、私的価値である。V0は、入札者の価
値評価の相関や入札者の情報の相関、そして、ある入札者の価値評価と別の入札者のシグナルの
相関を導入したものである。これが、私的価値である理由は、ある入札者のシグナルは観察され
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るとして、ライバルがその入札者自身の評価値と無関係であるからである。（入札者 i が V0 + εi
を知ったあと、εj について知ることは、Ui に影響しない）。
　二人の入札者におけるアフィリエーション（affiliation）の定式化した定義は、以下の通りで
ある。x1' と x1'' を X1の実現値、x2' と x2'' を X2の実現値とする。f（X1, X2）をシグナルの結合密度
関数とする。すべての x1' > x1'' および x2' > x2'' について、
（1） f (x1', x2' ) f (x1'' , x2'' ) ≥ f (x1' , x2'' ) f (x1'' , x2' )
の場合、X1と X2は、アフィリエートの関係にある。
（1）の不等式の意味は、条件付確率に変形するとより明確になる。
   f (x1, x2) = g (x1 | x2) h (x2)
ここで、g（ | ）は x2が与えられたときの x1の条件付密度関数であり、h（･）は x2の密度関数で
ある。このとき、上述の不等式は、次式と同値である。
（2） g (x1' | x2' ) / g (x1'' | x2' ) ≥ g (x1' | x2'' ) / g (x1'' | x2'' )
これは、単調尤度比率（monotone likehood raito property）と呼ばれ、x2の評価値が高くなるに
つれ、x1の評価値が相対的に高くなることを意味する。
　上述のアフィリエーションの定義は、（Klemperer 2004, p.50-51）に依拠する。一般的な定義
については、Milgrom（2004）５．４．１アフィリエーション p.182から以下にある。
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補論３
私的価値における２位価格封印入札オークションの
合併効果の推定の数値例
　企業 A と企業 B が合併し、C と D が競争相手であると仮定する。四つのオークションで次の
入札パターンを仮定する。
オークション１　合併企業は１位と２位の入札額である。
入札額 合併前の結果 合併後の結果 合併による変化
A 10 A が勝ち、価格は８ A・B が勝ち、価格は７ 価格は８から７へ下がる
B ８
C ７
オークション２　合併企業は１位の入札額であるが、２位の入札額ではない。
入札額 合併前の結果 合併後の結果 合併による変化
A 10 A が勝ち、価格は８ A・B が勝ち、価格は８ なし
B ７
C ８
オークション３　合併企業は２位の入札額であるが、１位の入札額ではない。
入札額 合併前の結果 合併後の結果 合併による変化
A ８ C が勝ち、価格は８ C が勝ち、価格は８ なし
B ７
C 10
オークション４　合併企業は上位２位までの入札額でない。
入札額 合併前の結果 合併後の結果 合併による変化
A ７ C が勝ち、価格は８ C が勝ち、価格は８ なし
B ６
C 10
D ８
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　コンセッション（concession）という用語は、多くの人にとって耳慣れない単語であろう。実際、
わが国の学会でもいまだ「市民権」を得ているとは思われず、本格的な研究書も存在していない。
　しかし、類語であるフランチャイズ入札（franchise-bidding）、民間委託（contracting out）に
ついては、欧米にはデムゼッツ vs ウィリアムソンの入札・契約論争、ビッカーズ＝ヤローを嚆
矢とする民営化論議など、20世紀後半の古典的な研究に始まり今日に至るまで、相当量の研究蓄
積があり、これに1980年代以降、急速に発展を遂げた数理統計学、契約理論、そしてその上に開
花したオークション理論を加えれば、コンセッションの理論的な基盤は既に豊かに築かれている
といえよう。その背景には、欧米では、コンセッションをめぐり、政策的な試行と実験（例えば、
３Gオークション）が繰り返されてきた経緯がある。政策実験が理論の発展を促したわけだが、
こうした理論的な基盤に、最近のメカニズム・デザイン（契約理論）やゲーム理論の成果が積み
上げられれば、コンセッションの本格的な理論的な研究書が出現するのも間近いように思える。
ただ、コンセッション、オークションの理論発展史、また貧しい政策状況から見て、わが国から
そうした研究書が生まれる可能性は皆無に近いといえよう。
　ところで、コンセッション理論を確立するのに不可欠な、もう一つ重要な要因がある。それが、
コンセッションの事例分析の蓄積である。欧米でコンセッションが実施されて既に久しいが、意
外とケース・スタディーが少ないのである。これには、研究者層の薄さなど諸種の原因が考えら
れるが、やはりその最大の要因は、情報・データの不足にあろう。そして、ここで考えられるの
が、政府・自治体による情報開示の回避ないし躊躇である。元来いかなる政府・自治体も、政策
（一般法・政策からプロジェクト・事業に至るまで）を積極的に自己正当化することはあっても、
その失敗についてはなかなか認めながらない性向を有している。失敗を認めるということは、単
に権威の失墜だけではなく、国民・住民の負託に応えていないという点で、自らのレーゾン・デー
トルの喪失をも意味しかねないからである。政府・自治体が有する情報開示への消極的な態度と
失敗を隠蔽せんとする性向は、先進国・途上国を問わず、またその政策カテゴリーを問わず散見
されるが、このことは、コンセッションにおいても、そのまま貫かれているといってよい。
　もともと、コンセッションは、政府が直接的に、もしくは公共部門で事業を行ったが、管理・
運営上、経営効率上、および財政上、さまざまな内部問題を抱えるに至ったがゆえに、民間にそ
の権利を委譲するものであり、それ自体政府の失敗を含意している。コンセッションの結果の公
表は、そうした状況に対して採った措置の結果を公表することを意味し、もしそれがまた失敗に
終われば、政府・自治体はまさに目も当てられない状態に陥ることになりかねないのである。こ
うした懸念にこそ、コンセッションの情報開示の遅れの深因があるように思える。
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　本書でのボックスを始めとしたケース・スタディーの紹介は、この点で貴重なデータ・文献で
あり、我々が現実のコンセッションの世界に入って行くための最初のステップといってよい。た
だし、残念なことに、本書をしても、我々が参考にすべきコンセッションの先進国事例は少ない
といわざるをえない。事例は1990年代、2000年代の３G周波数オークションに集中しており、公
共事業や公益事業についてはほとんど紹介されていないのである。とりわけ、再契約に至ったコ
ンセッションの問題事例となると、ここで採り上げられているケース・スタディの多くが南米・
カリブ諸国のような途上国のそれであって、先進国の事例はほとんど記されていない。途上国の
情報開示の裏には、国際的なコンセッションにおいて、外資導入が必ずしも自国の利益にならな
かったことを広く国際社会に訴えたいという途上国の思惑があるように思える。
　だが、本書が指摘するように、コンセッションが「さまざまな状況」に応じ「さまざまな正解」
を持つものであるならば、その成功条件を探るうえで重要なポイントは、それに関する情報・デー
タの開示とそれを前提にしたケース・スタディーの推進、そしてその研究成果の積み重ねという
ことになろう。そうすることで、コンセッションの成功条件を具体的に特定できるようになるか
らである。
　さて、以上の一般論を踏まえて、改めてわが国のコンセッションの現状と事例研究の進行状況
を考えてみよう。まず、気懸りなのは、わが国には、中央・地方におけるコンセッションの実施
状況を正確に把握し、それをモニタリングしている中央機関が存在していないことである。これ
は、コンセッションの導入にわが国独自の事情が働いたことによる。すなわち、わが国では、
PFI（Private Finance Initiative）が新しい公共投資と民活の重要手法として先行し、コンセッ
ションは PFI 事業のなかの BTO（Build Transfer Operate）方式の実施手法として位置づけら
れたのである。実際、コンセッションが明確に法律的に規定されたのは、つい最近のPFI法（「民
間等企業の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」）改正（2011年）においてであっ
て、そこで漸くコンセッションの概念は「公共施設等運用権（利用料金を徴収する公共施設等を
管理者等が運営し、利用料金を自らの収入として収受する権利）」として創設されたのである。
欧米のように、広く公共サービスに関する管理・運営権の民間委譲を表す概念として実用化され
たものではなかった。
　こういう経緯もあって、コンセッション契約の企画、詳細、履行状況、その結果（再契約を含
め）を公表している政府・自治体の数はいまだ少ない。「官業の民業化」をスローガンに民活を
推進してきた小泉政権以後、「指定管理者制度」（公共施設等の管理・運営権の民間委譲）を始め、
多くのコンセッションがなされているにもかかわらず、いまだ統括的な監視機関が存在していな
い。これはコンセッションの概念が、公共施設等の利用にのみ限定されていることもあるが、政
府・自治体の情報公開という観点でみれば、やはり不十分な感は否めない。中央政府のレベルで
見ても、例えば、空港、道路、下水道事業のコンセッション・ガイドラインは国土交通省で、水
道、医療等のそれは厚生労働省でといった具合に、バラバラに扱われているにすぎない。もちろ
あとがき
─　　─151
ん、これには、制度上の不備にとどまらず、コンセッションの契約期間（5-30年）が長期に及ぶ
ことも影響していようが、その戦略的な位置づけは明確なのか、政策機能面、効果評価面で政府
の失敗はないか、さらには本気にコンセッションを推進する意思があるのか、懸念されるのであ
る。
　だが、こうした状態は一刻もはやく克服されるべきである。というのも、政府・自治体および
関連事業者は、コンセッションの推進に当たり、多くの経験を共有し、成功・失敗事例から多く
を学びとる必要があるからである。コンセッションは成功が最初から保証されている政策や措置
ではなく、失敗例も多々あり、またその原因も競争政策の失敗をはじめ多種多様であることから、
内外の経験知が非常に重要となるのである。
　以上から、わが国におけるコンセッションをめぐる理論的、政策的な課題は、次のように整理
できる。
理論面：
（1）　デムゼッツVSウィリアムソン論争とその後の諸論議の理論的な整理。
（2）　契約理論（不完備契約）とメカニズム・デザインの応用。
（3）　オークション理論の到達点の確認とその応用。
政策面：
（1）　コンセッションの法概念の拡大。その情報開示の徹底。
（2）　中央機関による情報管理、モニタリング、および統計（分析）データの情報開示。
（3）　コンセッションの実施当局と公取委の協力体制の確立。
　わが国の政府・自治体は、コンセッションの実施主体として、オークション方式ではコンセッ
ション料金の最大化、公共料金（公益・公共サービスの代価）の最小化、もしくは補助金の最小
化に努めなければならないが、他方でコンセッションでの国際進出を考える場合には、コンセッ
ションの事業者として、事業の効率化と利潤最大化に努めなければならない。非営利組織が、そ
うした行動をどこまでとれるか疑問であり、海外進出には商社・銀行等とのコンソーシアムが必
須な条件となるが、国際的な評価を考慮すれば、当該国民・住民の福利厚生の改善を優先すると
いった次善の解の追求もあってよいであろう。
　要するに、コンセッションは、国内的に見ても、国際的に見ても、わが国の経済発展を支える
上で、また財政の健全化を図る上で、避けて通れない政策選択肢であるといえる。コンセッショ
ンを全国規模で推進し、また国際的に展開し、成果を得るには、中央政府における推進司令塔、
同時にそのモニタリングを担当する機関（情報・データの収集・管理、統計分析）の設置が、ま
た研究者による事例分析の集積が、急がれるのである。ここで欠かせないのは、長期的なコンセッ
ション期間に対応したスタッフの訓練と配置である。コンセッションが中長期の政策課題になる
ことを考えれば、出向者の寄せ集めで十分に機能を発揮していない規制改革会議の轍を踏まない
よう、こうした配慮はコンセッションを成功させるために決定的に重要な要因となる。人材の配
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置転換が目まぐるしく、かつ再契約が恒常化するようでは、成功はおぼつかないのである。
　尚、最後になるが、OECDジャーナルの翻訳には四人の若手研究者が協力してこれにあった。
監訳者である私が訳語の統一に心がけたが、画一的な統制は避けたので、同一の単語が異なる訳
語で表記されている場合があることを断っておく。
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